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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体の物理量を計測する物理量計測装置（１４，２００）であって、
　前記流体が流れる計測流路（３２，２１２）と、
　前記計測流路において前記流体の物理量を検出する物理量検出部（２２，２０２）を有
する検出ユニット（５０，２２０）と、
　前記検出ユニットの少なくとも一部を収容し、前記計測流路を形成するハウジング（２
１，２０１）と、を備え、
　前記ハウジングは、
　所定の取付対象（１２ａ）に取り付けられるハウジング取付部（２５，２７，１２２，
２０５，２０７）と、
　前記ハウジングにおいて前記取付対象の内部に入り込んだ入り込み部分（５０１）と、
前記取付対象の内部からはみ出したはみ出し部分（５０２）とが並んだ方向（Ｙ）におい
て前記ハウジング取付部よりも前記入り込み部分側に設けられ、前記検出ユニットに接触
していることで前記検出ユニットの位置を保持する位置保持部（１２１，２５１，２５５
）と、を有し、
　前記位置保持部は、前記検出ユニットに接触していることで、前記検出ユニットが前記
並んだ方向において前記入り込み部分側に移動しないように前記検出ユニットの位置を保
持する第３保持部（６６，２５１ａ）、を有し、
　前記検出ユニットにおいて前記第３保持部に接触しているユニット接触部（５５，２２
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１ａ，２２１ｂ）は、前記並んだ方向（Ｙ）において、前記検出ユニットの先端寄りの位
置に設けられており、
　前記物理量検出部は、前記ユニット接触部よりも前記検出ユニットの先端側に設けられ
ており、
　前記検出ユニットは、
　前記並んだ方向（Ｙ）に延びる板面（１２５）を有しており、
　前記位置保持部は、前記ハウジングの内周面を形成するハウジング壁部（１２１）であ
り、
　前記並んだ方向に直交し且つ前記板面が延びる方向（Ｚ）において、前記位置保持部と
前記物理量検出部との離間距離（Ｌ５）は、前記ハウジング壁部の厚み寸法（Ｄ２３）よ
り大きい、物理量計測装置。
【請求項２】
　前記ハウジングは、
　前記ハウジング取付部と前記位置保持部とを接続するハウジング接続部（６６ａ，２３
１，２３２，２３４）を有している、請求項１に記載の物理量計測装置。
【請求項３】
　前記ハウジング接続部は、
　前記並んだ方向（Ｙ）に直交する方向（Ｘ，Ｚ）において前記位置保持部から延びた直
交延出部（６６ｂ）を有しており、
　前記並んだ方向において、前記直交延出部と前記物理量検出部との離間距離（Ｌ３）は
、前記直交延出部の厚み寸法（Ｄ２２）より大きい、請求項２に記載の物理量計測装置。
【請求項４】
　流体の物理量を計測する物理量計測装置（１４，２００）であって、
　前記流体が流れる計測流路（３２，２１２）と、
　前記計測流路において前記流体の物理量を検出する物理量検出部（２２，２０２）を有
する検出ユニット（５０，２２０）と、
　前記検出ユニットの少なくとも一部を収容し、前記計測流路を形成するハウジング（２
１，２０１）と、を備え、
　前記ハウジングは、
　所定の取付対象（１２ａ）に取り付けられるハウジング取付部（２５，２７，１２２，
２０５，２０７）と、
　前記ハウジングにおいて前記取付対象の内部に入り込んだ入り込み部分（５０１）と、
前記取付対象の内部からはみ出したはみ出し部分（５０２）とが並んだ方向（Ｙ）におい
て前記ハウジング取付部よりも前記入り込み部分側に設けられ、前記検出ユニットに接触
していることで前記検出ユニットの位置を保持する位置保持部（１２１，２５１，２５５
）と、を有し、
　前記位置保持部は、前記検出ユニットに接触していることで、前記検出ユニットが前記
並んだ方向において前記入り込み部分側に移動しないように前記検出ユニットの位置を保
持する第３保持部（６６，２５１ａ）、を有し、
　前記検出ユニットにおいて前記第３保持部に接触しているユニット接触部（５５，２２
１ａ，２２１ｂ）は、前記並んだ方向（Ｙ）において、前記検出ユニットの先端寄りの位
置に設けられており、
　前記物理量検出部は、前記ユニット接触部よりも前記検出ユニットの先端側に設けられ
ており、
　前記ハウジングは、
　前記ハウジング取付部と前記第３保持部とを接続するハウジング接続部（６６ａ，２３
１，２３２，２３４）を有しており、
　前記ハウジング接続部は、
　前記並んだ方向（Ｙ）に直交する方向（Ｘ，Ｚ）において前記第３保持部から延びた直
交延出部（６６ｂ）を有しており、
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　前記並んだ方向において、前記直交延出部と前記物理量検出部との離間距離（Ｌ３）は
、前記直交延出部の厚み寸法（Ｄ２２）より大きい、物理量計測装置。
【請求項５】
　前記位置保持部は、前記ハウジング取付部に比べて肉厚が薄い、請求項１～４のいずれ
か１つに記載の物理量計測装置。
【請求項６】
　前記並んだ方向（Ｙ）に直交する２つの方向のうち、一方を第１方向（Ｘ）と称し、他
方を第２方向（Ｚ）と称すると、
　前記位置保持部は、
　前記検出ユニットに接触していることで、前記検出ユニットが前記第１方向に移動しな
いように前記検出ユニットの位置を保持する第１保持部（７２ａ，７２ｂ，２５２ａ，２
５２ｂ）と、
　前記検出ユニットに接触していることで、前記検出ユニットが前記第２方向に移動しな
いように前記検出ユニットの位置を保持する第２保持部（７２ｂ，２５２ｃ，２５２ｄ）
と、のうち少なくとも一方を有している、請求項１～５のいずれか１つに記載の物理量計
測装置。
【請求項７】
　前記第１保持部は、前記第１方向及び前記第２方向のうち少なくとも前記第１方向にお
いて前記検出ユニットに向けて突出しており、
　前記第２保持部は、前記第１方向及び前記第２方向のうち少なくとも前記第２方向にお
いて前記検出ユニットに向けて突出している、請求項６に記載の物理量計測装置。
【請求項８】
　前記ハウジング取付部は、
　前記取付対象に密着するシール部材（２６，２０６）を保持するシール保持部（２５，
２０５）を有している、請求項１～７のいずれか１つに記載の物理量計測装置。
【請求項９】
　前記ハウジングは、
　前記並んだ方向において前記位置保持部よりも前記はみ出し部分側に設けられたハウジ
ング開口部（６１）と、
　前記並んだ方向において前記ハウジング開口部から前記入り込み部分側に向けて延び、
前記検出ユニットの少なくとも一部を収容する収容空間（２４ａ）と、を有している、請
求項１～８のいずれか１つに記載の物理量計測装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この明細書による開示は、物理量計測装置及び物理量計測装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　流体の物理量を計測する物理量計測装置として、例えば特許文献１には、内燃機関に吸
入される吸入空気の流量を計測する物理量計測装置が開示されている。この物理量計測装
置は、流入した流体を通過させる主通路と、この主通路から分岐したバイパス通路とを有
しており、吸入空気の流量に応じた検出信号を出力する流量検出部がバイパス通路に設け
られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１５－２１０２０５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　しかしながら、バイパス通路等の計測流路に流量検出部等の物理量検出部が設けられた
構成について、物理量検出部による物理量の検出精度が製品ごとにばらつくことが懸念さ
れる。
【０００５】
　本開示の主な目的は、物理量検出部の検出精度が製品ごとにばらつくということを抑制
できる物理量計測装置及び物理量計測装置の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　流体の物理量を計測する物理量計測装置（１４，２００）であって、
　流体が流れる計測流路（３２，２１２）と、
　計測流路において流体の物理量を検出する物理量検出部（２２，２０２）を有する検出
ユニット（５０，２２０）と、
　検出ユニットの少なくとも一部を収容し、計測流路を形成するハウジング（２１，２０
１）と、を備え、
　ハウジングは、
　所定の取付対象（１２ａ）に取り付けられるハウジング取付部（２５，２７，１２２，
２０５，２０７）と、
　ハウジングにおいて取付対象の内部に入り込んだ入り込み部分（５０１）と、取付対象
の内部からはみ出したはみ出し部分（５０２）とが並んだ方向（Ｙ）においてハウジング
取付部よりも入り込み部分側に設けられ、検出ユニットに接触していることで検出ユニッ
トの位置を保持する位置保持部（１２１，２５１，２５５）と、を有し、
　位置保持部は、検出ユニットに接触していることで、検出ユニットが並んだ方向におい
て入り込み部分側に移動しないように検出ユニットの位置を保持する第３保持部（６６，
２５１ａ）、を有し、
　検出ユニットにおいて第３保持部に接触しているユニット接触部（５５，２２１ａ，２
２１ｂ）は、並んだ方向（Ｙ）において、検出ユニットの先端寄りの位置に設けられてお
り、
　物理量検出部は、ユニット接触部よりも検出ユニットの先端側に設けられており、
　検出ユニットは、
　並んだ方向（Ｙ）に延びる板面（１２５）を有しており、
　位置保持部は、ハウジングの内周面を形成するハウジング壁部（１２１）であり、
　並んだ方向に直交し且つ板面が延びる方向（Ｚ）において、位置保持部と物理量検出部
との離間距離（Ｌ５）は、ハウジング壁部の厚み寸法（Ｄ２３）より大きい、物理量計測
装置である。
　他の第１の態様は、
　流体の物理量を計測する物理量計測装置（１４，２００）であって、
　流体が流れる計測流路（３２，２１２）と、
　計測流路において流体の物理量を検出する物理量検出部（２２，２０２）を有する検出
ユニット（５０，２２０）と、
　検出ユニットの少なくとも一部を収容し、計測流路を形成するハウジング（２１，２０
１）と、を備え、
　ハウジングは、
　所定の取付対象（１２ａ）に取り付けられるハウジング取付部（２５，２７，１２２，
２０５，２０７）と、
　ハウジングにおいて取付対象の内部に入り込んだ入り込み部分（５０１）と、取付対象
の内部からはみ出したはみ出し部分（５０２）とが並んだ方向（Ｙ）においてハウジング
取付部よりも入り込み部分側に設けられ、検出ユニットに接触していることで検出ユニッ
トの位置を保持する位置保持部（１２１，２５１，２５５）と、を有し、
　位置保持部は、検出ユニットに接触していることで、検出ユニットが並んだ方向におい
て入り込み部分側に移動しないように検出ユニットの位置を保持する第３保持部（６６，
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２５１ａ）、を有し、
　検出ユニットにおいて第３保持部に接触しているユニット接触部（５５，２２１ａ，２
２１ｂ）は、並んだ方向（Ｙ）において、検出ユニットの先端寄りの位置に設けられてお
り、
　物理量検出部は、ユニット接触部よりも検出ユニットの先端側に設けられており、
　ハウジングは、
　ハウジング取付部と第３保持部とを接続するハウジング接続部（６６ａ，２３１，２３
２，２３４）を有しており、
　ハウジング接続部は、
　並んだ方向（Ｙ）に直交する方向（Ｘ，Ｚ）において第３保持部から延びた直交延出部
（６６ｂ）を有しており、
　並んだ方向において、直交延出部と物理量検出部との離間距離（Ｌ３）は、直交延出部
の厚み寸法（Ｄ２２）より大きい、物理量計測装置である。
【０００７】
　ハウジング取付部が取付対象に取り付けられた物理量計測装置では、物理量計測装置を
支持するための強度をハウジング取付部に付与する方法として、ハウジング取付部の肉厚
を厚くする方法が考えられる。しかしながら、溶融樹脂を硬化させてハウジングを成型す
る場合、ハウジングにおいては肉厚の厚い部分ほど溶融樹脂の硬化に伴う意図しない変形
が生じやすく、位置保持部の形状が製品ごとにばらつきやすくなる。ここで、位置保持部
の形状がばらついていることで検出ユニットの位置が製品ごとにばらついた場合、物理量
検出部の検出精度もばらつくことが懸念される。
【０００８】
　これに対して、第１の態様によれば、位置保持部がハウジング取付部よりもハウジング
の先端側に設けられているため、物理量計測装置を支持するための強度を位置保持部に付
与する必要がない。このため、位置保持部の全体的な肉厚をハウジング取付部の肉厚に比
べて薄くすることができる。このため、ハウジング取付部を肉厚にすることで、物理量計
測装置を支持するための強度をハウジング取付部に付与できる。その一方で、位置保持部
の薄肉化を図ることで、溶融樹脂の硬化に伴う意図しない変形が生じにくくなり、位置保
持部の形状が製品ごとにばらつきにくくなる。この場合、物理量検出部の位置がばらつき
にくくなるため、物理量検出部の検出精度が製品ごとにばらつくということを抑制できる
。
【００１１】
　第２の態様は、
　流体の物理量を計測する物理量計測装置（１４，２００）の製造方法であって、
　開口部であるハウジング開口部（６１，２４１）から延び且つ検出ユニット（５０，２
２０）の少なくとも一部を収容する収容空間（２４ａ，２０４ａ）と、流体が流れる計測
流路（３２，２１２）と、所定の取付対象（１２ａ）に取り付けられるハウジング取付部
（２５，２７，１２２，２０５，２０７）と、ハウジング取付部とは異なる位置に設けら
れた位置保持部（１２１，２５１，２５５）と、を有するハウジング（２１，２０１）を
成型し、
　計測流路において流体の物理量を検出する物理量検出部（２２，２０２）を有する検出
ユニットを、位置保持部に接触していることで検出ユニットの位置が保持されるように、
ハウジング開口部から収容空間に挿入し、
　位置保持部のうち挿入によって検出ユニットに接触する部分であって、検出ユニットが
挿入の奥側に移動しないように接触する部分を第３保持部（６６，２５１ａ）とし、
　検出ユニットのうち挿入によって第３保持部に接触する部分をユニット接触部（５５，
２２１ａ，２２１ｂ）とし、
　挿入の方向において、ユニット接触部が検出ユニットの先端寄りに位置し、かつ、物理
量検出部がユニット接触部よりも検出ユニットの先端側に位置するように検出ユニットを
製造しておく、物理量計測装置の製造方法である。
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【００１２】
　第２の態様によれば、ハウジングにおいて位置保持部がハウジング取付部とは異なる位
置に設けられているため、物理量計測装置を支持するための強度を位置保持部に付与する
必要がない。このため、上記第１の態様と同様に、物理量検出部の検出精度が製品ごとに
ばらつくということを抑制できる。
【００１３】
　なお、特許請求の範囲およびこの項に記載した括弧内の符号は、後述する実施形態に記
載の具体的手段との対応関係を示すものにすぎず、本開示の技術的範囲を限定するもので
はない。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】第１実施形態における燃焼システムの構成を説明するための模式図。
【図２】吸気管に取り付けられた状態のエアフロメータの正面図。
【図３】吸気管に取り付けられた状態のエアフロメータの平面図。
【図４】エアフロメータの上流側端面を見たエアフロメータの斜視図。
【図５】エアフロメータの下流側端面を見たエアフロメータの斜視図。
【図６】エアフロメータをコネクタ部側から見た側面図。
【図７】エアフロメータをコネクタ部とは反対側から見た側面図。
【図８】図２のＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ線断面図。
【図９】図８の計測流路周辺の拡大図。
【図１０】センサＳＡの構成を示す正面図。
【図１１】図８のＸＩ－ＸＩ線断面図。
【図１２】図８のＸＩＩ－ＸＩＩ線断面図。
【図１３】図８のＸＩＩＩ－ＸＩＩＩ線断面図。
【図１４】図８のＸＩＶ－ＸＩＶ線断面図。
【図１５】センサＳＡが挿入される前の状態を示すハウジングの横断面図。
【図１６】ハウジングに挿入される前の状態を示すセンサＳＡの横断面図。
【図１７】センサＳＡの内部構成を示す縦断面図。
【図１８】コネクタターミナルとセンサＳＡのリードターミナルとの接続構造について説
明するための図。
【図１９】封止領域の内部構造を示す斜視図。
【図２０】ターミナルユニットの斜視図。
【図２１】図８におけるリップ周辺の拡大図。
【図２２】型装置の分解斜視図。
【図２３】計測成型部による計測流路の成型について説明するための図。
【図２４】ハウジングから計測成型部を取り外した状態を示す図。
【図２５】通過型部による通過流路の成型について説明するための図。
【図２６】ハウジングから通過型部及び計測成型部を取り外した状態を示す図。
【図２７】構成群Ｂにおけるエアフロメータをコネクタ部側から見た側面図。
【図２８】図２７のＸＸＶＩＩＩ－ＸＸＶＩＩＩ線断面図。
【図２９】構成群Ｃにおける図８でのセンサＳＡ周辺の拡大図。
【図３０】図２９のＸＸＸ－ＸＸＸ線断面図。
【図３１】図２９のＸＸＸＩ－ＸＸＸＩ線断面図。
【図３２】構成群Ｄにおけるハウジングから計測成型部及び通過型部を取り外した状態を
示す図。
【図３３】計測成型部及び通過型部による通過流路の成型について説明するための図。
【図３４】構成群Ｅにおける図３０でのセンサＳＡ周辺の拡大図。
【図３５】ハウジングの内部構造を示すエアフロメータの平面図
【図３６】型装置におけるコネクタ型部周辺の拡大図。
【図３７】ハウジングへのセンサＳＡの取り付けについて説明するための図。
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【図３８】センサＳＡへのブリッジターミナルの取り付けについて説明するための図。
【図３９】ハウジングの内部空間への熱硬化性樹脂の充填について説明するための図。
【図４０】構成群Ｆにおけるエアフロメータの平面図。
【図４１】図４０のＸＬＩ－ＸＬＩ線断面図。
【図４２】図４１のリップ周辺の拡大図。
【図４３】構成群Ｇにおけるエアフロメータのポッティング部を見た斜視図。
【図４４】構成群Ｈにおける吸気管に取り付けられた状態のエアフロメータの縦断面図。
【図４５】エアフロメータをコネクタ部側から見た側面図。
【図４６】温度補正部の電気的な構成を示すブロック図。
【図４７】第１補正部での処理について説明するための図。
【図４８】流量信号と時定数との関係を示す図。
【図４９】第１補正信号について、流量が大きい場合及び流量が小さい場合のそれぞれの
時間変化を示す図。
【図５０】第１温度信号及び第１補正信号のそれぞれの時間変化を示す図。
【図５１】第１温度信号及び第２温度信号のそれぞれの時間変化を示す図。
【図５２】温度差分信号及び差分補正信号のそれぞれの時間変化を示す図。
【図５３】温度差分信号と差分補正信号との関係を示す図。
【図５４】第１実施形態とは異なる構成について、第１温度信号、第２温度信号及び第１
補正信号のそれぞれの時間変化を示す図。
【図５５】第１実施形態とは異なる構成について、温度差分信号及び差分補正信号のそれ
ぞれの時間変化を示す図。
【図５６】第１温度信号、第１補正信号及び補正値信号のそれぞれの時間変化を示す図。
【図５７】第１温度信号、第１補正信号、補正値信号及び実温度のそれぞれの時間変化を
示す図。
【図５８】第２実施形態における検出絞り部周辺のハウジングの横断面図。
【図５９】縦仕切壁周辺のハウジングの横断面図。
【図６０】第３実施形態におけるハウジング突起周辺のエアフロメータの横断面図。
【図６１】第４実施形態における吸気管に取り付けられた状態のエアフロメータの側面図
。
【図６２】エアフロメータの正面図。
【図６３】図６１のＬＸＩＩＩ－ＬＸＩＩＩ線断面図。
【図６４】ポッティング部及びカバー部材を取り外した状態でハウジングの内部構造を示
す図。
【図６５】ベース部材を示す図。
【図６６】ベース部材へのカバーの取り付けについて説明するための図。
【図６７】ハウジング本体へのセンサＳＡの取り付けについて説明するための図。
【図６８】ハウジングでのポッティング部の形成について説明するための図。
【図６９】構成群Ｃにおける第１規制部の斜視図。
【図７０】図６３での流量検出部周辺の拡大図。
【図７１】図７０のＬＸＸＩ－ＬＸＸＩ線断面図。
【図７２】構成群Ｅ，Ｆにおけるエアフロメータの縦断面図。
【図７３】構成群Ｇにおけるエアフロメータの正面図。
【図７４】第５実施形態、構成群Ｄにおける通過流路周辺のハウジングの縦断面図。
【図７５】図７４のＬＸＸＶ－ＬＸＸＶ線断面図。
【図７６】計測成型部及び通過型部による通過流路の成型について説明するための図。
【図７７】図７６のＬＸＸＶＩＩ－ＬＸＸＶＩＩ線断面図。
【図７８】通過型部よりも先に計測成型部をハウジングから取り外した状態を示す図。
【図７９】計測成型部の後に通過型部をハウジングから取り外した状態を示す図。
【図８０】第６実施形態、構成群Ｅにおけるハウジングの縦断面図。
【図８１】ハウジングへのセンサＳＡの取り付けについて説明するための図。
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【図８２】変形例Ｂ１における吸気管に取り付けられた状態のエアフロメータの側面図。
【図８３】図８２のＬＸＸＸＩＩＩ－ＬＸＸＸＩＩＩ線断面図。
【図８４】変形例Ｂ３におけるハウジングの横断面図。
【図８５】変形例Ｂ２，Ｂ３におけるハウジングの横断面図。
【図８６】変形例Ｂ３におけるハウジングの横断面図。
【図８７】変形例Ｂ４におけるハウジングの横断面図。
【図８８】変形例Ｂ５における吸気管に取り付けられた状態のエアフロメータの縦断面図
。
【図８９】変形例Ｃ１におけるセンサＳＡ周辺の縦断面図。
【図９０】変形例Ｃ２におけるセンサＳＡ周辺の縦断面図。
【図９１】位置出し部材の斜視図。
【図９２】変形例Ｃ３におけるポッティング部及びカバー部材を取り外した状態でのハウ
ジングの内部構造を示す図。
【図９３】変形例Ｄ１における計測成型部、流入通過型部及び流出通過型部による通過流
路の成型について説明するための図。
【図９４】計測成型部、流入通過型部及び流出通過型部をハウジングから取り外した状態
を示す図。
【図９５】変形例Ｄ２における計測成型部、通過型部による通過流路の成型について説明
するための図。
【図９６】変形例Ｄ４における通過流路周辺のハウジングの縦断面図。
【図９７】変形例Ｅ１，Ｅ２におけるハウジングの縦断面図。
【図９８】変形例Ｅ１～Ｅ３におけるハウジングの縦断面図。
【図９９】変形例Ｅ２，Ｅ３におけるハウジングの縦断面図。
【図１００】変形例Ｅ４におけるポッティング部及びカバー部材を取り外した状態でのハ
ウジングの内部構造を示す図。
【図１０１】ベース部材とセンサＳＡとを分解したハウジングの縦断面図。
【図１０２】変形例Ｅ５におけるベース部材とカバーユニットとを分解したハウジングの
縦断面図。
【図１０３】変形例Ｅ６におけるハウジングの縦断面図。
【図１０４】ハウジングの側面図。
【図１０５】ハウジングの縦断面図。
【図１０６】変形例Ｆ１におけるハウジングの縦断面図。
【図１０７】ハウジングの縦断面図。
【図１０８】変形例Ｆ２におけるリップ周辺の拡大図。
【図１０９】変形例Ｆ３におけるリップ周辺の拡大図。
【図１１０】リップ周辺の拡大図。
【図１１１】変形例Ｆ４におけるリップ周辺の拡大図。
【図１１２】変形例Ｆ５におけるリップ周辺の拡大図。
【図１１３】リップ周辺の拡大図。
【図１１４】変形例Ｈ１における吸気管に取り付けられた状態のエアフロメータの縦断面
図。
【図１１５】変形例Ｈ２における温度補正部の電気的な構成を示すブロック図。
【図１１６】変形例Ｈ３における温度補正部の電気的な構成を示すブロック図。
【図１１７】変形例Ｈ４における温度補正部の電気的な構成を示すブロック図。
【図１１８】変形例Ｈ５，７における温度補正部の電気的な構成を示すブロック図。
【図１１９】変形例Ｈ６，７における温度補正部の電気的な構成を示すブロック図。
【図１２０】変形例Ｂ４におけるハウジングの横断面図。
【図１２１】変形例Ｆ６におけるリップ周辺の拡大図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
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　以下、本開示の複数の実施形態を図面に基づいて説明する。尚、各実施形態において対
応する構成要素には同一の符号を付すことにより、重複する説明を省略する場合がある。
各実施形態において構成の一部分のみを説明している場合、当該構成の他の部分について
は、先行して説明した他の実施例の構成を適用することができる。また、各実施形態の説
明において明示している構成の組み合わせばかりではなく、特に組み合わせに支障が生じ
なければ、明示していなくても複数の実施形態の構成同士を部分的に組み合わせることが
できる。そして、複数の実施形態及び変形例に記述された構成同士の明示されていない組
み合わせも、以下の説明によって開示されているものとする。
【００１６】
　（第１実施形態）
　図１に示す燃焼システム１０は、ガソリンエンジン等の内燃機関１１、吸気通路１２、
排気通路１３、エアフロメータ１４及びＥＣＵ２０を有しており、例えば車両に搭載され
ている。エアフロメータ１４は、吸気通路１２に設けられており、内燃機関１１に供給さ
れる吸入空気の流量や温度、湿度、圧力といった物理量を計測する機能を有している。エ
アフロメータ１４は、流体としての吸入空気を計測対象とした物理量計測装置に相当する
。吸入空気は、内燃機関１１の燃焼室１１ａに供給される気体である。燃焼室１１ａにお
いては、吸入空気と燃料との混合気が点火プラグ１７により点火される。
【００１７】
　ＥＣＵ（Engine Control Unit）２０は、燃焼システム１０の動作制御を行う制御装置
である。ＥＣＵ２０は、プロセッサ、ＲＡＭ、ＲＯＭ及びフラッシュメモリ等の記憶媒体
、並びに入出力部を含むマイクロコンピュータと、電源回路等と、によって構成された演
算処理回路である。ＥＣＵ２０には、エアフロメータ１４から出力されるセンサ信号や、
多数の車載センサから出力されるセンサ信号などが入力される。ＥＣＵ２０は、エアフロ
メータ１４による計測結果を用いて、インジェクタ１６の燃料噴射量やＥＧＲ量などにつ
いてエンジン制御を行う。ＥＣＵ２０は、内燃機関１１の運転制御を行う制御装置であり
、燃焼システム１０をエンジン制御システムと称することもできる。また、ＥＣＵ２０は
、外部装置に相当する。
【００１８】
　エアフロメータ１４は、燃焼システム１０に含まれる多数の計測部の１つである。内燃
機関１１の吸気系及び排気系には、計測部として、エアフロメータ１４に加えて、例えば
空燃比センサ１８等が設けられている。エアフロメータ１４は、吸気通路１２においてエ
アクリーナ１９の下流側であってスロットルバルブ１５の上流側に配置されている。この
場合、吸気通路１２においてエアフロメータ１４にとっては、エアクリーナ１９側が上流
側であり、燃焼室１１ａ側が下流側になる。
【００１９】
　図２、図３に示すエアフロメータ１４は、吸気通路１２を形成する吸気管１２ａに着脱
可能に取り付けられている。エアフロメータ１４は、吸気管１２ａの筒壁を貫通するよう
形成されたエアフロ挿入孔１２ｂに挿し込まれており、少なくとも一部を吸気通路１２内
に位置させている。吸気管１２ａは、エアフロ挿入孔１２ｂから外周側に向けて延びた管
フランジ１２ｃを有しており、合成樹脂材料等により形成された配管を含んで構成されて
いる。管フランジ１２ｃは、エアフロ挿入孔１２ｂの周縁部に沿って延びており、例えば
円環状になっている。管フランジ１２ｃの先端面は、管フランジ１２ｃの中心線に直交す
る方向に延びている。この場合、管フランジ１２ｃの先端面は、吸気通路１２の長手方向
、すなわち吸気通路１２において吸入空気が流れる方向に延びている。なお、吸気管１２
ａが取付対象に相当する。
【００２０】
　エアフロメータ１４は、ハウジング２１、流量検出部２２（図８参照）及び吸気温セン
サ２３を有している。ハウジング２１は、例えば樹脂材料等により形成されている。エア
フロメータ１４においては、ハウジング２１が吸気管１２ａに取り付けられていることで
、流量検出部２２が、吸気通路１２を流れる吸入空気と接触可能な状態になる。ハウジン
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グ２１は、ハウジング本体２４、リング保持部２５、フランジ部２７、コネクタ部２８、
根元部２９ａ及び保護突起２９ｂを有しており、リング保持部２５に対してＯリング２６
が取り付けられている。これらハウジング本体２４、リング保持部２５、フランジ部２７
、コネクタ部２８、根元部２９ａ及び保護突起２９ｂは、低コスト化を実現するべく、後
述する一度の樹脂モールド成型工程で製造される。
【００２１】
　図２～図７に示すように、ハウジング本体２４は全体として筒状に形成され、ハウジン
グ２１においては、リング保持部２５、フランジ部２７、コネクタ部２８、根元部２９ａ
及び保護突起２９ｂがハウジング本体２４に一体的に設けられた状態になっている。エア
フロメータ１４について、幅方向Ｘ、高さ方向Ｙ及び奥行き方向Ｚを定義すると、ハウジ
ング本体２４は高さ方向Ｙに延びており、リング保持部２５やフランジ部２７は、ハウジ
ング本体２４から幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚに延びていることになる。また、リング保持
部２５やフランジ部２７、コネクタ部２８は、ハウジング本体２４に対してハウジング２
１の基端側に配置されている。以下、ハウジング２１の基端側をハウジング基端側とも言
い、ハウジング２１の先端側をハウジング先端側とも言う。すなわち、高さ方向Ｙにおい
て、後述するハウジング基端面１９２（図）側をハウジング基端側と称し、ハウジング先
端面１９１側をハウジング先端側と称する。なお、ハウジング基端面１９２をハウジング
２１の基端や基端部と称することができ、ハウジング先端面１９１をハウジング２１の先
端や先端部と称することができる。また、幅方向Ｘ、高さ方向Ｙ及び奥行き方向Ｚは互い
に直交している。
【００２２】
　リング保持部２５は、エアフロ挿入孔１２ｂにＯリング２６を介して内嵌される部位で
ある。リング保持部２５は、ハウジング本体２４の周囲に沿って一周した保持溝２５ａを
有しており、この保持溝２５ａにＯリング２６を入り込ませた状態でこのＯリング２６を
保持している。リング保持部２５は、幅方向Ｘや奥行き方向Ｚに突出した一対の溝形成部
を有しており、これら溝形成部が高さ方向Ｙに離間していることで、これら溝形成部の間
に保持溝２５ａが形成されている。なお、一対の溝形成部をシールガイド壁と称すること
もできる。
【００２３】
　Ｏリング２６は、吸気通路１２と吸気管１２ａの外部とをシールする部材である。Ｏリ
ング２６は、リング保持部２５に外嵌されており、管フランジ１２ｃの内周側に入り込ん
だ状態でリング保持部２５とエアフロ挿入孔１２ｂとの間に介在している。
【００２４】
　フランジ部２７は、リング保持部２５よりもハウジング基端側に配置されており、エア
フロ挿入孔１２ｂを吸気管１２ａの外周側から覆った状態になっている。また、フランジ
部２７は、吸気管１２ａの管フランジ１２ｃの先端部に引っ掛かることで、ハウジング２
１が吸気通路１２内に入り込み過ぎることを規制することが可能になっている。コネクタ
部２８は、複数のコネクタターミナル２８ａ（図６参照）を囲う部位であり、コネクタタ
ーミナル２８ａを保護するターミナル保護部に相当する。コネクタ部２８には、プラグ部
が挿入される。プラグ部は、ＥＣＵ２０に直接的又は間接的に電気接続される接続線の端
部に設けられており、コネクタ部２８と嵌合する。
【００２５】
　ハウジング２１には、成型後の寸法精度の向上や軽量化を図るための肉盗み部４１が複
数形成されている。肉盗み部４１は、例えばフランジ部２７やハウジング本体２４、リン
グ保持部２５に設けられている。また、ハウジング２１を樹脂成型する場合に、肉盗み部
４１によりハウジング２１の肉厚が適度に薄くされることで、金型等の型部内に溶融樹脂
が回らない部分が発生しにくくなる。また、成型後に樹脂部品が冷め収縮することに起因
して、発生する寸法精度の悪化を抑制することができる。フランジ部２７には、ネジ孔４
２が複数形成されており、このネジ孔４２を用いてハウジング２１が吸気管１２ａに固定
されている。吸気管１２ａには、ネジ孔４２を貫通したネジ部材（図示略）が羅着される
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ボス１２ｄが設けられており、フランジ部２７がボス１２ｄにより支持されている。ボス
１２ｄは、吸気管１２ａの外周面から管フランジ１２ｃに沿って延びており、管フランジ
１２ｃから離間した位置に配置されている。なお、ボス１２ｄは、管フランジ１２ｃに一
体的に設けられていてもよい。
【００２６】
　根元部２９ａは、高さ方向Ｙにおいてリング保持部２５からハウジング先端側に向けて
突出し、エンジンから受熱し温度上昇したハウジング本体２４の熱の影響を避けるべく、
幅方向Ｘにおいてハウジング本体２４から側方に離間した位置に配置されている。吸気温
センサ２３は、吸入空気の温度を感知する感温素子２３ａと、感温素子２３ａから延びた
一対のリード線２３ｂと、リード線２３ｂに接続された一対の吸気温ターミナル２３ｃと
を有している。一対の吸気温ターミナル２３ｃは根元部２９ａから延びており、感温素子
２３ａは、一対のリード線２３ｂを介して一対の吸気温ターミナル２３ｃにかけ渡された
状態になっている。リード線２３ｂ及び吸気温ターミナル２３ｃは、いずれも導電性を有
しており、吸気温ターミナル２３ｃは、コネクタ部２８に設けられたコネクタターミナル
２８ａ（図１８参照）に電気的に接続されている。なお、吸気温ターミナル２３ｃを後述
するブリッジターミナル８６に接続しても良い。また、図には示していないが、他の実施
例としてリード線２３ｂと吸気温ターミナル２３ｃが一体となっていても良い。吸気温セ
ンサ２３は、感温素子２３ａにて感知した吸気温に応じた検出信号を出力する。
【００２７】
　保護突起２９ｂは、幅方向Ｘにおいてハウジング本体２４から側方に突出しており、吸
気温センサ２３よりもハウジング先端側に配置されている。ハウジング本体２４からの保
護突起２９ｂの突出寸法は、ハウジング本体２４からの吸気温センサ２３の離間距離より
大きくなっている。この場合、ハウジング２１をその先端側から見ると、保護突起２９ｂ
の奥側に吸気温センサ２３が重なって見えることになる。このため、エアフロメータ１４
を吸気管１２ａに取り付けに際してハウジング２１をエアフロ挿入孔１２ｂに挿入する場
合、仮にハウジング２１の挿入位置が幅方向Ｘにずれたとしても、吸気管１２ａの外周面
には保護突起２９ｂが当たることになる。したがって、吸気温センサ２３が吸気管１２ａ
の外周面に当たって吸気温センサ２３が破損するということが抑制される。
【００２８】
　図８に示すように、ハウジング本体２４は、吸気通路１２を流れる吸入空気の一部が流
れ込むバイパス流路３０を形成している。バイパス流路３０は、通過流路３１及び計測流
路３２を有しており、これら通過流路３１及び計測流路３２は、ハウジング本体２４の内
部空間により形成されている。通過流路３１は、奥行き方向Ｚにハウジング本体２４を貫
通しており、上流端部である流入口３３ａと、下流端部である流出口３３ｂとを有してい
る。計測流路３２は、通過流路３１の中間部分から分岐した分岐流路であり、下流端部で
ある計測出口３３ｃを有している。なお、吸気通路１２を主通路と称し、バイパス流路３
０を副通路と称することもできる。また、図８においては、Ｏリング２６の図示を省略し
ている。
【００２９】
　図２～図７の説明に戻り、ハウジング本体２４においては、その上流側端面に流入口３
３ａが設けられ、その下流側端面に流出口３３ｂが設けられている。また、ハウジング本
体２４においては、その両側面のそれぞれに計測出口３３ｃが１つずつ設けられている。
これら計測出口３３ｃは、高さ方向Ｙに延びた細長形状になっており、幅方向Ｘに並べて
配置されている。ハウジング本体２４の側面は、高さ方向Ｙ及び奥行き方向Ｚに真っ直ぐ
に延びた平坦面４４を有しており、上流側端面は、上流側に向けて膨らむように湾曲した
湾曲面４５を有している。これら平坦面４４と湾曲面４５とは奥行き方向Ｚに隣り合って
おり、計測出口３３ｃは、ハウジング本体２４の側面において平坦面４４と湾曲面４５と
の境界部を奥行き方向Ｚに跨いだ位置に配置されている。
【００３０】
　ここで、本実施形態とは異なり、計測出口３３ｃの全てが上流側端面の湾曲面４５に開



(12) JP 6760253 B2 2020.9.23

10

20

30

40

50

口された構成では、吸気通路１２の上流側の動圧を計測出口３３ｃが受けやすくなってし
まう。その結果、通過流路３１から計測流路３２に流入する流量が意図せずに減ることや
、ダスト等の異物が計測出口３３ｃから計測流路３２に進入することなどが懸念される。
【００３１】
　また、ハウジング本体２４において平坦面４４と湾曲面４５との境界部では、上流側端
部の平坦面４４に沿って流れてきた吸入空気の進む向きが平坦面４４にて変わることに起
因して、吸入空気の剥離が発生しやすい。このため、本実施形態とは異なり、計測出口３
３ｃの全てが側面の平坦面４４に開口された構成では、平坦面４４と湾曲面４５との境界
部にて発生した吸入空気の剥離の影響を計測出口３３ｃが受け、計測流路３２での流速が
不安定になることが懸念される。
【００３２】
　これらの構成に対して、本実施形態のように、計測出口３３ｃが平坦面４４と湾曲面４
５とに跨った状態になっている構成では、吸気通路１２の上流側の動圧や吸入空気の剥離
の影響を計測出口３３ｃが受けにくいというメリットがある。この場合、吸気通路１２の
上流側から受ける動圧の影響と、吸気通路１２を流れる気体が剥離する影響とのバランス
を取った位置に計測出口３３ｃが配置されていることになる。また、上記メリットは、計
測出口３３ｃが奥行き方向Ｚに極力短くなっていることで更に大きくなるものであり、こ
のメリットを大きくするという観点では、本実施形態のように計測出口３３ｃが高さ方向
Ｙに細長形状になっていることが好ましい。
【００３３】
　図８、図９に示すように、通過流路３１は、流入口３３ａから真っ直ぐに延びた流入通
過路３１ａと、流出口３３ｂから真っ直ぐに延びた流出通過路３１ｂとを有している。流
入通過路３１ａは、奥行き方向Ｚに延びているのに対して、流出通過路３１ｂは、奥行き
方向Ｚに対して傾斜した方向に延びている。流出通過路３１ｂは、流出口３３ｂに向けて
ハウジング基端側に寄るように傾斜しており、これによって、流出口３３ｂが流入口３３
ａよりもハウジング基端側にずれた位置に配置されている。
【００３４】
　通過流路３１は、流出口３３ｂに近付くにつれて絞られた構成になっている。換言すれ
ば、通過流路３１は、奥行き方向Ｚにおいて流出口３３ｂから流入口３３ａに近付いても
絞られない構成になっている。流入通過路３１ａの流路面積は奥行き方向Ｚにおいて均一
になっている。流入通過路３１ａでは、高さ方向Ｙの高さ寸法及び幅方向Ｘの幅寸法の両
方が、奥行き方向において均一になっている。これに対して、流出通過路３１ｂの断面積
は流出口３３ｂに近付くにつれて徐々に小さくなっている。流出通過路３１ｂでは、高さ
寸法が奥行き方向Ｚにおいて均一になっている一方で、幅寸法が流出口３３ｂに近付くに
つれて徐々に小さくなっている。
【００３５】
　なお、通過流路３１の流路面積は、通過流路３１の中心線または通過流路３１が延びる
方向に直交する方向での通過流路３１の断面積である。流入通過路３１ａの中心線は奥行
き方向Ｚに延びており、流出通過路３１ｂの中心線は、奥行き方向Ｚに対して若干傾斜し
ている。
【００３６】
　ハウジング本体２４は、図４～図７に示すように、流出通過路３１ｂの幅寸法を絞る通
過絞り部４７を有しており、この通過絞り部４７により通過流路３１の絞り構成が実現さ
れている。また、ハウジング本体２４は、その側面や下流側端面を通過絞り部４７に向け
て徐々に窄める狭窄部４８を有している。狭窄部４８を設けることで、通過絞り部４７の
内壁面と導入路３２ｂの内壁面とを段差なく繋げることができる。その結果、流出通過路
３１ｂと導入路３２ｂとの接続部で剥離流が発生することを抑制でき計測精度が向上する
。
【００３７】
　図８、図９の説明に戻り、通過流路３１と計測流路３２との境界である流路境界部３４
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は、流出通過路３１ｂと計測流路３２との境界になっている。流路境界部３４は、計測流
路３２の上流端部である計測入口が含まれている。奥行き方向Ｚにおいて、流路境界部３
４の長さ寸法は流出通過路３１ｂの長さ寸法と同じになっている。この場合、流路境界部
３４の流入口３３ａ側の方がハウジング先端側に配置されていることに起因して、奥行き
方向Ｚにおいて流路境界部３４が流入口３３ａから露出しない。ここで、通過流路３１の
内周面において、ハウジング基端側の面を天井面と称し、先端側の面を底面と称する。こ
の場合に、奥行き方向Ｚにおいて流出口３３ｂを上流側から見ると、流路境界部３４は、
流入通過路３１ａの天井面の奥側に隠れて見えない位置にあることになる。これにより、
吸気に交じって砂塵、ダスト、水滴、油滴等の異物が飛来しても、通過流路３１を直進し
流出口３３ｂから排出されるので、異物は流量検出部２２まで到達せず検出素子２２ｂを
破損することや、異物が堆積し検出精度が悪化することを防止できる。
【００３８】
　計測流路３２は、中間位置にて折り返された折り返し形状になっている。計測流路３２
は、流量検出部２２が設けられた検出路３２ａと、検出路３２ａに吸入空気を導入する導
入路３２ｂと、検出路３２ａから吸入空気を排出する排出路３２ｃとを有している。導入
路３２ｂは流路境界部３４からハウジング基端側に向けて延びており、排出路３２ｃは、
計測出口３３ｃからハウジング基端側に向けて延びている。これら導入路３２ｂ及び排出
路３２ｃは、高さ方向Ｙにおいて互いに平行に延びており、それぞれの流路面積は、高さ
方向Ｙにおいて均一になっている。導入路３２ｂ及び排出路３２ｃにおいては、幅方向Ｘ
の幅寸法及び奥行き方向Ｚの奥行き寸法の両方が、高さ方向において均一になっている。
この場合、導入路３２ｂ及び排出路３２ｃは、ハウジング基端側に近付いても絞られてい
ない。
【００３９】
　なお、計測流路３２の流路面積は、計測流路３２の中心線に直交する方向での計測流路
３２の断面積である。導入路３２ｂ及び排出路３２ｃの各中心線は高さ方向Ｙに延びてお
り、検出路３２ａの中心線は奥行き方向Ｚに延びている。また、導入路３２ｂ及び排出路
３２ｃが延びている高さ方向Ｙは、検出路３２ａとハウジング開口部６１との並び方向や
、計測流路３２とセンサＳＡ５０との並び方向に相当する。
【００４０】
　検出路３２ａは、導入路３２ｂ及び排出路３２ｃよりもハウジング基端側に配置されて
おり、これら導入路３２ｂと排出路３２ｃとにかけ渡された状態で、導入路３２ｂの下流
端部と排出路３２ｃの上流端部とを接続している。導入路３２ｂは、奥行き方向Ｚにおい
て排出路３２ｃよりも下流側に配置されており、検出路３２ａにおいては、吸気通路１２
や通過流路３１とは反対向きに吸入空気が流れる。計測流路３２においては、通過流路３
１から流入した吸入空気が一度はハウジング基端側に向かって流れた後、検出路３２ａを
通過することでＵターンしてハウジング先端側に向かって流れる。Ｕターン形状の流路に
より、吸気に交じって砂塵、ダスト、水滴、油滴等の異物が飛来しても流量検出部２２ま
で到達せず、検出素子２２ｂを破損することや、異物が堆積し検出精度が悪化することを
防止できる。そもそも、流入口３３ａから通過流路３１に進入した異物は、吸入空気の流
れに沿って進むことで流出口３３ｂから排出されやすく、通過流路３１から計測流路３２
に流入しにくくなっている。このことからしても、異物が流量検出部２２に到達しにくく
なっている。
【００４１】
　計測出口３３ｃは、排出路３２ｃを幅方向Ｘに開放している。２つの計測出口３３ｃの
開口面積の合計は、排出路３２ｃの流路面積とほぼ同じになっている。例えば、本実施形
態とは異なり、２つの計測出口３３ｃの開口面積の合計が排出路３２ｃの流路面積より大
きい構成では、異物が計測出口３３ｃから排出路３２ｃに進入しやすくなることが懸念さ
れる。また、開口面積合計が流路面積より小さい構成では、計測流路３２を流れる吸入空
気が計測出口３３ｃから流出しにくくなり、流量検出部２２を通過する吸入空気の流速が
低下して流量検出部２２の検出精度が低下することが懸念される。これに対して、本実施
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形態によれば、開口面積合計が流路面積とほぼ同じになっているため、計測出口３３ｃか
らの異物の進入や、計測流路３２での流速低下を抑制することができる。
【００４２】
　流量検出部２２は、回路基板としての検出基板２２ａと、検出基板２２ａに搭載された
検出素子２２ｂとを有している。検出基板２２ａは流量検出部２２の外郭を形成しており
、検出基板２２ａの基板面の中央に検出素子２２ｂが配置されている。この場合、流量検
出部２２の中央に検出素子２２ｂが配置されていることになる。検出基板２２ａは、コネ
クタターミナル２８ａ（図１８参照）に電気的に接続されている。検出素子２２ｂは、発
熱抵抗体等の発熱部や温度検出部を有しており、流量検出部２２は、検出素子２２ｂでの
発熱に伴う温度の変化に応じた検出信号を出力する。なお、流量検出部２２をセンサチッ
プと称することもできる。
【００４３】
　ここで、流量検出部２２の検出精度を適正に保つには、検出素子２２ｂでの吸気流量に
伴う温度検出部での温度変化がある程度大きい必要があり、その温度変化を大きくするに
は検出素子２２ｂに触れる流体の流速がある程度大きいことが好ましい。これは、流体の
流速に応じた検出素子２２ｂの温度変化に対して、自然対流により検出素子２２ｂに作用
する温度変化の影響を無くすためである。自然対流による温度変化は検出素子２２ｂの設
置角度により変化し、流体による温度変化の検出信号に誤差を及ぼす。検出素子２２ｂに
触れる流体の流速を大きくすることで、検出素子２２ｂならびにエアフロメータ１４の設
置角度により生じる自然対流の影響をなくし、流体の検出を適正に保つことができる。
【００４４】
　なお、流量検出部２２は、吸入空気の流量を物理量として検出する物理量検出部に相当
する。また、流量検出部２２は、熱式の流量センサに限定されず、超音波式の流量センサ
やカルマン渦式の流量センサ等であってもよい。
【００４５】
　エアフロメータ１４は、チップ式の流量検出部２２を含んで構成されたセンササブアッ
センブリを有しており、このセンササブアッセンブリをセンサＳＡ５０と称する。この場
合、センサＳＡ５０をセンサ部と称することもでき、エアフロメータ１４をチップ式の流
量計測装置と称することもできる。なお、センサＳＡ５０が検出ユニットに相当する。
【００４６】
　図１０に示すように、センサＳＡ５０は、回路収容部５１、中継部５２、センシング部
５３及びリードターミナル５４を有しており、全体として奥行き方向Ｚ及び高さ方向Ｙに
延びた板状になっている。高さ方向Ｙにおいて、回路収容部５１とセンシング部５３との
間に中継部５２が設けられており、リードターミナル５４は、導電性を有し、センシング
部５３とは反対側に向けて回路収容部５１から複数延出している。幅方向Ｘ及び奥行き方
向Ｚの両方について、中継部５２は回路収容部５１より細く、センシング部５３は中継部
５２より更に細くなっている。具体的には、幅方向Ｘの幅寸法及び奥行き方向Ｚの奥行き
寸法の両方について、中継部５２は回路収容部５１より小さく、センシング部５３は中継
部５２より更に小さくなっている。この場合、回路収容部５１と中継部５２との間には回
路段差面５５が形成され、中継部５２とセンシング部５３との間にはセンシング段差面５
６が形成されている。これら段差面５５，５６は、いずれも中継部５２の周縁部に沿って
一周するように環状に延びており、センサＳＡ５０の先端側を向いている。
【００４７】
　センシング部５３には、流量検出部２２において検出基板２２ａの少なくとも一部と検
出素子２２ｂとが含まれており、この含まれた部分を支持するセンシング支持部５７もセ
ンシング部５３に含まれている。センシング支持部５７は、センシング部５３の外郭を形
成しており、中継部５２から流量検出部２２の先端側に向けて延びている。
【００４８】
　図８、図１１、図１２に示すように、ハウジング２１において、センサＳＡ５０はセン
シング部５３が検出路３２ａに入り込む位置に配置されている。センシング部５３は、幅
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方向Ｘにおいて検出路３２ａの中間位置に配置されており、奥行き方向Ｚ及び高さ方向Ｙ
に延びている。センシング部５３は、検出路３２ａの中間領域を幅方向Ｘに仕切った状態
になっており、検出路３２ａの内周面において流量検出部２２に対向する位置には、検出
路３２ａの流路面積を小さくすることで検出路３２ａを絞る検出絞り部５９が設けられて
いる。検出絞り部５９は、検出路３２ａの内周面から流量検出部２２に向けて突出してお
り、奥行き方向Ｚでの検出絞り部５９の奥行き寸法Ｄ１は、奥行き方向Ｚでの流量検出部
２２の奥行き寸法Ｄ２より大きくなっている。また、高さ方向Ｙにおいて流量検出部２２
が存在する領域においては、奥行き方向Ｚでのセンシング支持部５７の奥行き寸法Ｄ３は
、検出絞り部５９の奥行き寸法Ｄ１より大きくなっている。
【００４９】
　検出絞り部５９は、幅方向Ｘにおいて先細りした形状になっている。具体的には、ハウ
ジング本体２４の内壁より幅方向Ｘに突出する検出絞り部５９の基端部が最も幅の広い部
分になっており、その先端部が最も幅の狭い部分になっている。検出絞り部５９の基端部
の幅寸法を上記の奥行き寸法Ｄ１としている。検出絞り部５９は、流量検出部２２に向け
て膨らんだ湾曲面を有している。なお、検出絞り部５９は、流量検出部２２に向けて膨ら
んだテーパ形状であってもよい。
【００５０】
　検出路３２ａの内周面のうちハウジング先端側の面を底面と称し、ハウジング基端側の
面を天井面と称すると、検出路３２ａの底面はハウジング本体２４により形成されている
一方で、天井面はセンサＳＡ５０のセンシング段差面５６により形成されている。すなわ
ち、検出路３２ａはセンシング段差面５６により区画されている。ここで、開放領域ＰＢ
において、収容領域ＰＢ１にはセンサＳＡ５０の一部として中継部５２が収容されており
、収容領域ＰＢ１と計測領域ＰＢ２との境界部がセンシング段差面５６に一致している。
なお、中継部５２とハウジング本体２４との間に隙間が存在する場合、この隙間が検出路
３２ａに通じていてもよい。
【００５１】
　検出絞り部５９は、検出路３２ａの底面から天井面に向けて延びている。検出絞り部５
９の外周面は高さ方向Ｙにおいて真っ直ぐに延びている。なお、高さ方向Ｙにおいて、検
出絞り部５９とセンサＳＡ５０のセンシング段差面５６とは離間しており、検出絞り部５
９の先端とセンシング段差面５６との間の空間も検出路３２ａに含まれることになる。
【００５２】
　検出路３２ａにおいては、センシング支持部５７と検出絞り部５９との離間距離が、奥
行き方向Ｚにおいて流量検出部２２に近付くにつれて徐々に小さくなっていく。この構成
では、導入路３２ｂから検出路３２ａに流れ込んだ吸入空気がセンシング支持部５７と検
出絞り部５９との間を通る場合、流量検出部２２の検出素子２２ｂに近付くにつれて吸入
空気の流速が大きくなりやすい。この場合、検出素子２２ｂには適度な流速で吸入空気が
付与されるため、流量検出部２２の検出精度を高めることができる。
【００５３】
　図８の説明に戻り、ハウジング本体２４は、全体として筒状に形成されている。ハウジ
ング本体２４は、その内部空間２４ａを開放するハウジング開口部６１を有しており、こ
のハウジング開口部６１がハウジング本体２４の一方の端面に形成されている。ハウジン
グ本体２４の他方の端部は閉鎖されており、この閉鎖部分をハウジング底部６２と称する
と、このハウジング底部６２が通過流路３１の底面を形成している。ハウジング本体２４
は、流入口３３ａ及び流出口３３ｂを形成する孔部を有しており、これら孔部はハウジン
グ底部６２からハウジング基端側に向けて延びている。
【００５４】
　エアフロメータ１４は、ハウジング開口部６１を閉鎖する閉鎖部としてポッティング部
６５を有している。ポッティング部６５は、溶融したポッティング樹脂等の樹脂材料がハ
ウジング本体２４の内部空間２４ａに充填されることでその内部空間２４ａを封止する。
この場合、ポッティング部６５を封止部やシール部と称することもできる。ポッティング
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部６５は、エアフロメータ１４においてハウジング２１と一体成型される部位ではなく、
ハウジング２１とは独立して形成される部位である。
【００５５】
　内部空間２４ａには、ポッティング部６５により封止された封止領域ＰＡと、ポッティ
ング部６５により封止されていない開放領域ＰＢとが含まれている。封止領域ＰＡは、ハ
ウジング開口部６１からハウジング先端側に向けて延びており、開放領域ＰＢは、封止領
域ＰＡのハウジング先端側に配置されている。開放領域ＰＢは、封止領域ＰＡからハウジ
ング先端側に向けて延びており、開放領域ＰＢには計測流路３２が含まれている。封止領
域ＰＡと開放領域ＰＢとの境界部は、高さ方向Ｙに直交する方向に延びている。なお、封
止領域ＰＡがポッティング領域に相当する。
【００５６】
　開放領域ＰＢは、センサＳＡ５０の一部を収容した収容領域ＰＢ１と、計測流路３２を
形成している計測領域ＰＢ２とを有している。収容領域ＰＢ１は封止領域ＰＡからハウジ
ング先端側に向けて延びており、計測領域ＰＢ２は収容領域ＰＢ１のハウジング先端側に
設けられている。収容領域ＰＢ１と計測領域ＰＢ２との境界部は高さ方向Ｙに直交する方
向に延びており、これら収容領域ＰＢ１と計測領域ＰＢ２とは、開放領域ＰＢを高さ方向
Ｙに２分割している。
【００５７】
　ハウジング本体２４の内周面には、封止領域ＰＡの内周面と開放領域ＰＢの内周面との
間に領域段差面６６が形成されている。領域段差面６６は、内部空間２４ａの周囲を一周
するように環状に延びており、ハウジング基端側を向いている。ハウジング本体２４の肉
厚を極力薄くすることなどを目的として、ハウジング本体２４には、領域段差面６６に合
わせて外周側に張り出した張り出し部６６ａが設けられている。これら領域段差面６６及
び張り出し部６６ａは、リング保持部２５よりもハウジング先端側に配置されている。な
お、領域段差面６６が引っ掛かり部に相当する。
【００５８】
　封止領域ＰＡの内周面には、領域段差面６６よりもハウジング基端側に設けられた封止
段差面６７が設けられている。封止段差面６７は、領域段差面６６と同様に、封止領域Ｐ
Ａの周囲を一周するように環状に延びており、ハウジング基端側を向いている。
【００５９】
　センサＳＡ５０は、高さ方向Ｙにおいて封止領域ＰＡと開放領域ＰＢとに跨った状態で
、その全体がハウジング２１の内部空間２４ａに収容されている。センサＳＡ５０の回路
段差面５５はハウジング２１の領域段差面６６に引っ掛かった状態になっており、これに
より、センサＳＡ５０が更に内部空間２４ａに入り込むことが規制されている。また、回
路段差面５５と領域段差面６６とは互いに密着した状態で当接しており、ポッティング部
６５を形成する際に溶融樹脂が開放領域ＰＢに浸入することがこの当接部分により規制さ
れる。この場合、封止領域ＰＡと開放領域ＰＢとの境界部は、センサＳＡ５０の回路収容
部５１と中継部５２との境界部に一致している。なお、ハウジング２１にセンサＳＡ５０
が組付けられることで、ハウジング２１の内部空間２４ａの全部または一部はセンサＳＡ
５０により占有される。
【００６０】
　奥行き方向Ｚにおいて領域段差面６６での封止領域ＰＡの奥行き寸法Ｄ５が開放領域Ｐ
Ｂの奥行き寸法Ｄ６より大きくなっている。この場合、センサＳＡ５０において回路段差
面５５での回路収容部５１の奥行き寸法Ｄ７は、封止領域ＰＡの奥行き寸法Ｄ５より小さ
く、開放領域ＰＢの奥行き寸法Ｄ６より大きい。また、図１１に示すように、幅方向Ｘに
おいて領域段差面６６での封止領域ＰＡの幅寸法Ｗ１が開放領域ＰＢの幅寸法Ｗ２より大
きくなっている。この場合、センサＳＡ５０において回路段差面５５での回路収容部５１
の幅寸法Ｗ３は、封止領域ＰＡの幅寸法Ｗ１より小さく、開放領域ＰＢの幅寸法Ｗ２より
大きい。このようにして、センサＳＡ５０の回路段差面５５がハウジング２１の領域段差
面６６に引っ掛かる構成が実現されている。
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【００６１】
　なお、センサＳＡ５０について、幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚは、回路収容部５１と流量
検出部２２との並び方向に直交する方向や、センシング支持部５７が中継部５２から突出
する方向に直交する方向になる。また、リードターミナル５４が回路収容部５１から突出
する方向に直交する方向にもなる。ハウジング２１について、奥行き方向Ｚは、通過流路
３１や検出路３２ａにおいて吸入空気が流れる方向になる。
【００６２】
　ハウジング本体２４は、横仕切壁６８及び縦仕切壁６９を有しており、これら仕切壁６
８，６９は、奥行き方向Ｚに横並びに設けられている。横仕切壁６８は、内部空間２４ａ
を高さ方向Ｙに直交する方向に仕切ることで、開放領域ＰＢのハウジング先端側の端部を
規定している。横仕切壁６８は、ハウジング本体２４の上流側外周部から下流側に向けて
延びており、開放領域ＰＢと流入通過路３１ａとを上下に仕切っている。横仕切壁６８は
、流入口３３ａよりもハウジング基端側に配置されており、流入通過路３１ａの天井面を
形成している。縦仕切壁６９は、横仕切壁６８からハウジング基端側に向けて延びており
、計測流路３２の導入路３２ｂと排出路３２ｃとを仕切っているとともに、検出路３２ａ
の床面を形成している。なお、横仕切壁６８を横仕切部と称し、縦仕切壁６９を縦仕切部
と称することもできる。また、横仕切壁６８が通過仕切部に相当し、縦仕切壁６９が計測
仕切部に相当する。
【００６３】
　ハウジング本体２４は、流入口３３ａ及び流出口３３ｂよりもハウジング基端側からハ
ウジング開口部６１に近付いても内部空間２４ａを絞らない構成になっている。この構成
では、ハウジング本体２４の内周面に、領域段差面６６のようにハウジング基端側を向い
た段差面があっても、ハウジング先端側を向いた段差面はない。また、ハウジング２１の
内周面において内部空間２４ａを挟んで互いに対向する部分の離間距離が、高さ方向Ｙに
おいてハウジング開口部６１に近付くにつれて大きくなることや変わらないことはあって
も、小さくなることはない。
【００６４】
　縦仕切壁６９は、高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１に近付いても太くならない
構成になっている。この構成では、奥行き方向Ｚにおいて縦仕切壁６９の奥行き寸法が、
高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１に近付くにつれて小さくなることや変わらない
ことはあっても、大きくなることはない。また、図１２、図１３において、検出絞り部５
９の奥行き寸法Ｄ１は、奥行き方向Ｚにおいて縦仕切壁６９が細い部分の奥行き寸法Ｄ８
と同じ又はそれよりも小さくなっている。これにより、検出絞り部５９と縦仕切壁６９と
の境界部に、ハウジング先端側を向いた段差面が形成されないようになっている。
【００６５】
　図８の説明に戻り、ハウジング本体２４の内部空間２４ａであっても、高さ方向Ｙにお
いて横仕切壁６８よりもハウジング先端側の領域においては、ハウジング開口部６１に近
付くにつれて内部空間２４ａが絞られていてもよい。すなわち、幅方向Ｘにおいて通過流
路３１の幅寸法は、高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１に近付くにつれて徐々に小
さくなっていてもよい。また、通過流路３１の内周面には、ハウジング先端側を向いた段
差面が形成されていてもよい。
【００６６】
　ただし、上述したように、通過流路３１は奥行き方向Ｚにおいて流入口３３ａに近付い
ても絞られない構成になっている。この構成では、通過流路３１の内周面に、流入口３３
ａ側を向いた段差面はあってもよいが、流出口３３ｂ側を向いた段差面はない。
【００６７】
　ハウジング本体２４の内部空間２４ａにおいては、センサＳＡ５０の中継部５２がハウ
ジング本体２４の内周面に嵌合していることで、センサＳＡ５０の回路段差面５５とハウ
ジング本体２４の領域段差面６６とが当接した位置保持される。センサＳＡ５０の板面に
ついて、流量検出部２２が設けられた面を表面と称し、表面とは反対側の面を裏面と称す
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ると、図８、図１４に示すように、センサＳＡ５０は、表側に突出した表ＳＡ突起７１ａ
と、裏側に突出した裏ＳＡ突起７１ｂとを有している。これら表ＳＡ突起７１ａ及び裏Ｓ
Ａ突起７１ｂは、いずれも中継部５２にそれぞれ２個ずつ設けられている。
【００６８】
　ハウジング本体２４は、その内周面から幅方向Ｘに突出した幅ハウジング突起７２ａと
、奥行き方向Ｚに突出した奥行きハウジング突起７２ｂとを有している。これらハウジン
グ突起７２ａ，７２ｂは、いずれもハウジング本体２４の内周面から内周側に向けて突出
している。幅ハウジング突起７２ａはセンサＳＡ５０の表面に対向する位置に２個設けら
れている。奥行きハウジング突起７２ｂは、ハウジング本体２４の上流側外周部において
センサＳＡ５０の側面に対向する位置に１個設けられており、奥行き方向Ｚに対して傾い
た方向においてハウジング本体２４の湾曲面４５から離間する向きに延びている。
【００６９】
　ハウジング突起７２ａ，７２ｂは、開放領域ＰＢの内周面に配置されていることで、リ
ング保持部２５よりもハウジング先端側に設けられている。ここで、ハウジング２１にお
いては、ハウジング本体２４の外周側にリング保持部２５が設けられていることや、保持
溝２５ａを形成することなどに起因して、リング保持部２５を形成する部分の肉厚が比較
的大きくなっている。このため、ハウジング２１を樹脂成型する場合に、溶融樹脂の硬化
に伴って、ハウジング２１においてリング保持部２５を形成する部分の樹脂歪みが発生し
やすいことが懸念される。これに対して、上述したように、ハウジング突起７２ａ，７２
ｂがリング保持部２５からハウジング先端側に離間した位置に配置されているため、リン
グ保持部２５での樹脂歪みの影響がハウジング突起７２ａ，７２ｂに付与されにくい。こ
のため、ハウジング突起７２ａ，７２ｂの寸法や位置を設計通りに精度良く実現すること
ができる。
【００７０】
　表ＳＡ突起７１ａと幅ハウジング突起７２ａとは、それぞれの先端面同士で当接してお
り、裏ＳＡ突起７１ｂはハウジング本体２４の内周面の平坦部分に当接している。これに
より、幅方向Ｘについてハウジング本体２４に対するセンサＳＡ５０の相対的な移動が規
制されている。また、中継部５２においてハウジング本体２４の湾曲面４５側の側端面に
は奥行きハウジング突起７２ｂの先端面が当接しており、中継部５２において湾曲面４５
とは反対側の側端面はハウジング本体２４の内周面の平坦部分に当接している。これによ
り、奥行き方向Ｚについてハウジング本体２４に対するセンサＳＡ５０の相対的な移動が
規制されている。
【００７１】
　なお、ハウジング本体２４の内周面には、裏ＳＡ突起７１ｂに対応する突起が設けられ
ていないことに起因して、センサＳＡ５０は、幅方向Ｘにおいて内部空間２４ａの中心よ
りも幅ハウジング突起７２ａとは反対側に寄った位置に配置されている。すなわち、セン
サＳＡ５０は、そのセンサＳＡ５０の裏面側に寄った位置に配置されている。
【００７２】
　ここで、エアフロメータ１４の製造時において、センサＳＡ５０がハウジング本体２４
の内周面に嵌合される前のハウジング突起７２ａ，７２ｂについて、図１５、図１６を参
照しつつ説明する。図１５に示すように、ハウジング本体２４の内周面からのハウジング
突起７２ａ，７２ｂの突出寸法は、センサＳＡ５０が嵌合された後に比べて大きくなって
いる。例えば、センサＳＡ５０が嵌合される前のハウジング突起７２ａ，７２ｂは、突出
方向においてテーパ状に先細りした形状になっており、先端が尖っている。
【００７３】
　ハウジング本体２４の内周面は、ハウジング突起７２ａ，７２ｂを支持する突起支持面
７３を有している。ここで、ハウジング突起７２ａ，７２ｂの端面がハウジング先端側に
向いた段差面になることを回避するべく、ハウジング突起７２ａ，７２ｂをハウジング先
端側から覆い隠すための突起覆い面７４がハウジング本体２４の内周面に含まれている。
突起覆い面７４は、突起支持面７３よりもハウジング先端側に設けられ、突起支持面７３
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よりも幅方向Ｘや奥行き方向Ｚにおいて内周側に配置されている。これら突起支持面７３
と突起覆い面７４との境界部には、ハウジング基端側を向いた覆い段差面７５が形成され
ている。
【００７４】
　図１４、図１６に示すように、センサＳＡ５０のＳＡ突起７１ａ，７１ｂは、ハウジン
グ突起７２ａ，７２ｂとは異なり、ハウジング本体２４の内周面に嵌合される前後で形状
及び寸法のいずれについても大きな変化がない。これは、ＳＡ突起７１ａ，７１ｂがハウ
ジング突起７２ａ，７２ｂに比べて硬度や強度の高い材料により形成されていることなど
に起因している。
【００７５】
　図１５、図１６において、センサＳＡ５０が嵌合される前のハウジング本体２４では、
ＳＡ突起７１ａ，７１ｂを除いた幅方向Ｘでの内部空間２４ａの有効寸法Ｗ４が、幅方向
ＸでのセンサＳＡ５０の最も厚い部分の幅寸法Ｗ５より小さい。この幅寸法Ｗ５は、ＳＡ
突起７１ａ，７１ｂの先端同士の離間距離になっている。この場合、センサＳＡ５０をハ
ウジング開口部６１から内部空間２４ａに挿入していくと、表ＳＡ突起７１ａにより幅ハ
ウジング突起７２ａの先端部が削り落とされ、中継部５２の側端面により奥行きハウジン
グ突起７２ｂの先端部が削り落とされる。この場合、センサＳＡ５０は、ハウジング本体
２４の内周面のうち裏側の面に向けて及び湾曲面４５とは反対側に向けて押し付けられる
ことで、幅方向Ｘにおいて内部空間２４ａでのセンサＳＡ５０の位置決めが精度良く行わ
れる。なお、センサＳＡ５０が内部空間２４ａに挿入される際に、ハウジング突起７２ａ
，７２ｂの先端部が削り落とされることよりも、ハウジング突起７２ａ，７２ｂが表ＳＡ
突起７１ａや中継部５２により押圧されて変形することの方が生じやすくなっている。こ
の場合、ハウジング突起７２ａ，７２ｂが表ＳＡ突起７１ａや中継部５２により押し潰さ
れるように変形することで、ハウジング突起７２ａ，７２ｂの突起寸法が減少することに
なる。
【００７６】
　上述したように、センサＳＡ５０の幅寸法Ｗ５がＳＡ突起７１ａ，７１ｂにより規定さ
れる構成では、この幅寸法Ｗ５が例えば中継部５２の表面及び裏面により規定される構成
に比べて、幅寸法Ｗ５の製造ばらつきが生じにくくなっている。このため、センサＳＡ５
０がＳＡ突起７１ａ，７１ｂを有していない構成に比べて、幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚに
ついてハウジング本体２４に対するセンサＳＡ５０の位置決め精度を更に高めることがで
きる。
【００７７】
　ＳＡ突起７１ａ，７１ｂ及びハウジング突起７２ａ，７２ｂは、いずれも高さ方向Ｙに
延びる長尺状になっている。ＳＡ突起７１ａ，７１ｂは、回路段差面５５からハウジング
先端側に向けて中継部５２の中間位置まで延びており、ハウジング突起７２ａ，７２ｂは
、領域段差面６６からハウジング先端側に向けてハウジング本体２４の中間位置まで延び
ている。本実施形態では、ハウジング突起７２ａ，７２ｂの方がＳＡ突起７１ａ，７１ｂ
よりもハウジング先端側に延びており、表ＳＡ突起７１ａよりもハウジング先端側では、
幅ハウジング突起７２ａの先端部が削り落とされずに残った状態になっている。幅ハウジ
ング突起７２ａが表ＳＡ突起７１ａにより押圧されて変形している場合には、幅ハウジン
グ突起７２ａにおいて表ＳＡ突起７１ａよりもハウジング先端側にある部分は、変形して
いない又は僅かに変形していることになる。
【００７８】
　なお、ＳＡ突起７１ａ，７１ｂは、中継部５２のハウジング先端側の端部まで延びてい
てもよい。また、ハウジング突起７２ａ，７２ｂは、開放領域ＰＢのハウジング先端側の
端部まで延びていてもよい。この場合、開放領域ＰＢにおいてハウジング突起７２ａ，７
２ｂの端面がハウジング基端側を向く構成にならないため、突起覆い面７４及び覆い段差
面７５を設ける必要がない。
【００７９】
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　また、図１２及び図１３と、図１４及び図１５とでは、ハウジング本体２４の内部空間
２４ａの断面形状が異なっているが、これは、図１２及び図１３を概略図としたためであ
り、図１２～図１５はいずれも図８のエアフロメータ１４に関する図である。図１１では
、ＳＡ突起７１ａ，７１ｂやハウジング突起７２ａ，７２ｂの図示を省略しており、図１
４では、突起覆い面７４及び覆い段差面７５の図示を省略している。
【００８０】
　図１７に示すように、センサＳＡ５０は、流量検出部２２及びリードターミナル５４に
加えて、各種処理を行う回路チップ８１と、回路チップ８１を支持するリードフレーム８
２と、中継基板８３と、ボンディングワイヤ８４とを有している。中継基板８３は、流量
検出部２２からの信号を回路チップ８１に中継する。ボンディングワイヤ８４は検出基板
２２ａとリードターミナル５４とが電気的に接続されるように複数設けられている。
【００８１】
　また、センサＳＡ５０は、このセンサＳＡ５０の外郭を形成するモールド部７６を有し
ている。モールド部７６は、モールド樹脂等の樹脂材料により形成されており、流量検出
部２２やリードターミナル５４、回路チップ８１、リードフレーム８２、中継基板８３、
ボンディングワイヤ８４などを保護した状態で固定している。中継基板８３と検出基板２
２ａとにかけ渡されたボンディングワイヤ８４は、ポッティング樹脂等の樹脂材料により
形成された保護部７７により保護されている。検出基板２２ａには、保護部７７の周縁部
に沿って延びるダム材７８が設けられており、ダム材７８は、保護部７７を形成する際に
溶融樹脂の形状を規定する役割を果たす。
【００８２】
　モールド部７６は、検出基板２２ａを支持する支持面７６ａを有している。この支持面
７６ａには、検出基板２２ａの板面が重ねられた状態で接合されており、検出基板２２ａ
は、支持面７６ａと保護部７７とで挟み込まれた状態で支持されている。ここで、センサ
ＳＡ５０においては、支持面７６ａ及び回路チップ８１が、ハウジング本体２４との固定
部分になる回路段差面５５から極力離間した位置に配置されるようになっている。例えば
、支持面７６ａ及び回路チップ８１は、幅方向Ｘや高さ方向Ｙにおいて回路段差面５５に
横並びになる位置には配置されていない。この場合、仮に回路段差面５５に加えられた外
力によりセンサＳＡ５０が変形したとしても、流量検出部２２や回路チップ８１が変形し
にくいため、５０の動作精度を適正に保つことができる。
【００８３】
　図１８、図１９に示すように、センサＳＡ５０のリードターミナル５４は、ハウジング
本体２４の封止領域ＰＡにおいてターミナルユニット８５を介してコネクタ部２８のコネ
クタターミナル２８ａに電気的に接続されている。リードターミナル５４及びコネクタタ
ーミナル２８ａは、奥行き方向Ｚにおいてそれぞれ所定間隔で複数ずつ並べられている。
互いに対応するリードターミナル５４とコネクタターミナル２８ａとが一組のターミナル
として、幅方向Ｘに対向する位置に配置されており、これらターミナル２８ａ，５４がタ
ーミナルユニット８５を介して接続されている。
【００８４】
　図２０に示すように、ターミナルユニット８５は、複数のブリッジターミナル８６と、
これらブリッジターミナル８６を固定するターミナル固定部８７とを有している。ブリッ
ジターミナル８６は、導電性を有し、全体としてＵ字状に延びた細長部材になっている。
ブリッジターミナル８６は、コネクタターミナル２８ａが接続された第１接続部８６ａと
、リードターミナル５４が接続された第２接続部８６ｂとを有している。これら接続部８
６ａ，８６ｂは、ブリッジターミナル８６の一部がその厚み方向に湾曲して突出した部分
であり、その突出部分がターミナル２８ａ，５４に溶接等で接続されている。複数のブリ
ッジターミナル８６は、奥行き方向Ｚに所定間隔で並べられており、ターミナル固定部８
７は、これら奥行き方向Ｚに延びた状態でこれらブリッジターミナル８６の中間部分を連
結している。ターミナル固定部８７は、電気的な絶縁性を有する樹脂材料等により形成さ
れている。
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【００８５】
　コネクタターミナル２８ａ、リードターミナル５４及びブリッジターミナル８６は、互
いに接続される部分がいずれも高さ方向Ｙに延びている。この場合、これらターミナル２
８ａ，５４，８６について、互いに接続する際に実際の位置関係に合わせて後曲げ等の折
り曲げ加工を行うという必要がないため、エアフロメータ１４を製造する際の作業負担を
低減できる。また、これらターミナル２８ａ，５４，８６の接続をスポット溶接により行
う場合には、溶接治具の電極とターミナル２８ａ，５４，８６とを安定的に接触させるこ
とができるため、溶接強度を高めやすい。なお、ターミナル２８ａ，５４，８６を接続す
る溶接として、スポット溶接の他にもレーザー溶接等を用いてもよい。また、これらター
ミナル２８ａ，５４，８６の電気的な接続をワイヤーボンディングやはんだ付けなどによ
り実現してもよい。
【００８６】
　ターミナルユニット８５は、ターミナル固定部８７が封止段差面６７に引っ掛けられる
ことなどによりハウジング本体２４に対して固定されている。この場合、高さ方向Ｙにつ
いて、ハウジング本体２４に対するターミナルユニット８５の位置決めが封止段差面６７
により行われている。
【００８７】
　なお、図１８においては、ハウジング本体２４の図示を省略しており、ハウジング開口
部６１やポッティング部６５を仮想線で図示している。図１９においては、ハウジング本
体２４を図示しているが、ポッティング部６５の図示を省略している。また、ブリッジタ
ーミナル８６が、コネクタターミナル２８ａ及びリードターミナル５４を嵌合させる嵌合
部分を有していてもよい。この構成では、これらターミナル２８ａ，５４，８６にスポッ
ト溶接を行う必要がない。
【００８８】
　感温素子２３ａからの信号は、吸気温ターミナル２３ｃ→ブリッジターミナル８６→リ
ードターミナル５４→回路チップ８１→リードターミナル５４→ブリッジターミナル８６
→コネクタターミナル２８ａ、の順でコネクタ部２８から出力される。
【００８９】
　センサＳＡ５０においては、計測流路３２を流通する吸入空気の流量に応じた流量信号
が流量検出部２２から回路チップ８１に対して出力され、この流量信号が回路チップ８１
にて処理されることで吸気通路１２における吸入空気の流量が算出される。回路チップ８
１により算出された流量は、リードターミナル５４やコネクタターミナル２８ａを通じた
信号送信により、ＥＣＵ２０に伝達される。このようにエアフロメータ１４は、吸気通路
１２を流通する吸入空気の流量を、流量検出部２２によって検出する。
【００９０】
　上述したように、封止領域ＰＡにおいては、ターミナル２８ａ，５４，８６が露出しな
いようにポッティング部６５により封止されている。図８、図２１に示すように、ハウジ
ング本体２４は、ハウジング開口部６１の周縁部に沿って延びるリップ８９を有している
。リップ８９は、ハウジング開口部６１の周りを環状に一周しており、ポッティング部６
５を形成する際に溶融樹脂がハウジング開口部６１から流出することを規制する機能を有
している。ハウジング２１においては、リップ８９の外周側にフランジ部２７が存在して
いる。
【００９１】
　図２１に示すように、ポッティング部６５の表面は、高さ方向Ｙにおいてハウジング開
口部６１からハウジング先端側に離間した位置にある。この表面は、幅方向Ｘ及び奥行き
方向Ｚに真っ直ぐに延びているわけではなく、ハウジング本体２４の内周面に近い部分ほ
どハウジング開口部６１に近い位置に配置されている。これは、ポッティング部６５を形
成する際に、封止領域ＰＡに充填された溶融樹脂がハウジング本体２４の内周面を這い上
がる現象が起きるためである。溶融樹脂の這い上がり現象は、特に入隅部分において発生
しやすい。これに対して、本実施形態では、図３に示すように、ハウジング開口部６１や
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封止領域ＰＡの四隅が湾曲面になっているため、溶融樹脂の這い上がり現象が発生しにく
く、その結果、溶融樹脂がハウジング開口部６１から流出しにくくなっている。また、こ
の場合、溶融樹脂を封止領域ＰＡに充填した際にボイドや隙間も生じにくくなっている。
【００９２】
　ポッティング部６５の形成に用いる熱硬化性樹脂としてエポキシ樹脂が選択された場合
、エポキシ樹脂は、例えばウレタン樹脂に比べて硬いことに起因して、センサＳＡ５０の
位置決め精度を高めることができる。なお、ポッティング部６５を形成可能な熱硬化性樹
脂としては、エポキシ樹脂の他に、ウレタン樹脂やシリコン樹脂などが挙げられる。
【００９３】
　次に、ハウジング２１を樹脂成型するための型装置９０について、図２２～図２６を参
照しつつ説明する。図２２に示すように、型装置９０は、ハウジング本体２４の内周面を
成型する内周型部９１と、ハウジング２１の外周面を成型する外周型部１０２，１０３と
、通過流路３１を成型する通過型部１０４と、根元部２９ａを成型する根元型部１０５，
１０６とを有している。
【００９４】
　内周型部９１は、型本体部９２と入り込み部９３とを有している。型本体部９２は、フ
ランジ部２７やコネクタ部２８の外周面を形成するための本体凹部９２ａを有しており、
入り込み部９３は、ハウジング本体２４の内部空間２４ａを形成するために、本体凹部９
２ａの底面から延びている。エアフロメータ１４について定義した方向を型装置９０にも
適用すると、本体凹部９２ａは高さ方向Ｙに凹んでおり、入り込み部９３は高さ方向Ｙに
延びている。なお、本体凹部９２ａの内周面において高さ方向Ｙを向いた面を底面と称し
ている。
【００９５】
　入り込み部９３は、封止領域ＰＡを形成するための封止成型部９４と、開放領域ＰＢを
形成するための開放成型部９５とを有しており、開放成型部９５は封止成型部９４から高
さ方向Ｙに延びている。開放成型部９５は、収容領域ＰＢ１を形成するための収容成型部
９６と、計測領域ＰＢ２を形成するための計測成型部９７とを有しており、計測成型部９
７は収容成型部９６から高さ方向Ｙに延びている。
【００９６】
　図２２～図２４において、計測成型部９７は、検出路３２ａを形成するための検出成型
部９７ａと、導入路３２ｂを形成するための導入成型部９７ｂと、排出路３２ｃを形成す
るための排出成型部９７ｃとを有している。導入成型部９７ｂ及び排出成型部９７ｃは、
検出成型部９７ａから高さ方向Ｙに延びており、いずれも長尺状の柱部材になっている。
導入成型部９７ｂと排出成型部９７ｃとは、互いに離間した状態で奥行き方向Ｚに横並び
に配置されており、検出成型部９７ａは、これら導入成型部９７ｂと排出成型部９７ｃと
を接続している。導入成型部９７ｂは導入柱部に相当し、排出成型部９７ｃは排出柱部に
相当し、検出成型部９７ａは柱接続部に相当する。
【００９７】
　内周型部９１については、ハウジング２１を樹脂成型した場合に、入り込み部９３をハ
ウジング開口部６１から抜き取ることが可能な構成になっている。具体的には、入り込み
部９３においては、封止成型部９４、収容成型部９６、検出成型部９７ａ、導入成型部９
７ｂ及び排出成型部９７ｃが、入り込み部９３の先端部に近付くにつれて細くなることや
変わらないことはあっても、太くはなっていない。また、入り込み部９３の外周面には、
入り込み部９３の先端側を向いた段差面が形成されていても、入り込み部９３の基端側を
向いた段差面は形成されていない。したがって、入り込み部９３においては、幅方向Ｘの
幅寸法及び奥行き方向Ｚの奥行き寸法が、入り込み部９３の先端部に近付くにつれて小さ
くなることや変わらないことはあっても、大きくはなっていない。ここで内周型部９１の
先端部とは、導入成型部９７ｂ及び排出成型部９７ｃにおいて、検出成型部９７ａに接続
されていない側である。
【００９８】
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　特に、図２３、図２４において、導入成型部９７ｂ及び排出成型部９７ｃについては、
これらの離間距離Ｌ１が、入り込み部９３の先端部に近付くにつれて大きくなることや変
わらないことはあっても、小さくはなっていない。また、導入成型部９７ｂ及び排出成型
部９７ｃのそれぞれの外側面同士の離間距離Ｌ２は、入り込み部９３の先端部に近付くに
つれて小さくなることや変わらないことはあっても、大きくなってはいない。さらに、幅
方向Ｘにおいて一方を右向きと称し、他方を左向きと称すると、導入成型部９７ｂの外周
面のうち右向きの右面と、排出成型部９７ｃの外周面のうち左向きの左面との離間距離が
、入り込み部９３の先端部に近付くにつれて大きくはなっていない。同様に、導入成型部
９７ｂの左面と排出成型部９７ｃの右面との離間距離も、入り込み部９３の先端部に近付
くにつれて大きくはなっていない。
【００９９】
　また、通過型部１０４については、ハウジング２１を樹脂成型した場合に、通過型部１
０４を流入口３３ａから抜き取ることが可能な構成になっている。具体的には、図２２、
図２５、図２６において、通過型部１０４は、奥行き方向Ｚに延びる長尺状の柱部材にな
っている。通過型部１０４について、流出口３３ｂを形成するための部分を先端部と称す
ると、通過型部１０４は、その先端部に近付くにつれて細くなることや変わらないことは
あっても、太くはなっていない。また、通過型部１０４の外周面には、通過型部１０４の
先端側を向いた段差面が形成されていても、通過型部１０４の基端側を向いた段差面は形
成されていない。したがって、通過型部１０４においては、幅方向Ｘの幅寸法及び高さ方
向Ｙの高さ寸法が、通過型部１０４の先端部に近付くにつれて小さくなることや変わらな
いことはあっても、大きくはなっていない。
【０１００】
　図２２の説明に戻り、一対の外周型部１０２，１０３は、幅方向Ｘに並べて配置されて
いる。この幅方向Ｘは、内周型部９１において導入成型部９７ｂと排出成型部９７ｃとの
並び方向である奥行き方向Ｚに直交する方向になっている。一対の外周型部１０２，１０
３には、ハウジング２１を成型するためのハウジング用凹部１１１や、通過型部１０４及
び根元型部１０５，１０６を収容するための型用凹部１１２が形成されている。フランジ
部２７の外周面やコネクタ部２８の外周面について、内周型部９１の本体凹部９２ａと外
周型部１０２，１０３のハウジング用凹部１１１とでは、互いに異なる部分を成型する。
また、外周型部１０２，１０３は、計測出口３３ｃを形成するための出口用延出部１１３
を有しており、この出口用延出部１１３は、ハウジング２１用の型用凹部１１２の底面か
ら幅方向Ｘに延びている。また、第１外周型部１０２は、コネクタ部２８の内周面を形成
するために内周型部９１の本体凹部９２ａ内に入り込む型部（図示略）と、保護突起２９
ｂを形成するための凹部とを有している。
【０１０１】
　なお、第１外周型部１０２が第１型部に相当し、第２外周型部１０３が第２型部に相当
する。また、出口用延出部１１３が延びた幅方向Ｘは、第１外周型部１０２と第２外周型
部１０３との並び方向でもある。
【０１０２】
　一対の根元型部１０５，１０６は、第１外周型部１０２と第２外周型部１０３との間に
おいて奥行き方向Ｚに並べて配置されている。これら根元型部１０５，１０６には、根元
部２９ａを成型するための凹部が、それぞれの先端面に形成されている。第１根元型部１
０５の凹部は、根元部２９ａの上流側端面に合わせた形状になっており、第２根元型部１
０６の凹部は、根元部２９ａの下流側端面に合わせた形状になっている。
【０１０３】
　続いて、エアフロメータ１４の製造方法として、型装置９０を用いたハウジング２１の
製造方法について説明する。なお、エアフロメータ１４の製造方法が物理量計測装置の製
造方法に相当する。
【０１０４】
　まず、型装置９０について、型部９１，１０２～１０６のそれぞれを準備する。そして
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、これら型部９１，１０２～１０６を組み付ける。例えば、第１外周型部１０２と第２外
周型部１０３とをそれぞれの凹部を向かい合わせた状態で互いに固定し、これら外周型部
１０２，１０３の間に形成された開口部に、内周型部９１の入り込み部９３や通過型部１
０４、根元型部１０５，１０６を挿入する。この開口部は、外周型部１０２，１０３の各
型用凹部１１２により形成されており、この開口部から挿入された内周型部９１の入り込
み部９３や通過型部１０４、根元型部１０５，１０６は、型用凹部１１２内をスライドす
ることになる。なお、この工程では、第１外周型部１０２を作業台等の上に設置し、その
凹部内に内周型部９１の入り込み部９３や通過型部１０４，根元型部１０５，１０５を載
せた状態で、第１外周型部１０２の上に第２外周型部１０３を載せてもよい。要は、型装
置９０を組み立てることができればよい。
【０１０５】
　型装置９０が組み立てられた状態では、外周型部１０２，１０３の出口用延出部１１３
が内周型部９１の排出成型部９７ｃに当接しており、これによって、計測出口３３ｃがハ
ウジング２１の外周部を貫通する構成が実現される。また、この状態では、通過型部１０
４の先端面が外周型部１０２，１０３のハウジング用凹部１１１の内周面の少なくとも一
方に当接しており、これによって、流出口３３ｂがハウジング２１の外周部を貫通する構
成が実現される。また、通過型部１０４の先端部が導入成型部９７ｂを越えて延び、この
先端面が外周型部１０２，１０３の両方に当接している構成をインロー構造と称すること
ができる。このインロー構造では、流出口３３ｂの周辺についてバリ抑制の効果を奏する
ことが可能になる。
【０１０６】
　吸気温ターミナル２３ｃやコネクタターミナル２８ａについては、型装置９０を組み立
てるよりも前の段階で、互いに接続した状態で内周型部９１や外周型部１０２，１０３に
あらかじめ取り付けておく。これにより、ハウジング２１を一体成型する場合でも、ター
ミナル２３ｃ，２８ａがハウジング２１に埋め込まれた構成を実現できる。
【０１０７】
　型装置９０の組み立てが完了した後、型装置９０に形成された１つだけの注入口から溶
融樹脂を型装置９０の内部に注入する。注入口は、例えば第１外周型部１０２に形成され
ており、ハウジング２１全体を一体成型するための溶融樹脂は１回の注入により全て型装
置９０の内部に充填される。なお、樹脂注入を複数回に分けて行ってもよいが、複数回の
注入に分けられた溶融樹脂の全ては、ハウジング２１を一体成型するために用いられる。
本実施形態とは異なり、例えば、複数の部材を成型するための樹脂注入と、これら部材を
接合するための樹脂注入と、が行われることでハウジングが製造された場合には、このハ
ウジングを一体成型したと言うことはできないと考えられる。
【０１０８】
　型装置９０において型部９１，１０２～１０６の隙間に充填された溶融樹脂が硬化した
後、型装置９０を分解することで、型部９１，１０２～１０６をハウジング本体２４から
取り外す。例えば、外周型部１０２，１０３の間の開口部から、内周型部９１の入り込み
部９３や通過型部１０４、根元型部１０５，１０６を抜き取り、外周型部１０２，１０３
を互いに離間させることでこれら外周型部１０２，１０３からハウジング２１を取り外す
。なお、外周型部１０２，１０３を互いに離間させた後に、ハウジング２１から内周型部
９１や通過型部１０４、根元型部１０５，１０６を取り外してもよい。要は、型装置９０
を分解してハウジング２１を取り出すことができればよい。
【０１０９】
　ここで、内周型部９１については、上述したように、入り込み部９３をハウジング開口
部６１から抜き取ることが可能な構成が実現されていることで、ハウジング本体２４の内
周面を一体成型することができる。例えば、図２４に示すように、計測成型部９７をハウ
ジング本体２４の内周面から離脱させることで計測流路３２が一体成型される。通過型部
１０４についても、上述したように、通過型部１０４を流入口３３ａから抜き取ることが
可能な構成が実現されていることで、図２６に示すように、通過流路３１の内周面を一体
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成型することができる。なお、ハウジング２１の樹脂成型に際して、導入成型部９７ｂは
、流路境界部３４を越えて流出通過路３１ｂまで達している。これにより、流出通過路３
１ｂが流入通過路３１ａに対してハウジング基端側に向けて傾斜している構成でも、通過
型部１０４が縦仕切壁６９に引っ掛かってしまってその通過型部１０４を流入口３３ａか
ら抜き取ることができないということを回避できる。
【０１１０】
　＜構成群Ａの効果＞
　計測流路の一体成型に関する構成群Ａの効果について説明する。本実施形態によれば、
型装置９０を用いることでハウジング２１が一体成型されるため、複数の部材を別々に樹
脂成型した後にこれら部材を組み合わせてハウジング２１を製造するという必要がない。
この場合、部材同士の境界部において、通過流路３１や計測流路３２の内周面に段差が発
生することや、幅方向Ｘにおいて通過流路３１や計測流路３２の幅寸法が製品ごとにばら
つくということが生じにくくなる。このように製造ばらつきを抑制することで、流量検出
部２２による吸入空気量の検出精度を高めることができる。
【０１１１】
　本実施形態によれば、第１外周型部１０２及び第２外周型部１０３という少なくとも２
個の型部を用いてハウジング２１の外周面が形成されるため、ハウジング２１の外周形状
に関する自由度を高めることができる。また、型装置９０において外周型部１０２，１０
３が並ぶ幅方向Ｘは、導入路３２ｂ及び排出路３２ｃが並ぶ奥行き方向Ｚに直交している
ため、例えば外周型部１０２，１０３が奥行き方向Ｚに並んだ構成に比べて、ハウジング
用凹部１１１の深さ寸法が小さくなる。この場合、溶融樹脂がハウジング用凹部１１１の
全体に行き渡りやすくなるため、樹脂成型したハウジング２１の一部が欠けているという
製品不良が生じることを抑制できる。
【０１１２】
　本実施形態によれば、型装置９０において第１外周型部１０２の出口用延出部１１３が
内周型部９１に当接しているため、ハウジング２１の外周部を貫通する計測出口３３ｃを
型装置９０により成型することができる。このため、例えばハウジング２１を成型した後
にハウジング２１の外周部に孔開け加工を施すことで計測出口３３ｃを形成するという方
法に比べて、計測出口３３ｃを形成するための作業負担を低減できる。しかも、ハウジン
グ２１の外周部を幅方向Ｘに貫通する計測出口３３ｃを成型するには、出口用延出部１１
３を第１外周型部１０２から幅方向Ｘに延出させればよい。このため、例えば通過型部１
０４を用いて成型する通過流路３１とは異なり、計測出口３３ｃを成型するための専用型
部を第１外周型部１０２とは別に使用する必要がない。この場合、専用型部を使用しない
分だけ型装置９０の製造コストを低減でき、さらに、専用型部を使用しないことで型装置
９０を組み立てる際の作業負担を低減できる。
【０１１３】
　本実施形態によれば、型装置９０においては、通過型部１０４が内周型部９１に奥行き
方向Ｚに並んでいるため、通過流路３１の流入口３３ａ及び流出口３３ｂが奥行き方向Ｚ
に開放された構成を樹脂成型により実現できる。例えば、本実施形態とは異なり、奥行き
方向Ｚに開放された流入口３３ａや流出口３３ｂを形成する専用部分が第１外周型部１０
２に設けられた構成では、ハウジング２１から第１外周型部１０２を幅方向Ｘに取り外す
ことが困難になってしまう。
【０１１４】
　本実施形態によれば、内周型部９１の型本体部９２と外周型部１０２，１０３を組み合
わせることで、ハウジング本体２４から幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚに延出したフランジ部
２７やコネクタ部２８が成型される。このようにフランジ部２７やコネクタ部２８を成型
するには、型本体部９２と外周型部１０２，１０３とが高さ方向Ｙに組み合わされること
で、フランジ部２７から型本体部９２及び外周型部１０２，１０３を容易に取り外すこと
ができる。
【０１１５】
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　本実施形態によれば、型装置９０において内周型部９１の入り込み部９３が外周型部１
０２，１０３の各ハウジング用凹部１１１に入り込んだ状態になっている。この場合、溶
融樹脂が硬化した後には、作業者等が型本体部９２を掴んだ状態で入り込み部９３をハウ
ジング開口部６１から抜き取ることで、ハウジング２１から内周型部９１を取り外すこと
ができる。このため、ハウジング２１の一体成型を実現する型装置９０を実現でき、しか
も、ハウジング２１から型装置９０を容易に取り外すことができる。
【０１１６】
　本実施形態によれば、ハウジング２１においては、高さ方向Ｙにおいてハウジング開口
部６１に近付いても内部空間２４ａが絞られていない。このため、型装置９０を用いてハ
ウジング２１を樹脂成型する場合に、内周型部９１の入り込み部９３をハウジング開口部
６１から抜き取ることが可能になる。したがって、ハウジング２１において内部空間２４
ａを形成する部分を複数の部材に分割するという必要がない。例えば、本実施形態とは異
なり、ハウジング開口部６１に近付くにつれて内部空間２４ａが絞られるハウジング２１
では、その絞られた部分の内周面に入り込み部９３が引っ掛かってしまってハウジング開
口部６１から入り込み部９３を抜き取ることが困難になる。この構成では、内部空間２４
ａを形成する部分を複数の部材に分割し、これら部材を組み付けることで内部空間２４ａ
を製造することになり、その結果、上述したような製造ばらつきが発生しやすくなってし
まう。
【０１１７】
　しかも、内部空間２４ａがハウジング基端側に向けて絞られていないということは、内
部空間２４ａがハウジング先端側に向けて絞られていることになる。この構成では、セン
サＳＡ５０に対して計測流路３２や通過流路３１が極力小さくされるため、ハウジング２
１の小型化が可能になる。また、ハウジング２１の小型化が実現されると、ハウジング２
１の製造に用いる樹脂材料が少なくなるため、ハウジング２１の製造に要する材料費を低
減できる。すなわち、エアフロメータ１４の製造コストを低減できる。
【０１１８】
　本実施形態によれば、センサＳＡ５０が引っ掛かっている領域段差面６６がハウジング
開口部６１側を向いている。このため、内部空間２４ａをハウジング開口部６１に向けて
絞らない構成を領域段差面６６によっても実現しつつ、高さ方向ＹについてのセンサＳＡ
５０の位置決めを領域段差面６６により行うことができる。したがって、エアフロメータ
１４の製造に際して、作業者は、センサＳＡ５０を領域段差面６６に引っ掛かる位置まで
ハウジング開口部６１に挿入するという容易な作業を行うことで、センサＳＡ５０の位置
決めを精度良く行うことができる。
【０１１９】
　本実施形態によれば、センサＳＡ５０の回路段差面５５とハウジング２１の領域段差面
６６とがそれぞれの全周にわたって互いに当接しているため、この当接部分により封止領
域ＰＡと開放領域ＰＢとを仕切ることができる。この場合、ポッティング部６５の製造に
際して、封止領域ＰＡに充填される溶融樹脂が開放領域ＰＢに流れ込むことが規制される
ため、開放領域ＰＢや計測流路３２の大きさや形状が溶融樹脂により意図せずに変化して
しまうということを回避できる。
【０１２０】
　本実施形態によれば、開放領域ＰＢにおいて導入路３２ｂと排出路３２ｃとを仕切る縦
仕切壁６９が高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１に近付いても太くなっていない。
このため、内周型部９１の入り込み部９３において、導入成型部９７ｂや排出成型部９７
ｃを導入路３２ｂや排出路３２ｃから抜き取ることが可能になる。したがって、ハウジン
グ開口部６１から内周型部９１の入り込み部９３を抜き取り可能な構成を実現できる。
【０１２１】
　本実施形態によれば、計測流路３２の検出路３２ａに検出絞り部５９が設けられている
ことで、流量検出部２２を通過する吸入空気の流速が大きくなりやすいため、流量検出部
２２の検出精度を高めることができる。また、検出絞り部５９は、高さ方向Ｙにおいてハ
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ウジング開口部６１に近付いても太くなっておらず、さらに、縦仕切壁６９からハウジン
グ開口部６１側に向けて延び、且つ縦仕切壁６９よりも太くなっていない。このため、ハ
ウジング２１の樹脂成型に際して、縦仕切壁６９や検出絞り部５９から内周型部９１の入
り込み部９３を取り外すことができる。
【０１２２】
　本実施形態によれば、計測領域ＰＢ２よりもハウジング先端側に通過流路３１が設けら
れているため、計測流路３２を内周型部９１の入り込み部９３により成型し、通過流路３
１を通過型部１０４により成型する構成を実現できる。この構成では、通過型部１０４を
通過流路３１から抜き取る奥行き方向Ｚを、入り込み部９３をハウジング開口部６１から
抜き取る高さ方向Ｙに直交させざるを得ない。このため、検出路３２ａと通過流路３１と
を仕切る横仕切壁６８が奥行き方向Ｚに延びていても、通過型部１０４と内周型部９１の
入り込み部９３とでこの横仕切壁６８を成型することができる。したがって、奥行き方向
Ｚに延びる横仕切壁６８がハウジング２１に含まれていても、このハウジング２１を一体
成型することが可能になる。
【０１２３】
　本実施形態とは異なり、複数の部材の組み合わせにより計測流路が形成される物理量計
測装置がある。この物理量計測装置は、互いに対向する一対のカバーと、これらカバーの
間に設けられた本体部とを有している。この物理量計測装置においては、カバーと本体部
との間や一対のカバーの間に副通路が形成されており、この副通路には、吸入空気の流量
を検出する流量検出部が設けられている。一対のカバーや本体部は、金型に熱可塑性樹脂
を注入する樹脂モールド工程により互いに独立した状態で形成され、互いに組み付けられ
ることで副通路を形成することになる。
【０１２４】
　しかしながら、一対のカバーや本体部といった複数の部材により副通路が形成される構
成では、これら部材同士の位置ずれなどにより副通路の形状や大きさなどが製品ごとにば
らつくことが懸念される。例えば、本体部に対する一対のカバーの取り付け位置がハウジ
ングの厚み方向にずれると、副通路の流路面積が製品ごとにばらつくことになる。これに
対して、本実施形態によれば、物理量を計測するための計測流路の製造ばらつきを抑制で
きる。
【０１２５】
　＜構成群Ｂの説明＞
　計測出口の位置に関する構成群Ｂについて、図２７、図２８等を参照しつつ説明する。
なお、図６、図７等には、ハウジング２１の外周面において平坦面４４に肉盗み部４１が
設けられているように図示されているが、ここでは、平坦面４４には肉盗み部４１が設け
られていないとして説明を進める。
【０１２６】
　図２７、図２８に示すように、ハウジング２１の外周面について、その上流端部を外周
上流端１３２ａと称し、その下流端部を外周下流端１３２ｂと称する。この場合、ハウジ
ング２１は、奥行き方向Ｚにおいて平坦面４４から外周上流端１３２ａに向けて徐々に幅
方向Ｘでの厚みが小さくなっていくことで湾曲面４５が形成されている。この場合、ハウ
ジング２１においては、幅方向Ｘの幅寸法が外周上流端１３２ａに向けて徐々に小さくな
っている。
【０１２７】
　ハウジング２１の外周面には、平坦面４４と湾曲面４５との境界部１３１ａ，１３１ｂ
がある。縦境界部１３１ａは高さ方向Ｙに延びており、横境界部１３１ｂは奥行き方向Ｚ
に延びている。ハウジング２１の外周面のうち、コネクタ部２８側の面を表面と称し、表
面とは反対側の面を裏面と称すると、これら表面と裏面とは、幅方向Ｘに並んでおり、ハ
ウジング２１の外周面に含まれる一対の側面である。外周上流端１３２ａは、表側の湾曲
面４５と裏側の湾曲面４５との境界部になっており、高さ方向Ｙに延びている。一方、外
周下流端１３２ｂは、幅方向Ｘ及び高さ方向Ｙに延びた平面になっている。また、流出口
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３３ｂは外周下流端１３２ｂに設けられている。
【０１２８】
　ハウジング２１の外周面においては、平坦面４４、湾曲面４５及び計測出口３３ｃは、
いずれも高さ方向Ｙに延びた縦長形状になっている。特に、計測出口３３ｃは、縦境界部
１３１ａを奥行き方向Ｚに跨いだ状態でその縦境界部１３１ａに沿って延びた偏平形状に
なっている。計測出口３３ｃにおいては、高さ方向Ｙの縦寸法が奥行き方向Ｚの横寸法よ
り大きくなっている。また、計測出口３３ｃの開放面積は、流入口３３ａの開放面積より
小さくなっている。
【０１２９】
　高さ方向Ｙにおいて、平坦面４４の高さ寸法Ｈ１１は、湾曲面４５の高さ寸法Ｈ１２及
び計測出口３３ｃの高さ寸法Ｈ１３のいずれよりも大きく、湾曲面４５の高さ寸法Ｈ１２
は、計測出口３３ｃの高さ寸法Ｈ１３より大きくなっている。高さ方向Ｙにおいて、湾曲
面４５及び計測出口３３ｃは平坦面４４の中間位置に配置されており、計測出口３３ｃは
平坦面４４の中間位置に配置されている。この場合、湾曲面４５のハウジング先端側の端
部及びハウジング基端側の端部の両方が横境界部１３１ｂに含まれている。
【０１３０】
　ハウジング２１の外周面においては、その外周上流端１３２ａと外周下流端１３２ｂと
の間に縦境界部１３１ａがあり、この縦境界部１３１ａは、外周上流端１３２ａ寄りの位
置にある。この場合、奥行き方向Ｚにおいて、平坦面４４の長さ寸法Ｌ１１は、湾曲面４
５の長さ寸法Ｌ１２より大きくなっている。計測出口３３ｃの長さ寸法Ｌ１３は、平坦面
４４の長さ寸法Ｌ１１及び湾曲面４５の長さ寸法Ｌ１２のいずれよりも小さくなっている
。なお、奥行き方向Ｚが外周上流端１３２ａと外周下流端１３２ｂとの並び方向であり、
平坦面４４は並び方向に延びている。また、平坦面４４に沿って延びる方向のうち、高さ
方向Ｙが並び方向に直交する方向に相当する。
【０１３１】
　計測出口３３ｃは、奥行き方向Ｚにおいて外周上流端１３２ａ寄りの位置に配置されて
いる。この場合、計測出口３３ｃと外周上流端１３２ａとの離間距離Ｌ１４が、計測出口
３３ｃと外周下流端１３２ｂとの離間距離Ｌ１５より小さくなっている。ここで、計測出
口３３ｃについて、その上流端部を出口上流端１３４ａと称し、その下流端部を出口下流
端１３４ｂと称すると、縦境界部１３１ａは、奥行き方向Ｚにおいて出口上流端１３４ａ
寄りの位置にある。この場合、奥行き方向Ｚにおいて、出口上流端１３４ａと縦境界部１
３１ａとの離間距離Ｌ１６は、出口下流端１３４ｂと縦境界部１３１ａとの離間距離Ｌ１
７より小さくなっている。
【０１３２】
　計測流路３２の内周面は、計測出口３３ｃを形成する形成面１３５ａ～１３５ｃを有し
ている。ハウジング２１の外周部には、計測出口３３ｃを形成するための貫通孔が設けら
れており、形成面１３５ａ～１３５ｃはこの貫通孔の内周面に含まれている。上流形成面
１３５ａは、計測出口３３ｃの出口上流端１３４ａを形成しており、奥行き方向Ｚに直交
した状態で下流側を向いていることで平坦面４４に直交している。下流形成面１３５ｂは
、出口下流端１３４ｂを形成しており、外周側に傾斜した状態で上流側を向いていること
で平坦面４４に対して傾斜している。接続形成面１３５ｃは、上流形成面１３５ａと下流
形成面１３５ｂとを接続しており、これら形成面１３５ａ，１３５ｂを挟んで一対設けら
れている。各接続形成面１３５ｃは、それぞれ高さ方向Ｙに直交している。
【０１３３】
　下流形成面１３５ｂは、出口下流端１３４ｂからハウジング２１の内周側に向けて真っ
直ぐに延びた傾斜面になっており、下流平坦部１３７ａに直交していない。ハウジング２
１の表側及び裏側のそれぞれに設けられた下流形成面１３５ｂは、計測出口３３ｃの出口
上流端１３４ａに向けてハウジング２１を薄くしたテーパ面になっている。下流平坦部１
３７ａ等の平坦面４４に対する下流形成面１３５ｂの傾斜角度θ１は例えば３０度になっ
ている。なお、傾斜角度θ１は３０度より大きくても小さくてもよいが、３０度以下であ
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ることが好ましい。
【０１３４】
　平坦面４４は、下流平坦部１３７ａ、先端側平坦部１３７ｂ及び基端側平坦部１３７ｃ
を有している。下流平坦部１３７ａは、奥行き方向Ｚにおいて計測出口３３ｃから外周下
流端１３２ｂに向けて延びている。先端側平坦部１３７ｂは、下流平坦部１３７ａからハ
ウジング先端側に向けて延びており、基端側平坦部１３７ｃは、下流平坦部１３７ａから
ハウジング基端側に向けて延びている。この場合、高さ方向Ｙにおいて、先端側平坦部１
３７ｂと基端側平坦部１３７ｃとの間に下流平坦部１３７ａが配置されている。
【０１３５】
　先端側平坦部１３７ｂは、計測出口３３ｃ及び湾曲面４５のハウジング先端側に回り込
んだ部分も有しており、この部分は、これら計測出口３３ｃ及び湾曲面４５からハウジン
グ先端側に向けて延びている。基端側平坦部１３７ｃは、計測出口３３ｃ及び湾曲面４５
のハウジング基端側に回り込んだ部分も有しており、この部分は、これら計測出口３３ｃ
及び湾曲面４５からハウジング基端側に向けて延びている。
【０１３６】
　湾曲面４５は、その曲がり度合いが均一になっているわけではなく、湾曲面４５におい
ては、曲がり度合いが最も大きい部分が奥行き方向Ｚにおいて外周上流端１３２ａ寄りの
位置に配置されている。このため、計測出口３３ｃは、縦境界部１３１ａを跨ぐ位置に配
置されていることで、湾曲面４５の下流端部という最も曲がり度合いが小さい部分に配置
されていることになり、計測出口３３ｃを上流側から見ると奥行き方向Ｚに延びた細長形
状に見える。この場合、本実施形態とは異なり、例えば、計測出口３３ｃが湾曲面４５の
下流端部から外周上流端１３２ａ側に離間した位置に配置された構成に比べて、幅方向Ｘ
において計測出口３３ｃの幅寸法Ｗ１１が小さくなっている。
【０１３７】
　湾曲面４５は、上流湾曲部１３８ａ、先端側湾曲部１３８ｂ及び基端側湾曲部１３８ｃ
を有している。上流湾曲部１３８ａは、奥行き方向Ｚにおいて計測出口３３ｃから外周上
流端１３２ａに向けて延びている。先端側湾曲部１３８ｂは、上流湾曲部１３８ａからハ
ウジング先端側に向けて延びており、基端側湾曲部１３８ｃは、上流湾曲部１３８ａから
ハウジング基端側に向けて延びている。この場合、高さ方向Ｙにおいて、先端側湾曲部１
３８ｂと基端側湾曲部１３８ｃとの間に上流湾曲部１３８ａが配置されている。
【０１３８】
　先端側湾曲部１３８ｂは、計測出口３３ｃのハウジング先端側に回り込んだ部分を有し
ており、この部分は、計測出口３３ｃと先端側平坦部１３７ｂとの間に入り込み、且つ計
測出口３３ｃからハウジング先端側に向けて延びている。基端側湾曲部１３８ｃは、計測
出口３３ｃのハウジング基端側に回り込んだ部分を有しており、この部分は、計測出口３
３ｃと基端側平坦部１３７ｃとの間に入り込み、且つ計測出口３３ｃからハウジング基端
側に向けて延びている。
【０１３９】
　なお、平坦面４４が外周平坦面に相当し、湾曲面４５が外周平坦面に対して傾斜した外
周傾斜面に相当する。平坦面４４においては、先端側平坦部１３７ｂ及び基端側平坦部１
３７ｃが延出平坦部に相当し、湾曲面４５においては、上流湾曲部１３８ａが上流傾斜部
に相当し、先端側湾曲部１３８ｂ及び基端側湾曲部１３８ｃが延出傾斜部に相当する。ま
た、縦境界部１３１ａが外周境界部に相当する。
【０１４０】
　また、幅方向Ｘを第１方向と称し、第１方向においてハウジング２１の両側に位置して
いる各面を第１面及び第２面と称すると、これら第１面及び第２面のそれぞれに平坦面４
４及び湾曲面４５が含まれている。奥行き方向Ｚを第２方向と称し、外周上流端１３２ａ
を第３面と称し、外周下流端１３２ｂを第４面と称すると、第３面及び第４面は、第２方
向においてハウジング２１の両側に位置している。計測出口３３ｃは、第１面及び第２面
のそれぞれに設けられており、第２方向において第４面側を向かないようにハウジング２
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１の外部に向けて開放されている。
【０１４１】
　次に、吸気通路１２においてハウジング２１の外周側で生じる吸入空気の流れについて
、図２８を参照しつつ説明する。
【０１４２】
　吸気通路１２を順流する吸入空気のうち、ハウジング２１の外周上流端１３２ａに到達
した空気ＡＦ１は、湾曲面４５の上流湾曲部１３８ａに沿って進むことで流れる向きを変
えつつ、計測出口３３ｃに到達する。この場合、空気ＡＦ１が計測出口３３ｃに到達した
時には、空気ＡＦ１の流れる向きが既に出口上流端１３４ａと出口下流端１３４ｂとの並
び方向に近くなっており、空気ＡＦ１が計測出口３３ｃに流れ込みにくくなっている。こ
のため、計測出口３３ｃに空気ＡＦ１が流れ込むという逆流が生じにくくなっており、順
流時において計測出口３３ｃが空気ＡＦ１から動圧を受けにくくなっている。
【０１４３】
　また、湾曲面４５に沿って進むことで流れの向きが徐々に変わった空気は、平坦面４４
に到達した際に平坦面４４から剥離しにくくなっている。このため、計測出口３３ｃの周
辺や縦境界部１３１ａの周辺において、平坦面４４からの空気の剥離に伴う気流の乱れが
生じにくくなり、空気の流れが安定しやすくなる。この場合、空気から計測出口３３ｃに
加えられる圧力が安定しやすくなることで、計測流路３２での空気の流れも安定しやすく
なる。
【０１４４】
　平坦面４４の下流平坦部１３７ａに沿って流れる空気ＡＦ２は、下流平坦部１３７ａの
下流端部を通過した後も奥行き方向Ｚに進むことで、ハウジング２１の外周面から剥離す
る。空気ＡＦ２の剥離に伴って、下流平坦部１３７ａよりも下流側においては、外周下流
端１３２ｂの周辺などにて渦流など気流の乱れが生じやすくなる。この気流の乱れにより
、外周下流端１３２ｂ周辺では外周下流端１３２ｂに向けて逆流する空気ＡＦ３が発生す
ることがある。本実施形態では、空気ＡＦ３のように一部の空気だけが逆流することを一
部逆流と称する。
【０１４５】
　本実施形態とは異なり、例えば、下流平坦部１３７ａよりも下流側である外周下流端１
３２ｂなどに計測出口が設けられた構成では、空気ＡＦ３が計測出口に流れ込むという逆
流が生じやすくなってしまう。これに対して、本実施形態の計測出口３３ｃは、下流平坦
部１３７ａよりも下流側に配置されていないため、空気ＡＦ３が計測出口３３ｃに流れ込
むことが生じない。
【０１４６】
　吸気通路１２の全体において吸入空気が逆流する全体逆流が生じた場合、吸気通路１２
を逆流する空気ＡＦ４が外周下流端１３２ｂに到達すると、外周下流端１３２ｂは空気Ａ
Ｆ４から動圧を受けることになる。このため、本実施形態とは異なり、下流側に向けて開
放された計測出口が外周下流端１３２ｂなどに設けられた構成では、この計測出口が空気
ＡＦ４から動圧を受けることになる。これに対して、本実施形態の計測出口３３ｃは、外
周下流端１３２ｂに設けられておらず、下流側に向けて開放された構成でもないため、空
気ＡＦ４から動圧を受けることがない。また、空気ＡＦ４が流れ込む計測出口３３ｃに流
れ込むという逆流が生じることもない。
【０１４７】
　流入口３３ａに流れ込んだ後、計測流路３２を通じて計測出口３３ｃから流出する空気
ＡＦ５は、下流形成面１３５ｂに沿って流れることで、計測出口３３ｃから流出した後に
下流平坦部１３７ａに沿って流れやすくなっている。この場合、空気ＡＦ５が計測出口３
３ｃから流出した後に下流平坦部１３７ａから剥離しにくくなっており、下流平坦部１３
７ａからの空気ＡＦ５の剥離に伴って計測出口３３ｃの周辺にて渦流などの気流の乱れが
生じにくくなっている。
【０１４８】
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　本実施形態とは異なり、例えば、下流形成面１３５ｂが上流形成面１３５ａと同様に平
坦面４４に対して直交している構成では、計測出口３３ｃから流出する空気ＡＦ６が、平
坦面４４に直交する方向に進むことになる。この場合、空気ＡＦ６の進行方向と、ハウジ
ング２１の外周側を奥行き方向Ｚに順流する空気の進行方向とが大きく異なることなどに
起因して、計測出口３３ｃの周辺では渦流などの気流の乱れが生じやすいと考えられる。
また、この場合、空気ＡＦ６は、計測出口３３ｃから流出することで下流平坦部１３７ａ
から剥離した状態になっており、この剥離に伴って計測出口３３ｃの周辺で気流の乱れが
生じやすくなる、と考えることもできる。
【０１４９】
　構成群Ｂについて本実施形態によれば、計測出口３３ｃが外周下流端１３２ｂに向けて
開放されていない。このため、吸気通路１２において空気ＡＦ３等の一部逆流や空気ＡＦ
４等の全体逆流が生じたとしても、これら逆流に伴って吸入空気が計測出口３３ｃに流入
するということが生じにくくなっている。この場合、計測流路３２での吸入空気の流れが
一部逆流や全体逆流により乱れるということが生じにくいため、流量検出部２２による流
量検出の精度低下を抑制できる。また、全体逆流が生じたとしても、その全体逆流による
動圧を計測出口３３ｃが受けにくくなっているため、計測流路３２での吸入空気の流れが
全体逆流により乱れるということが生じにくい。このことからしても、流量検出部２２に
よる流量検出の精度低下を抑制できる。したがって、エアフロメータ１４による吸入空気
量の計測精度を高めることができる。
【０１５０】
　本実施形態によれば、平坦面４４においては、下流平坦部１３７ａが計測出口３３ｃか
ら下流側に向けて延びているため、計測出口３３ｃが下流側に向けて開放されない構成を
実現できる。この場合、下流平坦部１３７ａの分だけ計測出口３３ｃと外周下流端１３２
ｂとが奥行き方向Ｚに離間していることになる。このため、一部逆流や全体逆流による空
気の乱れが吸気通路１２において外周下流端１３２ｂの周辺で生じたとしても、その乱れ
が計測出口３３ｃに到達することを下流平坦部１３７ａにより抑制できる。
【０１５１】
　本実施形態によれば、ハウジング２１の外周面においては、計測出口３３ｃと外周下流
端１３２ｂとの間に、下流平坦部１３７ａに加えて先端側平坦部１３７ｂ及び基端側平坦
部１３７ｃも配置されている。このため、外周下流端１３２ｂ周辺の位置のうち、計測出
口３３ｃよりもハウジング先端側やハウジング基端側の位置において、気流の乱れが発生
したとしても、その乱れが計測出口３３ｃに到達することを平坦部１３７ｂ，１３７ｃに
より抑制できる。
【０１５２】
　本実施形態によれば、平坦面４４においては、上流湾曲部１３８ａが計測出口３３ｃか
ら上流側に向けて延びている。このため、ハウジング２１の外周上流端１３２ａに到達し
た空気ＡＦ１等の順流空気は、上流湾曲部１３８ａに沿って流れることで計測出口３３ｃ
に沿って流れやすくなっており、計測出口３３ｃに流れ込みにくくなっている。この場合
、順流空気による動圧が計測出口３３ｃに付与されにくいため、この動圧により計測流路
３２での気流が乱れて流量検出部２２の検出精度が低下するということを抑制できる。
【０１５３】
　しかも、奥行き方向Ｚにおいて、曲がり度合いが最も大きい部分が外周上流端１３２ａ
寄りの位置に配置された湾曲面４５において、計測出口３３ｃが湾曲面４５の下流端部に
配置されている。この場合、計測出口３３ｃは上流側に向けてはほとんど開放されていな
いため、順流空気のうち奥行き方向Ｚに真っ直ぐに進んでいる空気が計測出口３３ｃに直
接的に到達する確率が低くなっている。このため、順流空気が計測出口３３ｃに流れ込む
ことや、順流空気が計測出口３３ｃに動圧を付与することが生じにくくなっている。
【０１５４】
　本実施形態によれば、ハウジング２１の外周面においては、計測出口３３ｃと外周上流
端１３２ａとの間に、上流湾曲部１３８ａに加えて先端側湾曲部１３８ｂ及び基端側湾曲
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部１３８ｃも配置されている。このため、湾曲面４５に沿って流れる順流空気のうち、奥
行き方向Ｚに対して斜めに流れる空気についても、湾曲部１３８ｂ，１３８ｃに沿って流
れることで、計測出口３３ｃに流れ込みにくくなるように幅方向Ｘの進行方向が変えられ
ることになる。この場合、順流空気による動圧が計測出口３３ｃに更に付与されにくくす
ることができる。
【０１５５】
　本実施形態によれば、計測出口３３ｃの出口下流端１３４ｂを形成する下流形成面１３
５ｂが、奥行き方向Ｚに対して直交しているのではなく、ハウジング２１の外周側を向い
て傾斜している。このため、計測出口３３ｃから流れ出す空気ＡＦ５が下流形成面１３５
ｂに沿って流れることで、この空気の進行方向が、吸気通路１２を流れる順流空気の進行
方向に近付きやすい。この場合、空気ＡＦ５が下流平坦部１３７ａから剥離しにくくなる
ため、その剥離に伴う気流の乱れが計測出口３３ｃの周囲にて生じにくくなる。したがっ
て、計測流路３２を流れる空気が計測出口３３ｃから流出しにくくなることに起因して流
量検出部２２の検出精度が低下するということを抑制できる。
【０１５６】
　本実施形態によれば、計測出口３３ｃが奥行き方向Ｚにおいて外周上流端１３２ａ寄り
の位置に配置されている。この場合、ハウジング２１において外周下流端１３２ｂと計測
出口３３ｃとの離間距離が極力大きくなっているため、外周下流端１３２ｂ周辺において
逆流に伴う気流の乱れが生じたとしても、この乱れが計測出口３３ｃに届くことをより確
実に抑制できる。
【０１５７】
　本実施形態によれば、計測出口３３ｃの開放面積が流入口３３ａの開放面積に比べて小
さくなっているため、流入口３３ａよりも計測出口３３ｃの方が空気ＡＦ１等の順流空気
が流れ込みやすくなっている。このため、計測出口３３ｃに順流空気が流れ込むことを抑
制できる。
【０１５８】
　本実施形態によれば、計測出口３３ｃが高さ方向Ｙに延びる扁平状になっている。この
ため、吸気通路１２において計測出口３３ｃを必ず配置したい配置領域を設定しておくこ
とで、エアフロ挿入孔１２ｂへのエアフロメータ１４の挿入深さが車両ごとに多少ばらつ
いたとしても、計測出口３３ｃの一部を配置領域に確実に配置することができる。また、
この場合、本実施形態とは異なり、例えば計測出口３３ｃが奥行き方向Ｚに延びる扁平状
になっている構成に比べて、奥行き方向Ｚにおいて計測出口３３ｃと外周下流端１３２ｂ
との離間距離が大きくなる。このため、仮に、外周下流端１３２ｂの周辺において気流の
乱れが生じたとしても、その乱れが計測出口３３ｃに到達することを抑制できる。
【０１５９】
　＜構成群Ｃの説明＞
　ハウジング取付部と位置保持部との位置関係に関する構成群Ｃについて、図２９及び図
３０等を参照しつつ説明する。なお、図３０においては、コネクタターミナル２８ａやＳ
Ａ突起７１ａ，７１ｂ、幅ハウジング突起７２ａの図示を省略している。
【０１６０】
　図８や図２９、図３０に示すように、ハウジング２１においては、領域段差面６６がリ
ング保持部２５よりもハウジング先端側に配置されている。ハウジング本体２４は、収容
領域ＰＢ１を形成する収容壁部１２１と、封止領域ＰＡを形成する封止壁部１２２とを有
しており、これら壁部１２１，１２２はいずれも高さ方向Ｙに延びた筒状部になっている
。封止壁部１２２は、収容壁部１２１よりもハウジング基端側に設けられており、これら
封止壁部１２２と収容壁部１２１とは、張り出し部６６ａにより接続されている。この場
合、張り出し部６６ａもハウジング本体２４に含まれていることになり、張り出し部６６
ａがハウジング接続部に相当する。また、収容壁部１２１がハウジング壁部に相当する。
【０１６１】
　封止壁部１２２においては、その内周面が収容壁部１２１の内周面よりも外周側に配置
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されており、その外周面が収容壁部１２１の外周面よりも外周側に配置されている。張り
出し部６６ａは、収容壁部１２１と封止壁部１２２との中間部分が外周側に膨らんでいる
。張り出し部６６ａは、収容壁部１２１から外周側に向けて延びた横延出部６６ｂと、封
止壁部１２２からハウジング先端側に向けて延びた縦延出部６６ｃとを有しており、これ
ら延出部６６ｂ，６６ｃの接続部分は湾曲面で面取りされた状態になっている。なお、横
延出部６６ｂが、高さ方向Ｙに直交する方向に延びた直交延出部に相当する。
【０１６２】
　ハウジング２１においては、吸気管１２ａに取り付けられるハウジング取付部が、リン
グ保持部２５、フランジ部２７及び封止壁部１２２により構成されている。これらリング
保持部２５、フランジ部２７及び封止壁部１２２は、ハウジング取付部が全体としてハウ
ジング２１の周縁部に沿って幅方向Ｘや奥行き方向Ｚに延びる形状になっている。この場
合、高さ方向Ｙは、ハウジング取付部が延びる方向に直交していることになる。リング保
持部２５はＯリング２６を介して吸気管１２ａに固定されており、フランジ部２７はボス
１２ｄを介して吸気管１２ａに固定されている。この場合、エアフロメータ１４を吸気管
１２ａに対して固定するための負荷がリング保持部２５やフランジ部２７を介して封止壁
部１２２に加えられることになる。そこで、封止壁部１２２が全体として肉厚に形成され
ていることで、封止壁部１２２の強度が高められている。
【０１６３】
　封止壁部１２２においては、横断面の外周端が全体として円状になっている一方で、そ
の内周端が全体として矩形状になっている。封止壁部１２２は、吸気管１２ａのエアフロ
挿入孔１２ｂに入り込んだ状態になっており、リング保持部２５など封止壁部１２２の外
周面はエアフロ挿入孔１２ｂの内周面や管フランジ１２ｃの内周面に対向している。ここ
で、エアフロ挿入孔１２ｂは円状に形成されており、封止壁部１２２の外周端は、エアフ
ロ挿入孔１２ｂの形状に合わせて円状に形成されている。この場合、封止壁部１２２の外
周面とエアフロ挿入孔１２ｂの内周面との離間距離が均一化されているため、これら外周
面と内周面との間の気密性をＯリング２６により確保しやすくなっている。
【０１６４】
　一方、上述したように、ハウジング本体２４の内周面が形成した内部空間２４ａにはセ
ンサＳＡ５０が挿入されており、封止壁部１２２の内周面はセンサＳＡ５０の外周面に対
向している。ここで、センサＳＡ５０は、全体として板状になっていることに起因して横
断面が扁平状になっており、封止壁部１２２の内周端は、センサＳＡ５０の断面形状に合
わせて扁平状に形成されている。なお、封止壁部１２２の横断面は、高さ方向Ｙに直交す
る方向に延びる断面である。また、内部空間２４ａがセンサＳＡ５０を収容した収容空間
に相当する。
【０１６５】
　このように封止壁部１２２の外周が円状になっている一方で、内周が扁平状になってい
ることに起因して、封止壁部１２２においては、その厚み寸法Ｄ２１が周方向において均
一になっていない。全体として板状になっているセンサＳＡ５０の外周面には、一対の板
面である一対のＳＡ板面１２５が含まれ、一対の側面である一対のＳＡ側面１２６が含ま
れている。全体としてＳＡ板面１２５は奥行き方向Ｚに延び、全体としてＳＡ側面１２６
は幅方向Ｘに延びている。封止壁部１２２においては、センサＳＡ５０のＳＡ板面１２５
に対向する部分が、ＳＡ側面１２６に対向する部分に比べて全体として肉厚になっている
。この場合、封止壁部１２２においては、その厚み寸法Ｄ２１が最も大きくなっている部
分が、ＳＡ板面１２５に対向する部分に含まれている。なお、ＳＡ板面１２５は、センサ
ＳＡ５０において高さ方向Ｙに延びる板面でもある。
【０１６６】
　リング保持部２５は、封止壁部１２２に設けられた保持溝２５ａにより形成されている
。ここで、保持溝２５ａが一対の溝形成部により形成されているとすると、これら溝形成
部の先端面は封止壁部１２２の外周面に含まれることになる。このため、封止壁部１２２
の厚み寸法Ｄ２１は、封止壁部１２２の内周面と溝形成部の先端面との離間距離になる。
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なお、一対の溝形成部が封止壁部１２２の外周面から突出している構成としてもよい。こ
の場合は、溝形成部が封止壁部１２２に含まれないことになるため、封止壁部１２２の厚
み寸法Ｄ２１は、封止壁部１２２の内周面と保持溝２５ａの底面との離間距離になる。ま
た、Ｏリング２６は、封止壁部１２２側と吸気管１２ａ側とに密着していることで、吸入
空気がエアフロ挿入孔１２ｂから外部に漏れ出ることを規制するシール部材であり、Ｏリ
ング２６をパッキン部材と称することもできる。この場合、リング保持部２５がシール保
持部に相当する。
【０１６７】
　収容壁部１２１においては、横断面の外周端及び内周端の両方が全体として扁平状にな
っている。これは、封止壁部１２２とは異なり、収容壁部１２１の外周面がエアフロ挿入
孔１２ｂの内周面に対向しておらず、封止壁部１２２の外周端の形状をエアフロ挿入孔１
２ｂの形状に合わせる必要がないためである。このように収容壁部１２１の外周端及び内
周端の両方が扁平状になっていることに起因して、収容壁部１２１では、その周方向にお
いて厚み寸法Ｄ２２がほぼ均一になっている。換言すれば、収容壁部１２１においては、
その厚み寸法Ｄ２２を周方向において均一化するために、外周面の形状が内周面の形状に
合わせて設定されている。
【０１６８】
　収容壁部１２１は、封止壁部１２２に比べて全体として肉薄になっている。収容壁部１
２１と封止壁部１２２との肉厚を比較すると、封止壁部１２２が収容壁部１２１より肉厚
になっている部分は存在するが、封止壁部１２２が収容壁部１２１より肉薄になっている
部分は存在しない。すなわち、封止壁部１２２において最も肉厚の部分の厚み寸法Ｄ２１
は、収容壁部１２１のどの部分の厚み寸法Ｄ２２より大きく、封止壁部１２２において最
も肉薄の部分の厚み寸法Ｄ２１は、収容壁部１２１のどの部分の厚み寸法Ｄ２２より小さ
くはない。
【０１６９】
　張り出し部６６ａは、封止壁部１２２に比べて肉薄になっていることはもちろんのこと
、収容壁部１２１に比べても全体として肉薄になっている。張り出し部６６ａと収容壁部
１２１との肉厚を比較すると、収容壁部１２１が張り出し部６６ａより肉厚になっている
部分は存在するが、収容壁部１２１が張り出し部６６ａより肉薄になっている部分は存在
しない。
【０１７０】
　ハウジング２１において領域段差面６６は、収容壁部１２１のハウジング基端側の端面
により形成されている。上述したように、領域段差面６６にはセンサＳＡ５０の回路段差
面５５が引っ掛かっており、領域段差面６６は、センサＳＡ５０に接触していることで、
センサＳＡ５０をハウジング側に移動しないように高さ方向Ｙについて位置保持している
。領域段差面６６は、高さ方向Ｙに直交する面であり、第３保持部に相当する。また、回
路段差面５５は、領域段差面６６に接触しているユニット接触部に相当する。領域段差面
６６を、センサＳＡ２２０の位置を決めたり出したりする位置出し面と称することができ
る。
【０１７１】
　なお、領域段差面６６は、収容壁部１２１のハウジング基端側の端面、横延出部６６ｂ
のハウジング基端側の面によっても形成されている。このため、センサＳＡ５０の回路段
差面５５は、領域段差面６６に引っ掛かっていれば、収容壁部１２１だけでなく横延出部
６６ｂに接触していることもある。
【０１７２】
　上述したように、ハウジング本体２４は、センサＳＡ５０を位置保持するハウジング突
起７２ａ，７２ｂを有しており（図１４、図１５参照）、これらハウジング突起７２ａ，
７２ｂは、収容壁部１２１に含まれている。図３１に示すように、センサＳＡ５０のＳＡ
側面１２６には、奥行き方向Ｚに直交せずに傾斜している傾斜面１２６ａ，１２６ｂが含
まれている。これら傾斜面１２６ａ，１２６ｂは、センサＳＡ５０の中継部５２の外周面



(35) JP 6760253 B2 2020.9.23

10

20

30

40

50

に含まれている。表傾斜面１２６ａはセンサＳＡ５０の表側を向いており、裏傾斜面１２
６ｂはセンサＳＡ５０の裏側を向いている。
【０１７３】
　幅方向Ｘが第１方向に相当する場合、幅ハウジング突起７２ａは、ＳＡ板面１２５に接
触していることで、センサＳＡ５０を幅方向Ｘについて位置保持しており、第１保持部に
相当する。これは、ＳＡ板面１２５が幅方向Ｘに直交しているためである。一方、奥行き
方向Ｚが第２方向に相当する場合、奥行きハウジング突起７２ｂは、表傾斜面１２６ａに
接触していることで、センサＳＡ５０を幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚの両方について位置保
持しており、第１保持部及び第２保持部の両方に相当する。これは、表傾斜面１２６ａが
幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚの両方に対して傾斜しているためである。
【０１７４】
　このように、センサＳＡ５０は、収容壁部１２１の領域段差面６６やハウジング突起７
２ａ，７２ｂに接触していることで、幅方向Ｘ、高さ方向Ｙ及び奥行き方向Ｚの全てにつ
いて位置保持されている。この場合、収容壁部１２１が、第１保持部、第２保持部及び第
３保持部を有し、位置保持部に相当する。収容壁部１２１とセンサＳＡ５０との接触部分
の少なくとも一部は、接着剤を用いた接着や溶融樹脂を用いた溶着により接合されている
。例えば、収容壁部１２１の領域段差面６６とセンサＳＡ５０の回路段差面５５とが接合
されており、この接合部分はセンサＳＡ５０の周縁部に沿って環状に延びている。この場
合、領域段差面６６と回路段差面５５との間が接着剤や溶融樹脂によりシールされるため
、ポッティング部６５を形成する際に熱硬化性樹脂が領域段差面６６と回路段差面５５と
の間を通じて封止領域ＰＡから漏れ出す、ということが抑制される。
【０１７５】
　上述したように、熱可塑性樹脂を溶融させた溶融樹脂を用いてハウジング２１を樹脂成
型する場合、溶融樹脂の硬化に伴って意図しない変形がハウジング２１に生じることがあ
る。意図しない変形としてはヒケやソリが挙げられ、ヒケは、溶融樹脂の硬化に伴って生
じる凹みや窪み等であり、ソリは、溶融樹脂が硬化する際に温度差等による残留応力や残
留歪により生じる射出後の変形等である。
【０１７６】
　樹脂成型に伴う意図しない変形は、ハウジング２１において肉厚な部分ほど生じやすい
。例えば、封止壁部１２２が全体として収容壁部１２１よりも肉厚になっていることに起
因して、樹脂成型に伴う変形は、収容壁部１２１に比べて封止壁部１２２の方が発生しや
すい。このため、本実施形態とは異なり、例えば領域段差面６６やハウジング突起７２ａ
，７２ｂが封止壁部１２２に設けられた構成では、樹脂成型に際して領域段差面６６やハ
ウジング突起７２ａ，７２ｂが意図せずに変形する可能性が高くなる。この場合、領域段
差面６６やハウジング突起７２ａ，７２ｂの意図しない変形に伴って、センサＳＡ５０や
流量検出部２２の位置が設計上の位置からずれ、流量検出部２２の検出精度が低下してし
まう。
【０１７７】
　これに対して、収容壁部１２１は、封止壁部１２２に比べて全体として肉薄になってい
るため、封止壁部１２２に比べて樹脂成型に伴う変形が生じにくくなっている。そこで、
本実施形態では、上述したように、領域段差面６６やハウジング突起７２ａ，７２ｂが、
封止壁部１２２ではなく収容壁部１２１に含まれている。すなわち、領域段差面６６やハ
ウジング突起７２ａ，７２ｂが、リング保持部２５及びフランジ部２７よりもハウジング
先端側に設けられている。この場合、樹脂成型に伴う意図しない変形によりセンサＳＡ５
０や流量検出部２２の位置ずれが生じにくくなっており、流量検出部２２の検出精度が低
下しにくくなっている。
【０１７８】
　領域段差面６６やハウジング突起７２ａ，７２ｂが収容壁部１２１に含まれた構成でも
、樹脂成型に伴う変形がこの収容壁部１２１に生じてセンサＳＡ５０や流量検出部２２の
位置ずれが生じる、ということがないとは言えない。例えば、センサＳＡ５０が領域段差
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面６６やハウジング突起７２ａ，７２ｂとの接触部分を支点として幅方向Ｘや奥行き方向
Ｚに回動するように位置ずれした場合、流量検出部２２が幅方向Ｘや奥行き方向Ｚにずれ
ることが懸念される。
【０１７９】
　そこで、本実施形態のセンサＳＡ５０では、高さ方向Ｙにおいて、流量検出部２２と回
路段差面５５との離間距離Ｌ３が、そのハウジング基端側の端部と回路段差面５５との離
間距離Ｌ４より小さくなっている。すなわち、高さ方向Ｙにおいて、回路段差面５５が流
量検出部２２寄りの位置に設けられている。ここで、センサＳＡ５０が収容壁部１２１と
の接触部分を支点として回動した場合、流量検出部２２の回動半径が小さいほど、幅方向
Ｘ及び奥行き方向Ｚでの流量検出部２２の位置ずれ量が小さくなる。このように、高さ方
向Ｙにおいて回路段差面５５と流量検出部２２との離間距離Ｌ３が小さいほど、流量検出
部２２の位置ずれ量が小さくなり、流量検出部２２の検出精度が低下しにくくなる。
【０１８０】
　なお、本実施形態では、高さ方向Ｙにおいて流量検出部２２の検出素子２２ｂの中央部
分と回路段差面５５との離間距離を離間距離Ｌ３としている。ただし、離間距離Ｌ３は、
流量検出部２２と回路段差面５５との離れ度合いを示す値であればよく、例えば、高さ方
向Ｙにおいて流量検出部２２のハウジング基端側の端部と回路段差面５５との離間距離と
されていてもよい。
【０１８１】
　ハウジング本体２４の内部空間２４ａにおいては、離間距離Ｌ３が離間距離Ｌ４より小
さいことに起因して、収容領域ＰＢ１の容積Ｖ１が封止領域ＰＡの容積Ｖ２より小さくな
っている。換言すれば、収容領域ＰＢ１の容積Ｖ１が封止領域ＰＡの容積Ｖ２より小さい
場合、センサＳＡ５０では、高さ方向Ｙにおいて回路段差面５５が流量検出部２２寄りの
位置に設けられている可能性が高い。また、内部空間２４ａにおいて、高さ方向Ｙでの領
域段差面６６とセンサＳＡ５０でのハウジング先端側の端部との間の領域を、流量検出部
２２を収容した検出領域ＰＢ３と称すると、この検出領域ＰＢ３の容積Ｖ３は、封止領域
ＰＡの容積Ｖ２より小さい。その一方で、検出領域ＰＢ３の容積Ｖ３は、収容領域ＰＢ１
の容積Ｖ１より大きい。なお、検出領域ＰＢ３は、収容領域ＰＢ１の全体と計測領域ＰＢ
２のハウジング基端側の部分とを含んだ領域になっている。
【０１８２】
　樹脂成型に伴う変形が収容壁部１２１に少しでも生じた場合、エアフロメータ１４の製
造に際して、作業者がセンサＳＡ５０を収容壁部１２１の内部に挿入すると、収容壁部１
２１の変形に合わせてセンサＳＡ５０が歪むことが懸念される。例えば、領域段差面６６
において上流側の部分と下流側の部分とが高さ方向Ｙに位置ずれした場合、回路段差面５
５において上流側の部分と下流側の部分とが高さ方向Ｙに位置ずれするようにセンサＳＡ
５０が歪むことが懸念される。この場合、センサＳＡ５０の歪みに伴って流量検出部２２
の位置が設計上の位置からずれると、流量検出部２２の検出精度が低下しやすくなってし
まう。
【０１８３】
　そこで、本実施形態のセンサＳＡ５０では、流量検出部２２が回路段差面５５から極力
遠い位置に配置されている。具体的には、高さ方向Ｙにおいて、流量検出部２２と領域段
差面６６との離間距離Ｌ３が、横延出部６６ｂの厚み寸法Ｄ２２より大きくなっている。
すなわち、流量検出部２２が張り出し部６６ａよりもハウジング先端側に配置されている
。この場合、例えば、樹脂成型に伴う変形がハウジング本体２４の領域段差面６６に生じ
たことに起因して、センサＳＡ５０において回路段差面５５付近の部分が歪んだとしても
、その歪みが流量検出部２２まで届きにくくなっている。このため、仮に樹脂成型に伴う
変形が収容壁部１２１の領域段差面６６に生じていたとしても、流量検出部２２が位置ず
れしにくくなっている。
【０１８４】
　センサＳＡ５０においては、高さ方向Ｙにおいて、回路段差面５５と流量検出部２２と
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の間にＳＡ突起７１ａ，７１ｂが設けられており、このことからしても、流量検出部２２
が回路段差面５５から極力遠い位置に配置されていると言える。特に、ＳＡ突起７１ａ，
７１ｂは高さ方向Ｙに延びており、高さ方向Ｙにおいて回路段差面５５と流量検出部２２
との間隔寸法は、ＳＡ突起７１ａ，７１ｂの長手寸法よりも大きくなっている。したがっ
て、樹脂成型に伴う変形が領域段差面６６に生じていたとしても、センサＳＡ５０におい
て歪みが流量検出部２２に届くことが届きにくくなっている。
【０１８５】
　流量検出部２２は、回路段差面５５から極力遠い位置にあることで、リング保持部２５
からも離間していることになる。この場合、エアフロメータ１４において、吸気管１２ａ
の外部にて内燃機関１１等から熱がハウジング本体２４やフランジ部２７、ポッティング
部６５に付与されても、この熱が流量検出部２２にまで伝わりにくくなっている。このた
め、吸気管１２ａの外部からの熱により流量検出部２２の検出精度が低下するということ
が生じにくくなっている。
【０１８６】
　本実施形態のセンサＳＡ５０では、図２９に示すように、流量検出部２２が奥行き方向
Ｚにおいて収容壁部１２１から極力遠い位置に配置されている。具体的には、奥行き方向
Ｚにおいて流量検出部２２と収容壁部１２１との離間距離Ｌ５が、収容壁部１２１の厚み
寸法Ｄ２３より大きくなっている。離間距離Ｌ５は、収容壁部１２１において最も肉厚の
部分の厚み寸法Ｄ２３より大きくなっている。流量検出部２２は、奥行き方向Ｚにおいて
収容領域ＰＢ１の中央位置に配置されており、このため、離間距離Ｌ５は、奥行き方向Ｚ
の収容領域ＰＢ１の奥行き寸法Ｄ６（図８参照）の１／２になっている。なお、収容壁部
１２１においてハウジング突起７２ａ，７２ｂがある部分については、ハウジング突起７
２ａ，７２ｂの突出寸法が厚み寸法Ｄ２３に含まれている。
【０１８７】
　この場合、例えば、樹脂成型に伴う変形が収容壁部１２１において奥行きハウジング突
起７２ｂなどに生じたことに起因して、センサＳＡ５０の中継部５２の外周面付近の部分
が歪んだとしても、その歪みが流量検出部２２まで届きにくくなっている。このため、仮
に樹脂成型に伴う変形が収容壁部１２１の奥行きハウジング突起７２ｂに生じていたとし
ても、流量検出部２２が位置ずれしにくくなっている。
【０１８８】
　なお、本実施形態では、奥行き方向Ｚにおいて流量検出部２２の中央部分と収容壁部１
２１の内周面との離間距離を離間距離Ｌ５としている。ただし、離間距離Ｌ５は、奥行き
方向Ｚについての流量検出部２２と収容壁部１２１との離れ度合いを示す値であればよく
、例えば、奥行き方向Ｚにおいて流量検出部２２と収容壁部１２１との間隔寸法とされて
いてもよい。
【０１８９】
　次に、エアフロメータ１４の製造方法について、センサＳＡ５０をハウジング２１に装
着する手順を中心に、図１４、図２９及び図３０を参照しつつ説明する。
【０１９０】
　型装置９０を用いてハウジング２１を樹脂成型した後、センサＳＡ５０をハウジング開
口部６１から内部空間２４ａに挿入する。センサＳＡ５０の中継部５２を収容壁部１２１
の内部に嵌合させる場合、表ＳＡ突起７１ａが幅ハウジング突起７２ａを変形させるとと
もに、中継部５２が奥行きハウジング突起７２ｂを変形させることになる。そして、セン
サＳＡ５０を内部空間２４ａに挿入して行って、センサＳＡ５０の回路段差面５５をハウ
ジング２１の領域段差面６６に押し付けた状態になった場合に、センサＳＡ５０の挿入を
終了する。なお、ハウジング開口部６１は、センサＳＡ５０を内部空間２４ａに収容させ
るための収容開口部に相当する。
【０１９１】
　この場合、幅ハウジング突起７２ａの先端面が表ＳＡ突起７１ａの先端面に接触してい
ることで、幅方向ＸにおいてセンサＳＡ５０が幅ハウジング突起７２ａに近付く側に移動
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することが規制される。一方、センサＳＡ５０が幅ハウジング突起７２ａから遠ざかる側
に移動することは、センサＳＡ５０の裏ＳＡ突起７１ｂが収容壁部１２１の内周面に接触
していることで規制される。この場合、幅ハウジング突起７２ａの先端面や、収容壁部１
２１の内周面において裏ＳＡ突起７１ｂに接触している部分を、位置出し面と称すること
ができる。
【０１９２】
　また、この場合、奥行きハウジング突起７２ｂの先端面が中継部５２の上流側の端面に
接触していることで、幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚの両方においてセンサＳＡ５０が奥行き
ハウジング突起７２ｂに近付く側に移動することが規制される。一方、センサＳＡ５０が
奥行きハウジング突起７２ｂから遠ざかる側に移動することは、センサＳＡ５０の下流側
の側面が収容壁部１２１の内周面に接触していることで規制される。この場合、奥行きハ
ウジング突起７２ｂの先端面や、収容壁部１２１の内周面においてセンサＳＡ５０の下流
側の端面が接触している部分を、位置出し面と称することができる。
【０１９３】
　さらに、センサＳＡ５０の回路段差面５５がハウジング２１の領域段差面６６に接触し
ていることで、高さ方向ＹにおいてセンサＳＡ５０がハウジング先端側に移動することが
規制される。一方、センサＳＡ５０がハウジング基端側に移動することは、センサＳＡ５
０の中継部５２が収容壁部１２１の内部に嵌合していることで規制される。
【０１９４】
　センサＳＡ５０を内部空間２４ａに挿入した後、この内部空間２４ａにポッティング樹
脂等の熱硬化性樹脂を注入し、この熱硬化性樹脂を硬化させることでポッティング部６５
を形成する。この場合、センサＳＡ５０がハウジング基端側に移動することは、ポッティ
ング部６５によっても規制されることになる。
【０１９５】
　構成群Ｃについて本実施形態によれば、ハウジング２１において収容壁部１２１がリン
グ保持部２５からハウジング先端側に離間している。このため、リング保持部２５を強度
向上のために肉厚化できる一方で、収容壁部１２１は、樹脂成型に伴う変形が生じないよ
うに肉薄化できる。このように、収容壁部１２１の肉薄化が図られていることで、収容壁
部１２１の形状が製品ごとにばらつくということが生じにくくなるため、収容壁部１２１
により位置決めされるセンサＳＡ５０の位置がばらつくということも生じにくくなる。し
たがって、流量検出部２２の検出精度が製品ごとにばらつくということを抑制できる。
【０１９６】
　本実施形態によれば、ハウジング開口部６１が領域段差面６６よりもハウジング基端側
に設けられている。ここで、ハウジング２１においては、ハウジング開口部６１が形成さ
れた部分の強度が比較的低いことに起因してハウジング本体２４が意図せずに変形するこ
とが懸念される。その一方で、ハウジング２１において領域段差面６６よりもハウジング
基端側では、封止壁部１２２やリング保持部２５、フランジ部２７によりハウジング２１
の強度が高められている。したがって、ハウジング２１において、領域段差面６６よりも
ハウジング基端側という強度を確保しやすい部分にハウジング開口部６１を形成すること
で、ハウジング開口部６１の存在によってハウジング本体２４が意図せずに変形する、と
いうことを抑制できる。この結果、ハウジング本体２４の変形に伴ってセンサＳＡ５０の
位置ずれが生じるということも抑制できる。
【０１９７】
　本実施形態によれば、幅方向ＸへのセンサＳＡ５０の移動を規制する幅ハウジング突起
７２ａと、奥行き方向ＺへのセンサＳＡ５０の移動を規制する奥行きハウジング突起７２
ｂと、の両方が収容壁部１２１に含まれている。この場合、収容壁部１２１では、これら
ハウジング突起７２ａ，７２ｂについても、樹脂成型に伴う変形が生じにくくなっている
ため、幅方向Ｘ及び奥行き方向ＺについてセンサＳＡ５０の位置が製品ごとにばらつくと
いうことを抑制できる。
【０１９８】
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　本実施形態によれば、収容壁部１２１の内周面の大部分がセンサＳＡ５０の外周面に接
触しているのではなく、ハウジング突起７２ａ，７２ｂの先端部という限られた部分がセ
ンサＳＡ５０の外周面に接触している。この場合、仮に樹脂成型に伴う変形が収容壁部１
２１に生じたとしても、この変形でハウジング突起７２ａ，７２ｂの位置がずれたりハウ
ジング突起７２ａ，７２ｂ自体が変形したりするとは限らない。このため、万が一、製品
ごとの形状ばらつきが収容壁部１２１に生じたとしても、この変形ばらつきによりセンサ
ＳＡ５０の位置がばらつくということが生じにくくなっている。したがって、センサＳＡ
５０の位置が製品ごとにばらつくことをより確実に抑制できる。
【０１９９】
　本実施形態によれば、高さ方向Ｙにおいてハウジング先端側へのセンサＳＡ５０の移動
を規制する領域段差面６６が収容壁部１２１に含まれている。この場合、収容壁部１２１
では、この領域段差面６６についても、樹脂成型に伴う変形が生じにくくなっているため
、高さ方向ＹについてセンサＳＡ５０の位置が製品ごとにばらつくということを抑制でき
る。
【０２００】
　本実施形態によれば、センサＳＡ５０においては、リードターミナル５４と流量検出部
２２との間において、流量検出部２２寄りの位置に回路段差面５５が設けられている。こ
の場合、仮に、センサＳＡ５０が領域段差面６６との接触部分を支点として回動するよう
に位置ずれしたとしても、例えばリードターミナル５４寄りの位置に回路段差面５５が設
けられた構成に比べて、流量検出部２２の位置ずれ量を低減できる。このため、流量検出
部２２の検出精度の低下を抑制できる。
【０２０１】
　本実施形態によれば、リング保持部２５と収容壁部１２１とが張り出し部６６ａにより
接続されているため、収容壁部１２１がリング保持部２５からハウジング先端側に離間し
た構成を実現できる。この場合、仮に、樹脂成型に伴う変形がリング保持部２５に生じた
としても、この変形が張り出し部６６ａにより吸収されることで、リング保持部２５の変
形に伴って収容壁部１２１の位置や形状が変化するということが生じにくくなっている。
このため、領域段差面６６やハウジング突起７２ａ，７２ｂによるセンサＳＡ５０の位置
決め精度が低下するということを抑制できる。
【０２０２】
　本実施形態によれば、流量検出部２２と領域段差面６６との離間距離Ｌ３が横延出部６
６ｂの厚み寸法Ｄ２２より大きいため、高さ方向Ｙにおいて流量検出部２２を領域段差面
６６から極力遠ざけた構成を実現できる。この構成によれば、仮に樹脂成型に伴う変形が
領域段差面６６に生じていたとしても、収容壁部１２１の内側に嵌合されることでセンサ
ＳＡ５０に生じた歪みが流量検出部２２までは届きにくくなる。このため、センサＳＡ５
０をハウジング２１に組み付ける際にセンサＳＡ５０の歪みが生じたとしても、流量検出
部２２の位置ずれが生じるということを抑制できる。
【０２０３】
　本実施形態によれば、流量検出部２２と収容壁部１２１との離間距離Ｌ５が収容壁部１
２１の厚み寸法Ｄ２３より大きいため、奥行き方向Ｚにおいて流量検出部２２を収容壁部
１２１から極力遠ざけた構成を実現できる。この構成によれば、仮に樹脂成型に伴う変形
がハウジング突起７２ａ，７２ｂに生じていたとしても、収容壁部１２１の内側に嵌合さ
れることでセンサＳＡ５０に生じた歪みが流量検出部２２までは届きにくくなる。このた
め、センサＳＡ５０の歪みにより流量検出部２２の位置ずれが生じるということを抑制で
きる。
【０２０４】
　本実施形態によれば、センサＳＡ５０がハウジング開口部６１を通じて内部空間２４ａ
に挿入される。このように、樹脂成型されたハウジング２１に対してセンサＳＡ５０を後
付けする場合でも、樹脂成型に伴う変形が収容壁部１２１にて生じにくくなっていること
に起因して、収容壁部１２１によるセンサＳＡ５０の位置決め精度を高めることができる
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。
【０２０５】
　＜構成群Ｄの説明＞
　通過流路の構成に関する構成群Ｄについて、図３２、図３３等を参照しつつ説明する。
【０２０６】
　図３２に示すように、通過流路３１は、奥行き方向Ｚにおいて流路境界部３４よりも下
流側には延びていない。換言すれば、通過流路３１には、奥行き方向Ｚにおいて流路境界
部３４と流入口３３ａとの間の部分が流入通過路３１ａである一方で、奥行き方向Ｚにお
いて流路境界部３４と流出口３３ｂとの間の部分が存在しない。この場合、流路境界部３
４の一部と流出口３３ｂの一部とが重複しており、流路境界部３４は、奥行き方向Ｚにお
いて流出口３３ｂから流入口３３ａに向けて延びている。なお、流路境界部３４が分岐境
界部に相当する。
【０２０７】
　通過流路３１の内周面は、通過天井面１５１、通過床面１５２及び通過壁面１５３を有
している。通過天井面１５１と通過床面１５２とは、高さ方向Ｙにおいて通過流路３１を
挟んで対向しており、通過天井面１５１が通過流路３１よりもハウジング基端側に配置さ
れている。通過天井面１５１はハウジング先端側を向いており、通過床面１５２はハウジ
ング基端側を向いている。通過壁面１５３は、幅方向Ｘにおいて通過天井面１５１及び通
過床面１５２を挟んで一対設けられており、これら通過壁面１５３は、幅方向Ｘを向いた
状態で互いに対向している。
【０２０８】
　また、通過流路３１の内周面は、流入口３３ａから流出口３３ｂに向けて通過流路３１
を絞っている絞り面１５２ａ，１５３ａを有している。この場合、通過流路３１の流路面
積が流出口３３ｂに向けて徐々に小さくなっている。絞り面１５２ａ，１５３ａは、流出
通過路３１ｂの内周面に含まれており、流出口３３ｂから流入通過路３１ａに向けて延び
ている。絞り面１５２ａ，１５３ａは、流入口３３ａ側を向いていることで奥行き方向に
対して傾斜している。絞り面１５２ａ，１５３ａは、流出通過路３１ｂの上流端部と下流
端部とにかけ渡されている一方で、流入通過路３１ａの内周面には含まれていない。通過
流路３１の流路断面は、流出通過路３１ｂにおいて流出口３３ｂに近い部分ほど小さくな
っている。
【０２０９】
　床絞り面１５２ａは通過床面１５２に含まれており、壁絞り面１５３ａは通過壁面１５
３に含まれている。床絞り面１５２ａは、ハウジング底部６２において奥行き方向Ｚに対
して傾斜した部分の内周面になっている。壁絞り面１５３ａは、通過絞り部４７の内周面
になっており、幅方向Ｘにおいて床絞り面１５２ａを挟んで一対設けられている。なお、
床絞り面１５２ａ及び壁絞り面１５３ａが通過絞り面に相当する。
【０２１０】
　流路境界部３４は、流出口３３ｂを向いていることで奥行き方向Ｚに対して傾斜してい
る。すなわち、流路境界部３４は通過天井面１５１に対して傾斜している。流路境界部３
４は、流出口３３ｂを挟んで床絞り面１５２ａに対向しており、この床絞り面１５２ａに
平行に延びている。
【０２１１】
　ハウジング２１の外周面には、流入口３３ａと流路境界部３４との重複部分から外周側
に向けて延びた庇面１５４が含まれている。庇面１５４は、奥行き方向Ｚにおいて流路境
界部３４を挟んで通過天井面１５１とは反対側に配置されており、通過天井面１５１と同
様に奥行き方向Ｚに延びている。このため、床絞り面１５２ａは、庇面１５４に対しても
傾斜していることになる。なお、通過壁面１５３が庇面１５４に接続されていないことに
起因して、庇面１５４は通過流路３１を形成していない。
【０２１２】
　次に、型装置９０の通過型部１０４について説明する。
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【０２１３】
　図３２、図３３に示すように、通過型部１０４の外周面は、床絞り面１５２ａを成型す
るための床絞り成型面１５６と、壁絞り面１５３ａを成型するための壁絞り成型面１５７
とを有している。通過型部１０４は、型装置９０が組み立てられた状態において外周型部
１０２，１０３に当接する外側通過面１５８を有しており、この外側通過面１５８は、通
過型部１０４の先端部や先端面になっている。床絞り成型面１５６及び壁絞り成型面１５
７は、通過型部１０４の外側通過面１５８から奥行き方向Ｚに延びている。これら成型面
１５６，１５７が設けられていることで、通過型部１０４は外側通過面１５８に近い部分
ほど細くなっている。壁絞り成型面１５７は、幅方向Ｘにおいて床絞り成型面１５６を挟
んで一対設けられている。なお、床絞り成型面１５６及び壁絞り成型面１５７が型絞り部
に相当する。
【０２１４】
　また、通過型部１０４の外周面は、型装置９０が組み立てられた状態において導入成型
部９７ｂに当接する内側通過面１５９を有している。内側通過面１５９は、通過型部１０
４において壁絞り成型面１５７及び外側通過面１５８を挟んで反対側に配置されており、
外側通過面１５８に直交している。床絞り成型面１５６は、内側通過面１５９に対して傾
斜している。上述したように、導入成型部９７ｂは計測成型部９７に含まれており、計測
成型部９７は内周型部９１に含まれている。内周型部９１は、計測流路３２の内周面を成
型する計測型部及び分岐型部に相当する。
【０２１５】
　型装置９０が組み立てられた状態においては、計測成型部９７が通過型部１０４及び外
周型部１０２，１０３の両方に当接している。計測成型部９７の外周面は、型装置９０に
おいて外周型部１０２，１０３に当接する外側計測面１６１と、通過型部１０４の内側通
過面１５９に当接する内側計測面１６２とを有している。樹脂成型されたハウジング２１
から型装置９０が取り外される前の状態では、計測成型部９７の先端部が通過流路３１に
入り込んでいることで、外側計測面１６１及び内側計測面１６２は通過流路３１の内部に
配置されている。この場合、通過型部１０４の外側通過面１５８と計測成型部９７の外側
計測面１６１とが同一平面を形成しており、この平面が流出口３３ｂに含まれている。計
測成型部９７については、通過流路３１に入り込むように進入した部分を進入部分１６３
と称し、この進入部分１６３を図３２にドットハッチングで図示している。
【０２１６】
　図３３の図示に合わせて、計測成型部９７が第１外周型部１０２に当接している部分に
ついて説明すると、型装置９０では、計測成型部９７と通過型部１０４と第１外周型部１
０２との境界部である型境界部１６５が形成されている。型境界部１６５は、幅方向Ｘに
延びており、この型境界部１６５には、計測成型部９７の外側計測面１６１と内側計測面
１６２との境界部が含まれている。型境界部１６５は、ハウジング２１において通過流路
３１のうち流出口３３ｂに配置されている。なお、計測成型部９７が第２外周型部１０３
に当接している部分については、計測成型部９７、通過型部１０４及び第２外周型部１０
３という３個の型部の境界部を型境界部１６５と称することができる。
【０２１７】
　上述したように、樹脂成型されたハウジング２１から型装置９０を取り外す場合、通過
型部１０４をハウジング２１の流入口３３ａから抜き取った後に、外周型部１０２，１０
３をハウジング２１の外周面から取り外す。なお、内周型部９１をハウジング２１から取
り外す作業と、通過型部１０４をハウジング２１から取り外す作業は、どちらが先に行わ
れてもよい。
【０２１８】
　構成群Ｄについて本実施形態によれば、ハウジング２１の樹脂成型に際して、型装置９
０を用いることで通過流路３１の内周面が一体成型される。このため、複数の部材を別々
に樹脂成型した後にこれら部材を組み合わせて通過流路３１を形成するという必要がない
。この場合、部材同士の境界部において、通過流路３１の内周面に段差が発生することや
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、通過流路３１の形状や大きさが製品ごとにばらつくということが生じにくくなる。この
ように製造ばらつきを抑制することで、流量検出部２２の検出精度を高めることができる
。
【０２１９】
　本実施形態によれば、樹脂成型されたハウジング２１から型装置９０を取り外す場合、
通過型部１０４をハウジング２１の流入口３３ａから抜き取った後に、外周型部１０２，
１０３をハウジング２１の外周面から取り外す。この場合、通過型部１０４を流入口３３
ａから奥行き方向Ｚに抜き取る際には、ハウジング２１の外周部が外周型部１０２，１０
３により保護された状態になっている。このため、仮に、通過型部１０４の先端部分を幅
方向Ｘや高さ方向Ｙに振るように、通過型部１０４をこじりながら流入口３３ａから抜き
取ったとしても、通過型部１０４でハウジング２１を内周側から変形させてしまうという
ことが生じにくくなっている。したがって、通過型部１０４をハウジング２１から取り外
す際に意図せずにハウジング２１が変形したり破損したりすることを抑制できる。
【０２２０】
　本実施形態によれば、樹脂成型されたハウジング２１から型装置９０を取り外す前の状
態においては、計測成型部９７の進入部分１６３が通過流路３１に入り込んだ状態になっ
ている。すなわち、型境界部１６５が通過流路３１の内部に形成されている。このように
、通過流路３１の内周面の一部を計測成型部９７により成型することで、通過型部１０４
を流出口３３ｂからは抜き取らないという型装置９０において、通過流路３１の形状に関
する設計や製造の自由度を高めることができる。このため、本実施形態のように流路境界
部３４が流出口３３ｂ側を向いたハウジング２１を実現することができる。
【０２２１】
　本実施形態によれば、通過型部１０４が外側通過面１５８を形成する先端部に向けて徐
々に細くなっている。すなわち、通過型部１０４が先太りしない形状になっている。この
ため、通過型部１０４と外周型部１０２，１０３とを互いに組み付けた状態でハウジング
２１の樹脂成型を行った場合に、通過型部１０４を外側通過面１５８とは反対側に向けて
ハウジング２１の流入口３３ａから抜き取ることができる。この場合、通過型部１０４を
用いて通過流路３１の内周面を一体成型することができる。
【０２２２】
　本実施形態によれば、通過型部１０４の外周面には床絞り成型面１５６及び壁絞り成型
面１５７が含まれているため、通過型部１０４が外側通過面１５８に向けて徐々に細くな
っている形状を実現できる。この場合、通過流路３１の内周面において、通過型部１０４
の引き抜き方向である奥行き方向Ｚに平行に延びた部分の面積が床絞り成型面１５６及び
壁絞り成型面１５７の分だけ小さくなる。このため、通過型部１０４を通過流路３１の内
部から引き抜きやすくすることができる。
【０２２３】
　本実施形態によれば、奥行き方向Ｚにおいて、流出口３３ｂから流入口３３ａに向けて
は通過流路３１が絞られていない。この場合、型装置９０を用いてハウジング２１を樹脂
成型する際に、通過型部１０４を流入口３３ａから抜き取ることが可能であるため、複数
の部材を組み合わせて通過流路３１を形成するという必要がない。本実施形態とは異なり
、例えば、通過流路３１の中間部分が最も太くなった構成では、通過型部１０４が通過流
路３１の内周面に引っ掛かることなどにより通過型部１０４を流入口３３ａから抜き取る
ことが困難になる。この構成では、複数の部材を組み合わせて通過流路３１を形成するこ
とになるため、上述したような通過流路３１の製造ばらつきが発生しやすくなってしまう
。
【０２２４】
　本実施形態によれば、通過流路３１の内周面に床絞り面１５２ａ及び壁絞り面１５３ａ
が含まれているため、流出口３３ｂに向けて通過流路３１の絞り度合いを大きくすること
ができる。しかも、床絞り面１５２ａ及び壁絞り面１５３ａが流出口３３ｂから流入口３
３ａに向けて延びているため、通過流路３１において流出口３３ｂの絞り度合いを最も大
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きくすることができる。これにより、流路境界部３４から流出口３３ｂが延びた構成でも
、流出口３３ｂを絞ることで計測流路３２での空気の流速を適度に高めることができる。
【０２２５】
　本実施形態によれば、流路境界部３４から流出口３３ｂが延びているため、ハウジング
２１の樹脂成型に際して、通過型部１０４を流路境界部３４よりも流出口３３ｂ側にまで
延ばす必要がない。この場合、通過流路３１において流路境界部３４に高さ方向Ｙに並ん
だ部分を通過型部１０４だけでなく計測成型部９７によっても成型することができる。こ
のため、通過型部１０４を流出口３３ｂからは抜き取らないという型装置９０を用いてハ
ウジング２１を形成する場合に、流路境界部３４と流出口３３ｂとの位置関係に関する設
計や製造の自由度を高めることができる。
【０２２６】
　本実施形態によれば、流出口３３ｂから流路境界部３４が延びているため、通過流路３
１の内周面を一体成型する構成において、流路境界部３４が流出口３３ｂ側を向くように
奥行き方向Ｚに対して傾斜させることができる。この場合、流入口３３ａから通過流路３
１に進入した異物は、流出口３３ｂに向けて真っ直ぐに進んでいるだけでは流路境界部３
４に到達することができない。このため、通過流路３１から計測流路３２に異物が進入す
ることを抑制できる。
【０２２７】
　＜構成群Ｅ＞
　コネクタターミナルの位置に関する構成群Ｅについて、図３４～図３９等を参照しつつ
説明する。なお、図３４においては、ＳＡ突起７１ａ，７１ｂや幅ハウジング突起７２ａ
、ターミナル固定部８７の図示を省略し、図３５においては、ポッティング部６５の図示
を省略している。
【０２２８】
　図３４に示すように、エアフロメータ１４のコネクタ部２８は、その先端面が凹むこと
で形成されたコネクタ凹部１７１を有している。コネクタ凹部１７１の開放端をコネクタ
開口部１７１ａと称すると、コネクタ開口部１７１ａは、コネクタ凹部１７１の内部空間
を奥行き方向Ｚに開放している。なお、本実施形態では、高さ方向Ｙが検出ユニットとハ
ウジング開口部とが並んだ方向に相当する。また、コネクタ開口部１７１ａは、コネクタ
凹部１７１の内部空間を幅方向Ｘや高さ方向Ｙに開放していてもよい。
【０２２９】
　コネクタターミナル２８ａは、コネクタ凹部１７１と内部空間２４ａとにかけ渡されて
いる。コネクタターミナル２８ａは、コネクタ凹部１７１の内部に配置された第１ターミ
ナル部１７２ａと、内部空間２４ａに配置された第２ターミナル部１７２ｂと、これらタ
ーミナル部１７２ａ，１７２ｂを接続する接続ターミナル部１７２ｃとを有している。コ
ネクタターミナル２８ａにおいては、一方の端部が第１ターミナル部１７２ａに含まれて
おり、他方の端部が第２ターミナル部１７２ｂに含まれている。第１ターミナル部１７２
ａは、コネクタ凹部１７１の内部においてコネクタ開口部１７１ａに向けて延びている。
第２ターミナル部１７２ｂは、内部空間２４ａにおいてハウジング開口部６１に向けて延
びている一方で、ハウジング開口部６１から外部には突出していない。
【０２３０】
　コネクタターミナル２８ａにおいては、ハウジング２１の内周面からコネクタ凹部１７
１の内部に突出した部分が第１ターミナル部１７２ａであり、ハウジング２１の内周面か
ら内部空間２４ａに突出した部分が第２ターミナル部１７２ｂである。このため、内部空
間２４ａとコネクタ凹部１７１との間においては、接続ターミナル部１７２ｃの全体がハ
ウジング２１に埋め込まれた状態になっている。なお、接続ターミナル部１７２ｃは、少
なくとも一部がハウジング２１に埋め込まれていればよい。この場合でも、接続ターミナ
ル部１７２ｃがハウジング２１に固定された構成を実現できる。
【０２３１】
　センサＳＡ５０について、回路収容部５１、中継部５２及びセンシング部５３を含んで
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構成された部位をＳＡ本体１７０と称すると、ＳＡ本体１７０は流量検出部２２を有して
いる。リードターミナル５４は、高さ方向ＹにおいてＳＡ本体１７０からハウジング開口
部６１に向けて延びている一方で、ハウジング開口部６１から外部には突出していない。
なお、ＳＡ本体１７０がユニット本体に相当する。
【０２３２】
　内部空間２４ａは、ＳＡ本体１７０を収容した本体領域ＰＣ１と、コネクタターミナル
２８ａの第２ターミナル部１７２ｂを収容したコネクタ領域ＰＣ２とを有している。本体
領域ＰＣ１及びコネクタ領域ＰＣ２は、高さ方向Ｙに直交する方向である幅方向Ｘに横並
びに配置されており、いずれもハウジング開口部６１からハウジング先端側に向けて延び
ている。本体領域ＰＣ１には、高さ方向Ｙにおいて領域段差面６６とハウジング開口部６
１とにかけ渡された領域が含まれており、コネクタ領域ＰＣ２は、高さ方向Ｙにおいて封
止段差面６７とハウジング開口部６１とにかけ渡された領域になっている。高さ方向Ｙに
直交する方向である幅方向Ｘにおいて領域段差面６６と封止段差面６７との境界部が、本
体領域ＰＣ１とコネクタ領域ＰＣ２との境界部に含まれている。なお、領域段差面６６は
、幅方向Ｘにおいて内部空間２４ａを挟んで一対設けられている。
【０２３３】
　コネクタ領域ＰＣ２は、高さ方向ＹにおいてＳＡ本体１７０からハウジング開口部６１
側に離間した位置に配置されている。これは、封止段差面６７が高さ方向Ｙにおいてハウ
ジング開口部６１とＳＡ本体１７０との間に配置されているためである。
【０２３４】
　コネクタ領域ＰＣ２においては、コネクタターミナル２８ａの第２ターミナル部１７２
ｂが封止段差面６７からハウジング開口部６１に向けて延びている。コネクタターミナル
２８ａにおいては、接続ターミナル部１７２ｃがコネクタ領域ＰＣ２に露出していない。
この場合、接続ターミナル部１７２ｃからハウジング開口部６１に向けて延びた部分のう
ちコネクタ領域ＰＣ２に配置された部分が第２ターミナル部１７２ｂを形成している。な
お、第２ターミナル部１７２ｂが突出ターミナル部及び縦ターミナル部に相当する。
【０２３５】
　内部空間２４ａでは、コネクタターミナル２８ａが高さ方向Ｙにおいてハウジング開口
部６１とセンサＳＡ５０との間に入り込んでいない。これは、第２ターミナル部１７２ｂ
がコネクタ領域ＰＣ２から本体領域ＰＣ１にはみ出していないためである。すなわち、コ
ネクタターミナル２８ａが本体領域ＰＣ１にはみ出していないためである。
【０２３６】
　内部空間２４ａにおいては、センサＳＡ５０の回路段差面５５がハウジング開口部６１
側から領域段差面６６に引っ掛かった状態になっている。また、ターミナルユニット８５
のブリッジターミナル８６がハウジング開口部６１側から封止段差面６７に引っ掛かった
状態になっている。上述したように、領域段差面６６及び封止段差面６７はいずれもハウ
ジング２１の内周面に含まれている。領域段差面６６は、高さ方向ＹについてセンサＳＡ
５０の位置を保持するユニット保持面に相当し、封止段差面６７は、高さ方向Ｙについて
ブリッジターミナル８６の位置を保持するターミナル保持面に相当する。また、ブリッジ
ターミナル８６が接続ターミナルに相当する。
【０２３７】
　ブリッジターミナル８６は、リードターミナル５４に接続された第１ブリッジ部１７３
ａと、コネクタターミナル２８ａに接続された第２ブリッジ部１７３ｂと、これらブリッ
ジ部１７３ａ，１７３ｂを接続した接続ブリッジ部１７３ｃを有している。ブリッジター
ミナル８６は、本体領域ＰＣ１とコネクタ領域ＰＣ２との境界部を幅方向Ｘに跨いだ状態
になっている。第１ブリッジ部１７３ａは、本体領域ＰＣ１においてリードターミナル５
４に沿って延びており、第２ブリッジ部１７３ｂは、コネクタ領域ＰＣ２においてコネク
タターミナル２８ａの第２ターミナル部１７２ｂに沿って延びている。接続ブリッジ部１
７３ｃは、本体領域ＰＣ１とコネクタ領域ＰＣ２とにかけ渡された状態になっている。
【０２３８】
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　第２ブリッジ部１７３ｂは、封止段差面６７とハウジング開口部６１との間に入り込ん
でおり、第２ブリッジ部１７３ｂ及び接続ブリッジ部１７３ｃの少なくとも一方が封止段
差面６７に接触している。この場合、封止段差面６７は、第２ブリッジ部１７３ｂと第２
ターミナル部１７２ｂとの接続部分を支持していることになる。第１ブリッジ部１７３ａ
には第２接続部８６ｂ（図１８等参照）が含まれており、この第２接続部８６ｂを含む部
分が第１ブリッジ部１７３ａとリードターミナル５４との接続部分になっている。また、
第２ブリッジ部１７３ｂには第１接続部８６ａ（図１８等参照）が含まれており、この第
１接続部８６ａを含む部分が第２ブリッジ部１７３ｂと第２ターミナル部１７２ｂとの接
続部分になっている。
【０２３９】
　図３５に示すように、センサＳＡ５０が有する複数のリードターミナル５４には、コネ
クタターミナル２８ａに電気的に接続されたターミナルに加えて、吸気温ターミナル２３
ｃに電気的に接続されたターミナルが含まれている。吸気温ターミナル２３ｃも、コネク
タターミナル２８ａと同様に、ブリッジターミナル８６を介してリードターミナル５４に
接続されている。吸気温ターミナル２３ｃは、コネクタターミナル２８ａの第２ターミナ
ル部１７２ｂと同様に封止段差面６７からコネクタ領域ＰＣ２に突出し且つハウジング開
口部６１に向けて延びた吸気温ターミナル部１７５を有している。この場合、吸気温ター
ミナル部１７５も、第２ターミナル部１７２ｂと同様に、本体領域ＰＣ１にはみ出さない
状態でコネクタ領域ＰＣ２に配置されている。
【０２４０】
　次に、型装置９０について図２２、図３６を参照しつつ説明する。なお、図３６には、
第１外周型部１０２とは反対側から第２外周型部１０３の外周面を見た場合の型装置９０
を図示している。
【０２４１】
　図２２、図３６に示すように、型装置９０は、内周型部９１及び第２外周型部１０３に
組み付けられるコネクタ型部１７７を有している。コネクタ型部１７７は、内周型部９１
の内部に入り込んだ状態で、第２外周型部１０３の外周面に対して組み付けられることで
、コネクタ部２８の内周面を成型する。本実施形態のコネクタ型部１７７は、内周型部９
１及び第２外周型部１０３に対して別部材として形成されている。なお、コネクタ型部１
７７は、内周型部９１や第２外周型部１０３に一体的に取り付けられていてもよく、この
場合は、内周型部９１や第２外周型部１０３にコネクタ型部１７７が含まれることになる
。
【０２４２】
　型装置９０が組み立てられた状態では、コネクタターミナル２８ａ及び吸気温ターミナ
ル２３ｃが型装置９０に既に装着された状態になっている。型装置９０が、コネクタター
ミナル２８ａ及び吸気温ターミナル２３ｃを仮支持する仮支持部１７８を有しており、コ
ネクタターミナル２８ａ及び吸気温ターミナル２３ｃを仮支持部１７８に仮取り付け可能
になっている。仮支持部１７８は、例えばコネクタ型部１７７に含まれており、コネクタ
ターミナル２８ａ及び吸気温ターミナル２３ｃを着脱可能になっている。仮支持部１７８
は、ターミナル２８ａ，２３ｃを支持可能な支持状態と、ターミナル２８ａ，２３ｃの支
持を解除する解除状態とに移行可能になっている。
【０２４３】
　型装置９０においては、コネクタターミナル２８ａがコネクタ型部１７７の内部に収容
されている一方で、吸気温ターミナル２３ｃは、コネクタ型部１７７と第２外周型部１０
３と根元型部１０５，１０６とにかけ渡された状態になっている。
【０２４４】
　続いて、エアフロメータ１４の製造方法について、ハウジング２１を樹脂成型した後の
手順を中心に、図３６～図３９等を参照しつつ説明する。
【０２４５】
　本実施形態では、コネクタターミナル２８ａ及び吸気温ターミナル２３ｃを埋め込んだ
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状態のハウジングを樹脂成型するインサート成型を行う。このインサート成型では、型装
置９０を組み立てる工程において、図３６に示すように、コネクタ型部１７７の仮支持部
１７８にコネクタターミナル２８ａ及び吸気温ターミナル２３ｃの仮取り付けを行う。そ
して、この状態のコネクタ型部１７７を内周型部９１や外周型部１０２，１０３等に組み
付ける。その後、型装置９０の内部に溶融樹脂を注入し、溶融樹脂を硬化させてハウジン
グ２１を成型した後、ハウジング２１から型装置９０を取り外す。
【０２４６】
　この工程では、仮支持部１７８を解除状態に移行させることなどにより、コネクタター
ミナル２８ａ及び吸気温ターミナル２３ｃを仮支持部１７８から取り外し、コネクタ型部
１７７をハウジング２１のコネクタ部２８から取り外す。また、内周型部９１や外周型部
１０２，１０３もハウジング２１から取り外す。樹脂成型されたハウジング２１において
は、コネクタターミナル２８ａ及び吸気温ターミナル２３ｃのそれぞれの一部がハウジン
グ２１に埋め込まれた状態になっている。
【０２４７】
　そして、図３７に示すように、ハウジング２１の内部空間２４ａにセンサＳＡ５０を設
置する工程を行う。この工程では、センサＳＡ５０をハウジング開口部６１から内部空間
２４ａの本体領域ＰＣ１に挿入し、センサＳＡ５０の回路段差面５５がハウジング２１の
領域段差面６６に引っ掛かるまでセンサＳＡ５０を押し込む。この場合、センサＳＡ５０
のセンシング部５３からハウジング開口部６１に挿入することで、リードターミナル５４
が内部空間２４ａの封止領域ＰＡに配置されることになる。
【０２４８】
　型装置９０においては、コネクタターミナル２８ａの接続ターミナル部１７２ｃ全体が
ハウジング２１に埋め込まれるように、ハウジング２１を樹脂成型する構成になっている
。このため、本体領域ＰＣ１及びコネクタ領域ＰＣ２の内周面を内周型部９１の入り込み
部９３により成型する構成では、入り込み部９３を単にハウジング開口部６１から抜き取
ることで、これら本体領域ＰＣ１及びコネクタ領域ＰＣ２を成型できる。
【０２４９】
　本実施形態とは異なり、例えば、接続ターミナル部１７２ｃを封止段差面６７からハウ
ジング開口部６１側に離間させたハウジング２１を樹脂成型するには、接続ターミナル部
１７２ｃと封止段差面６７との間に入り込み部９３の一部を回り込ませる必要が生じる。
この構成では、入り込み部９３をハウジング開口部６１から抜き取ることが困難になって
しまうため、ハウジング２１を一体成型するのではなく、複数の部材を組み付けて製造せ
ざるを得なくなってしまう。
【０２５０】
　上述したように、コネクタターミナル２８ａの第２ターミナル部１７２ｂ及び吸気温タ
ーミナル部１７５は、本体領域ＰＣ１にはみ出さないようにコネクタ領域ＰＣ２に設置さ
れている。このため、センサＳＡ５０を本体領域ＰＣ１に挿入する際に、センサＳＡ５０
が第２ターミナル部１７２ｂや吸気温ターミナル部１７５に接触しにくくなっている。ま
た、本体領域ＰＣ１においては、領域段差面６６がハウジング開口部６１側を向いている
。このため、作業者は、一対の領域段差面６６の間を狙ってセンサＳＡ５０を挿入するこ
とで、センサＳＡ５０を、第２ターミナル部１７２ｂや吸気温ターミナル部１７５に接触
しないように本体領域ＰＣ１に設置することが容易になる。
【０２５１】
　その後、図３８に示すように、ターミナルユニット８５をハウジング開口部６１から内
部空間２４ａに挿入し、リードターミナル５４とコネクタターミナル２８ａの第２ターミ
ナル部１７２ｂとの間に押し込む。ここでは、ブリッジターミナル８６を封止段差面６７
に接触させることで、ブリッジターミナル８６をハウジング２１に対して仮取り付けする
。
【０２５２】
　そして、ブリッジターミナル８６をリードターミナル５４及びコネクタターミナル２８
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ａのそれぞれに溶接等により接合する作業を、一対の溶接電極を有する溶接装置等の接合
具を用いて行う。ここでは、一対の溶接電極をハウジング開口部６１から内部空間２４ａ
に差し入れ、これら溶接電極によりリードターミナル５４と第１ブリッジ部１７３ａとを
挟み込むようにして、これらリードターミナル５４と第１ブリッジ部１７３ａとの溶接を
行う。このような接合作業により、リードターミナル５４とブリッジターミナル８６との
接続部分が形成される。また、一対の溶接電極により第２ターミナル部１７２ｂと第２ブ
リッジ部１７３ｂとを挟み込むようにして、これら第２ターミナル部１７２ｂと第２ブリ
ッジ部１７３ｂとの溶接を行う。このような接合作業により、コネクタターミナル２８ａ
とブリッジターミナル８６との接続部分が形成される。
【０２５３】
　図３９において、ブリッジターミナル８６を介してリードターミナル５４とコネクタタ
ーミナル２８ａとを電気的に接続する作業が完了した後、ハウジング開口部６１から内部
空間２４ａの封止領域ＰＡにポッティング樹脂等の熱硬化性樹脂を注入する。そして、熱
硬化性樹脂に熱を加えて硬化させることでポッティング部６５を形成する。ここでは、熱
硬化性樹脂によりＳＡ本体１７０を覆い隠すのはもちろんのこと、リードターミナル５４
、ブリッジターミナル８６及びコネクタターミナル２８ａを熱硬化性樹脂により覆い隠す
。この場合、リードターミナル５４とブリッジターミナル８６との接続部分、及びブリッ
ジターミナル８６とコネクタターミナル２８ａとの接続部分がポッティング部６５により
保護されることになる。
【０２５４】
　構成群Ｅについて本実施形態によれば、ハウジング２１の内部空間２４ａにおいては、
高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１とセンサＳＡ５０との間にコネクタターミナル
２８ａが入り込んでいない。このため、コネクタターミナル２８ａをハウジング２１に取
り付けた後に、センサＳＡ５０をハウジング開口部６１から内部空間２４ａに挿入するこ
とができる。この場合、センサＳＡ５０を内部空間２４ａに設置した後に、ハウジング２
１にコネクタターミナル２８ａを取り付ける作業を行う必要がない。このため、ハウジン
グ２１へのコネクタターミナル２８ａの取り付けに伴う衝撃などによりセンサＳＡ５０の
位置ずれが生じる、ということを抑制できる。
【０２５５】
　ここで、内部空間２４ａにおいてセンサＳＡ５０の位置ずれが生じると、計測流路３２
での流量検出部２２の位置も意図せずにずれることになる。この場合、計測流路３２にて
流量検出部２２に沿って流れる吸入空気の量や速さが設計値とずれることなどにより、流
量検出部２２の検出精度が低下しやすくなる。これに対して、本実施形態によれば、上述
したように、意図しないセンサＳＡ５０の位置ずれが生じにくくなっているため、流量検
出部２２の検出精度が製品ごとにばらつくということを抑制できる。
【０２５６】
　本実施形態によれば、内部空間２４ａにおいて、コネクタターミナル２８ａの第２ター
ミナル部１７２ｂが本体領域ＰＣ１にはみ出さない状態でコネクタ領域ＰＣ２に収容され
ている。このため、高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１とセンサＳＡ５０との間に
第２ターミナル部１７２ｂが入り込んでいない構成を実現できる。この場合、作業者は、
センサＳＡ５０をハウジング開口部６１から本体領域ＰＣ１に挿入する際に、このセンサ
ＳＡ５０を単にコネクタ領域ＰＣ２に進入させないことで、センサＳＡ５０が第２ターミ
ナル部１７２ｂに接触することを回避できる。したがって、ハウジング２１へのセンサＳ
Ａ５０の取り付けに伴ってセンサＳＡ５０やコネクタターミナル２８ａが互いの接触によ
って破損したり変形したりするということを抑制できる。
【０２５７】
　本実施形態によれば、コネクタ領域ＰＣ２がセンサＳＡ５０のＳＡ本体１７０よりもハ
ウジング開口部６１に近い位置に配置されている。これに伴って、コネクタターミナル２
８ａの第２ターミナル部１７２ｂもＳＡ本体１７０よりもハウジング開口部６１に近い位
置に配置されることになる。この場合、第２ターミナル部１７２ｂとブリッジターミナル
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８６とを接合するための接合具を、内部空間２４ａの奥深くまで差し入れる必要がないた
め、接合を行う際の作業負担を低減できる。また、接合具を内部空間２４ａの奥深くまで
差し入れる構成に比べて、接合具がＳＡ本体１７０やハウジング２１に接触してこれらＳ
Ａ本体１７０やハウジング２１が破損したり変形したりすることを抑制できる。
【０２５８】
　本実施形態によれば、内部空間２４ａにおいては、コネクタターミナル２８ａの第２タ
ーミナル部１７２ｂが封止段差面６７によりハウジング開口部６１とは反対側から支持さ
れている。この場合、第２ターミナル部１７２ｂと第２ブリッジ部１７３ｂとを接合する
際に、第２ターミナル部１７２ｂが意図せずに変位するということが生じにくい。このた
め、接合作業時に第２ターミナル部１７２ｂが第２ブリッジ部１７３ｂに対して相対的に
変位してしまい、これら第２ターミナル部１７２ｂと第２ブリッジ部１７３ｂとを適正に
接合することが困難になる、ということを抑制できる。
【０２５９】
　本実施形態によれば、ブリッジターミナル８６が封止段差面６７によりハウジング開口
部６１とは反対側から支持されている。この場合、ブリッジターミナル８６をハウジング
２１に仮取り付けした段階で、ブリッジターミナル８６が位置保持された状態を作り出す
ことができる。このため、ブリッジターミナル８６をリードターミナル５４やコネクタタ
ーミナル２８ａに接合する際に、ブリッジターミナル８６を位置保持する作業を必要とし
ない分だけ作業負担を低減できる。
【０２６０】
　本実施形態によれば、ハウジング２１の内周面において、コネクタターミナル２８ａの
第２ターミナル部１７２ｂを支持する封止段差面６７が、センサＳＡ５０を支持する領域
段差面６６よりもハウジング開口部６１に近い位置に配置されている。この場合、封止段
差面６７からの第２ターミナル部１７２ｂの突出寸法が極力小さくなるため、ハウジング
２１を樹脂成型する際などに第２ターミナル部１７２ｂが意図せずに変形するということ
が生じにくくなっている。また、この場合、コネクタターミナル２８ａとブリッジターミ
ナル８６との接合部分が封止段差面６７とハウジング開口部６１との間に配置されるため
、内部空間２４ａにおいて封止段差面６７よりも深い位置まで接合具を差し入れる必要が
ない。このため、接合作業の容易化や、接合具との接触に伴うＳＡ本体１７０やハウジン
グ２１の破損や変形の抑制を実現できる。
【０２６１】
　本実施形態によれば、第２ターミナル部１７２ｂが封止段差面６７からハウジング開口
部６１に向けて延びている。この場合、第２ターミナル部１７２ｂと第２ブリッジ部１７
３ｂとを溶接電極などの接合具により挟み込む際に、ハウジング開口部６１から見て第２
ターミナル部１７２ｂや第２ブリッジ部１７３ｂの奥側に接合具を入り込ませる必要がな
い。このため、接合具を用いて第２ターミナル部１７２ｂと第２ブリッジ部１７３ｂとを
接合する際に、この接合作業を容易化できる。
【０２６２】
　本実施形態によれば、型装置９０の仮支持部１７８にコネクタターミナル２８ａを仮取
り付けしておくことで、コネクタターミナル２８ａが埋め込まれた状態のハウジング２１
が樹脂成型される。このため、ハウジング２１に対するコネクタターミナル２８ａの位置
ずれが生じるということを抑制できる。
【０２６３】
　本実施形態によれば、ハウジング開口部６１から内部空間２４ａに注入された熱硬化性
樹脂によりセンサＳＡ５０、コネクタターミナル２８ａ及びブリッジターミナル８６が覆
い隠された状態になっている。このため、センサＳＡ５０が位置ずれすることや、リード
ターミナル５４、コネクタターミナル２８ａ及びブリッジターミナル８６が変形したり破
損したりすることを、熱硬化性樹脂によって形成されたポッティング部６５により抑制で
きる。
【０２６４】
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　＜構成群Ｆ＞
　検出ユニットを覆うことに関する構成群Ｆについて、図４０～図４２等を参照しつつ説
明する。
【０２６５】
　図４０、図４１に示すように、リップ８９の内周面とハウジング本体２４の内周面とは
面一になっており、封止領域ＰＡの内周面１８０は領域段差面６６や封止段差面６７から
ハウジング開口部６１に向けて高さ方向Ｙに真っ直ぐに延びている。リップ８９は、内部
空間２４ａの周縁部に沿って延びていることでハウジング開口部６１を形成しており、開
口リブ部に相当する。
【０２６６】
　上述したように、ハウジング開口部６１を含む封止領域ＰＡは、全体として平面視で矩
形状に形成されているが、四隅が湾曲している。この場合、封止領域ＰＡの内周面１８０
は、ハウジング開口部６１に幅方向Ｘや奥行き方向Ｚに延びる平坦な内周平坦面１８１と
、互いに交差する内周平坦面１８１を接続するように湾曲した内周湾曲面１８２とを有し
ている。内周湾曲面１８２は、ハウジング開口部６１に鋭角や直角な入隅部分が形成され
ないように、外周側に向けて膨らむように湾曲している。内周湾曲面１８２は、封止領域
ＰＡの外周側に向けて膨らむように曲がった内周曲がり面に相当する。
【０２６７】
　封止領域ＰＡの内周面１８０においては、ハウジング開口部６１の四辺に対応する位置
に内周平坦面１８１が配置され、四隅に対応する位置に内周湾曲面１８２が配置されてい
る。内周平坦面１８１と内周湾曲面１８２とは互いに連続していることで、これら内周平
坦面１８１と内周湾曲面１８２との境界部には段差が形成されていない。内周平坦面１８
１及び内周湾曲面１８２は、ハウジング開口部６１から領域段差面６６や封止段差面６７
に向けて延びている。
【０２６８】
　上述したように、ハウジング２１においては、フランジ部２７はハウジング本体２４か
ら幅方向Ｘや奥行き方向Ｚに延びており、リング保持部２５は、フランジ部２７よりもハ
ウジング先端側に配置されている。一方、リップ８９は、ハウジング本体２４からハウジ
ング基端側に向けて延びている。この場合、リング保持部２５及びフランジ部２７を含ん
でハウジング取付部が構成されているとすると、リップ８９は、ハウジング取付部を挟ん
でバイパス流路３０や流入口３３ａとは反対側に配置されていることになる。換言すれば
、高さ方向Ｙにおいて、ハウジング開口部６１はセンサＳＡ５０を挟んで流入口３３ａと
は反対側に配置されている。
【０２６９】
　上述したように、センサＳＡ５０のリードターミナル５４とコネクタターミナル２８ａ
とは互いに接続されており、この接続部分１８３は封止領域ＰＡに収容されている。接続
部分１８３には、リードターミナル５４におけるブリッジターミナル８６に接続された各
部分と、コネクタターミナル２８ａにおけるブリッジターミナル８６に接続された部分と
、ブリッジターミナル８６の全体とが含まれている。なお、接続部分１８３には、コネク
タターミナル２８ａの第２ターミナル部１７２ｂ（図３４参照）の全体や、リードターミ
ナル５４の全体が含まれているとしてもよい。
【０２７０】
　次に、エアフロメータ１４の製造方法について、ポッティング部６５を作成する手順を
中心に説明する。なお、ポッティング部６５が充填部に相当する。
【０２７１】
　まず、ハウジング２１の内部空間２４ａにセンサＳＡ５０を設置し、ターミナルユニッ
ト８５を用いてリードターミナル５４とコネクタターミナル２８ａとを接続する。そして
、図４２に示すように、熱硬化性樹脂であるポッティング材１８５が内部空間２４ａから
溢れないように、ハウジング開口部６１を通じて内部空間２４ａに注入する工程を行う。
この注入工程では、液体状や流体状のポッティング材１８５を内部空間２４ａに充填する
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ことでこの内部空間２４ａを封止する。ここでは、ポッティング材１８５を封止材と称す
ることもできる。本実施形態では、ポッティング材１８５として例えばエポキシ樹脂を使
用し、ポッティング材１８５が充填材に相当する。
【０２７２】
　なお、ポッティング材１８５がポッティング樹脂及び硬化性樹脂に相当する。ポッティ
ング材１８５として、ウレタン樹脂やシリコン樹脂を用いてもよい。これらウレタン樹脂
やシリコン樹脂がポッティング材１８５として使用された場合、エポキシ樹脂がポッティ
ング材１８５として使用された場合に比べて、ポッティング部６５が軟らかくなりやすい
。
【０２７３】
　この注入工程においては、封止領域ＰＡに充填されたポッティング材１８５にボイドや
隙間といった空気の塊が形成されないように注入作業を行う。ここで、封止領域ＰＡにお
いては、内周湾曲面１８２により鋭角や直角な入隅部分が存在しないようになっている。
この場合、ポッティング材１８５と封止領域ＰＡの内周面１８０との間に隙間が生じにく
くなっており、また、ポッティング材１８５が封止領域ＰＡの内周面１８０に沿ってハウ
ジング開口部６１に向けて這い上がるという現象が生じにくくなっている。
【０２７４】
　また、この注入工程においては、センサＳＡ５０や接続部分１８３、コネクタターミナ
ル２８ａがハウジング開口部６１側から覆い隠すように、ポッティング材１８５を封止領
域ＰＡに充填する。ここで、封止領域ＰＡの内周面１８０においては、内周湾曲面１８２
によりポッティング材１８５の這い上がり現象が生じにくくなっていても、多少はこの這
い上がり現象が生じると考えられる。そこで、這い上がり現象が生じてもポッティング材
１８５がハウジング開口部６１から溢れないように、ポッティング材１８５の表面中央部
分がハウジング開口部６１から内側に若干入り込んだ位置になるようにポッティング材１
８５の注入量を設定する。
【０２７５】
　なお、内部空間２４ａにおいては、リードターミナル５４と吸気温ターミナル２３ｃと
の接続部分もポッティング材１８５により覆い隠される。リードターミナル５４と吸気温
ターミナル２３ｃとの接続部分には、リードターミナル５４及び吸気温ターミナル２３ｃ
におけるブリッジターミナル８６との接続部分と、ブリッジターミナル８６の全体とが含
まれる。
【０２７６】
　ポッティング材１８５を注入した後、ポッティング材１８５を加熱することで硬化させ
てポッティング部６５を形成する。ここで、ポッティング部６５について硬度等の硬さは
、ポッティング材１８５の種類の成分等により異なる。ポッティング部６５の硬さに関係
なく、内部空間２４ａにてセンサＳＡ５０の位置ずれが生じることをポッティング部６５
により抑制できるが、ポッティング部６５が硬いほど、センサＳＡ５０が位置ずれするこ
とに対する抑制効果が高くなる。また、ポッティング部６５が軟らかいほど、封止領域Ｐ
ＡやセンサＳＡ５０、接続部分１８３に対してポッティング部６５が密着しやすくなるた
め、ポッティング部６５によるシール性を高めることができる。
【０２７７】
　ポッティング部６５は、ハウジング開口部６１側からセンサＳＡ５０を覆っており、覆
い部に相当する。この場合、ポッティング部６５は、リードターミナル５４とコネクタタ
ーミナル２８ａとの接続部分をハウジング開口部６１側から覆っている。また、ポッティ
ング材１８５が覆い材に相当する。
【０２７８】
　構成群Ｆについて本実施形態によれば、ポッティング材１８５が内部空間２４ａに注入
されることでポッティング部６５が形成されるため、内部空間２４ａを封止する際にその
内部空間２４ａに圧力が付与されるということが生じにくくなっている。この場合、内部
空間２４ａに付与される圧力によりセンサＳＡ５０の位置ずれが意図せずに生じるという
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ことが抑制されるため、センサＳＡ５０の位置が製品ごとにばらつくということが生じに
くくなっている。したがって、流量検出部２２の検出精度が製品ごとにばらつくというこ
とを抑制できる。
【０２７９】
　本実施形態によれば、ハウジング本体２４から突出したリップ８９によりハウジング開
口部６１が形成されている。このため、ハウジング本体２４の形状や大きさを変更しなく
ても、単にリップ８９の突出寸法を変更することで、高さ方向Ｙにおいて内部空間２４ａ
や封止領域ＰＡの深さ寸法を変更することができる。この場合、ハウジング本体２４の汎
用性を低下させることなく、高さ方向ＹでのセンサＳＡ５０の長さ寸法に応じて内部空間
２４ａや封止領域ＰＡの深さ寸法を適正に設定できる。したがって、内部空間２４ａに対
してセンサＳＡ５０が長すぎて、内部空間２４ａをポッティング材１８５により封止した
にもかかわらずこのポッティング材１８５からセンサＳＡ５０の一部が突出してしまう、
ということを回避できる。
【０２８０】
　本実施形態によれば、封止領域ＰＡの内周面１８０に内周湾曲面１８２が含まれている
。このため、ポッティング材１８５と内周面１８０との間に隙間が生じることや、ポッテ
ィング材１８５が内周面１８０に沿って這い上がってハウジング開口部６１から溢れるこ
と、などを抑制できる。したがって、ポッティング材１８５による内部空間２４ａの封止
性能を適正に発揮させることができる。
【０２８１】
　本実施形態によれば、エアフロメータ１４においては、ハウジング開口部６１がリング
保持部２５を挟んで流入口３３ａとは反対側に配置されている。このため、ハウジング開
口部６１が吸気通路１２ではなく吸気管１２ａの外部に配置される構成を実現できる。こ
の場合、吸気通路１２を流れる吸入空気にポッティング部６５が常にさらされることがな
いため、ポッティング部６５の破損や劣化を抑制できる。これにより、ポッティング部６
５による内部空間２４ａの封止性能を長期間にわたって発揮させることができる。
【０２８２】
　本実施形態によれば、内部空間２４ａにおいては、センサＳＡ５０に加えて、リードタ
ーミナル５４とコネクタターミナル２８ａとの接続部分１８３がポッティング部６５によ
り覆われている。このため、ポッティング部６５の封止性能によりセンサＳＡ５０だけで
なく接続部分１８３も保護することができる。
【０２８３】
　＜構成群Ｇ＞
　情報部に関する構成群Ｇについて、図４３等を参照しつつ説明する。
【０２８４】
　図４３に示すように、ハウジング２１において、一方の端面をハウジング先端面１９１
と称し、他方の端面をハウジング基端面１９２と称すると、ハウジング開口部６１はハウ
ジング基端面１９２に設けられている。ハウジング基端面１９２は、ハウジング本体２４
やフランジ部２７、コネクタ部２８のそれぞれの外周面により形成されており、ハウジン
グ開口部６１はハウジング本体２４の外周面に配置されている。ハウジング基端面１９２
には、ハウジング開口部６１に加えて、複数の肉盗み部４１やネジ孔４２が設けられてお
り、これら肉盗み部４１やネジ孔４２は、フランジ部２７の外周面に配置されている。な
お、ハウジング基端面１９２がハウジングの一面であるハウジング面に相当する。また、
ハウジング先端面１９１とハウジング基端面１９２とは高さ方向Ｙに並んでいることにな
る。
【０２８５】
　ハウジング開口部６１は内部空間２４ａの開放端部であり、上述したように、内部空間
２４ａはポッティング部６５によりハウジング開口部６１側から封止されている。ポッテ
ィング部６５においては、その外側面であるポッティング面１９３が、ハウジング基端面
１９２と同様に高さ方向ＹにおいてセンサＳＡ５０とは反対側を向いている。また、上述
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したように、内部空間２４ａに充填されたポッティング材１８５が封止領域ＰＡの内周面
１８０を這い上がることにより、ポッティング面１９３においては周縁部分が湾曲しやす
くなっている。しかしながら、ポッティング面１９３の全体としては、周縁部分を除くほ
とんどの部分が平坦面になっている。この場合、ポッティング部６５が封止部に相当し、
ポッティング面１９３が封止部の外側面に相当する。
【０２８６】
　ハウジング２１においては、高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１がセンサＳＡ５
０を挟んで流入口３３ａとは反対側に配置されている。この場合、流入口３３ａが吸気管
１２ａの内部において吸気通路１２に配置される一方で、ポッティング部６５が吸気管１
２ａの外部に配置されることになる。ポッティング部６５においては、ポッティング面１
９３が高さ方向Ｙにおいて吸気管１２ａとは反対側を向いている。
【０２８７】
　ハウジング開口部６１は、上述したように、全体として矩形状に形成されている。この
場合、ハウジング開口部６１は、長辺である一対の第１辺部１９５と、短辺である一対の
第２辺部１９６とを有しており、全体として奥行き方向Ｚに延びた扁平状になっている。
この場合、第１辺部１９５は奥行き方向Ｚに延びており、第２辺部１９６は幅方向Ｘに延
びている。ハウジング開口部６１は四隅が面取りされており、その面取り部分は、第１辺
部１９５と第２辺部１９６とを接続した状態で外周側に向けて湾曲している。なお、第１
辺部１９５が対向辺に相当する。また、面取り部分は、湾曲しているのではなく真っ直ぐ
に延びていてもよく、折れ曲がっていてもよい。面取り部分は、ハウジング開口部６１の
四隅の全てに配置されていなくてもよい。
【０２８８】
　ポッティング面１９３には、あらかじめ定められた所定情報を示す情報部１９４が設け
られている。情報部１９４は、数字や文字、マークなどを有しており、マークには、記号
やロゴ、記憶マークなどが含まれ、記憶マークには２次元コードなどが含まれている。記
憶マークには、各種情報が記憶されており、この各種情報には、流量検出部２２や吸気温
センサ２３等の検出信号が回路チップ８１やＥＣＵ２０で補正される際にその補正に用い
る補正値が含まれている。また、この各種情報には、補正値の他にも、流量検出部２２や
吸気温センサ２３、エアクリーナ１９等の特性を示す特性マップなどが含まれている。
【０２８９】
　情報部１９４は、ポッティング面１９３に付与されたインクや塗料、凹凸により形成さ
れている。情報部１９４をポッティング面１９３に付与する方法としては、レーザーマー
キングやインクマーキングなどが挙げられる。情報部１９４は、各種情報を示すべく複数
の数字や文字により形成された数列や文字列を有しており、これら数列や文字列が第１辺
部１９５に沿って並んでいる。この場合、ユーザ等は、情報部１９４により表示された情
報を第１辺部１９５に沿って読み取ればよいため、情報部１９４の内容を誤って読み取る
ということが生じにくくなっている。また、情報部１９４は、ポッティング面１９３の広
範囲に配置されているが、基本的には、ポッティング面１９３の平坦部分に配置されてい
る。
【０２９０】
　構成群Ｇについて本実施形態によれば、ポッティング材１８５が内部空間２４ａに注入
されることでポッティング部６５が形成されているため、ポッティング面１９３の大部分
を平坦化することが可能である。しかも、ハウジング開口部６１及び内部空間２４ａは、
センサＳＡ５０を挿入することができるほどに大きくなっているため、情報部１９４を表
示する上でポッティング面１９３が不足するということが生じにくくなっている。このよ
うに、ポッティング面１９３の平坦化及び大型化が図られているため、ポッティング面１
９３に付与された情報部１９４の視認性を高めることができる。
【０２９１】
　本実施形態によれば、ハウジング２１の内部空間２４ａにおいては、センサＳＡ５０の
ＳＡ本体１７０とコネクタターミナル２８ａとが幅方向Ｘに横並びに配置されている。こ
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のため、ＳＡ本体１７０とコネクタターミナル２８ａとを横並びに配置できる程度に、幅
方向Ｘについて内部空間２４ａの幅寸法及びハウジング開口部６１の幅寸法が大きくなっ
ている。すなわち、幅方向Ｘにおいてポッティング面１９３の幅寸法が大きくなっている
。この場合、ポッティング面１９３において、情報部１９４の大型化を図ることが可能に
なっていることで、情報部１９４の視認性を高めることができる。
【０２９２】
　本実施形態によれば、高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１がセンサＳＡ５０を挟
んで流入口３３ａとは反対側に配置されているため、ポッティング面１９３が吸気管１２
ａの外部に配置されることになる。この場合、作業者は、エアフロメータ１４が吸気管１
２ａに取り付けられた状態のまま、ポッティング面１９３や情報部１９４を視認すること
ができる。したがって、情報部１９４を視認する際に、エアフロメータ１４を吸気管１２
ａから取り外すという手間を省くことができる。
【０２９３】
　本実施形態によれば、ハウジング開口部６１が、一対の第１辺部１９５が長辺になるよ
うに全体として扁平しているため、情報部１９４の並び方向を明確化することができる。
この場合、ポッティング面１９３において、情報部１９４の数列や文字列が第１辺部１９
５に沿って並んでいることで、作業者がこれら数列や文字列を読み間違えるということを
抑制できる。このように、ポッティング面１９３の形状により情報部１９４の視認性を高
めることができる。
【０２９４】
　本実施形態によれば、ハウジング基端面１９２には肉盗み部４１が設けられている。こ
こで、ハウジング基端面１９２において、情報部１９４の視認性が不足しない程度に大き
な平坦面を確保しようとすると、ハウジング基端面１９２での肉盗み部４１が不足するこ
とが懸念される。ハウジング基端面１９２にて肉盗み部４１が不足すると、ハウジング２
１が肉厚になることで、ハウジング２１を樹脂成型する際に溶融樹脂の硬化に伴って意図
しない変形がハウジング２１に生じることが懸念される。これに対して、本実施形態では
、ポッティング面１９３に情報部１９４が付与されているため、情報部１９４の表示に適
する程度の平坦面をハウジング基端面１９２に確保する必要がない。この場合、ハウジン
グ基端面１９２に十分な肉盗み部４１を配置することで、樹脂成型に伴うハウジング２１
の変形を抑制した上で、ポッティング面１９３での情報部１９４の視認性を高めることが
できる。
【０２９５】
　本実施形態によれば、ハウジング２１の内部空間２４ａにおいては、センサＳＡ５０が
ポッティング部６５により覆われている。ここで、本実施形態とは異なり、例えば、ハウ
ジング２１とは別部材として樹脂成型されたフタ部材がハウジング開口部６１に取り付け
られた構成では、ハウジング開口部６１が大型化するほど、フタ部材も大型化することに
なる。フタ部材が大型化した場合、フタ部材が自身の形状を保持できる程度にフタ部材を
肉厚に形成する必要がある一方で、樹脂成型に伴う変形が生じないようにするためにフタ
部材に肉抜き部を形成する必要も生じると考えられる。このため、フタ部材では、情報部
１９４を付与できる程度に平坦面を確保することが困難になってしまう。
【０２９６】
　これに対して、本実施形態によれば、情報部１９４が付与されたポッティング部６５に
ついては、樹脂成型を行わないことに起因して肉盗み部４１を形成する必要がない。しか
も、内部空間２４ａに充填されたポッティング部６５については、ポッティング面１９３
が必然的に平坦化されるという現象を利用することで、ポッティング面１９３のほぼ全体
に情報部１９４を配置することが可能になる。したがって、ポッティング面１９３におい
て情報部１９４の視認性を高めることができる。
【０２９７】
　＜構成群Ｈ＞
　物理量検出部の検出結果を補正すること関する構成群Ｈについて、図４４～５７等を参
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照しつつ説明する。
【０２９８】
　図４４に示すように、エアフロメータ１４は、吸気管１２ａの内部に入り込んだ入り込
み部分５０１と、吸気管１２ａの内部に入り込んでいないことで吸気管１２ａの外部には
み出したはみ出し部分５０２とを有している。入り込み部分５０１にはバイパス流路３０
やリング保持部２５が含まれており、はみ出し部分５０２にはハウジング開口部６１やフ
ランジ部２７、コネクタ部２８が含まれている。入り込み部分５０１とはみ出し部分５０
２とは、高さ方向Ｙに並んでいることでエアフロメータ１４を２分割しており、これら部
分５０１，５０２の境界部は管フランジ１２ｃの開放端に一致している。ハウジング本体
２４やセンサＳＡ５０は、入り込み部分５０１とはみ出し部分５０２との境界部を高さ方
向Ｙに跨いだ状態になっている。
【０２９９】
　エアフロメータ１４においては、はみ出し部分５０２にハウジング基端面１９２が含ま
れ、入り込み部分５０１にハウジング先端面１９１が含まれている。この場合、ハウジン
グ２１においては、ハウジング基端面１９２をはみ出し部分５０２側の端部と称し、ハウ
ジング先端面１９１を入り込み部分５０１側の端部と称することもできる。また、入り込
み部分５０１とはみ出し部分５０２とは高さ方向Ｙに並んでおり、高さ方向Ｙが入り込み
部分５０１とはみ出し部分５０２とが並んだ方向に相当する。
【０３００】
　エアフロメータ１４は、流量検出部２２に加えて、吸気通路１２を流れる吸入空気の温
度を検出する温度検出部５０５，５０６を有している。温度検出部５０５，５０６は、回
路基板に搭載された温度検出素子等の素子を含んで構成されたセンサであり、吸気管１２
ａの内部温度を検出することになる。
【０３０１】
　第１温度検出部５０５は、計測流路３２に設けられており、計測流路３２において吸入
空気の温度を検出する。第１温度検出部５０５は、計測流路３２を流れる吸入空気の温度
を検出することで、吸気通路１２を流れる吸入空気の温度を検出する。第１温度検出部５
０５は、センサＳＡ５０のセンシング部５３に配置されており、具体的には、検出素子２
２ｂと共に検出基板２２ａに搭載されている。この場合、検出基板２２ａが、第１温度検
出部５０５の素子が搭載された回路基板に相当する。
【０３０２】
　第２温度検出部５０６は、高さ方向Ｙにおいて第１温度検出部５０５よりもハウジング
開口部６１側の位置に配置されており、エアフロメータ１４の内部温度を検出する。第２
温度検出部５０６は、吸入空気に触れない位置に配置されていたとしても、エアフロメー
タ１４の内部温度を検出することで吸気管１２ａの内部温度を検出することになる。第２
温度検出部５０６は、計測流路３２よりもハウジング開口部６１側の位置に配置されてい
ることで、高さ方向Ｙにおいてハウジング基端面１９２と第１温度検出部５０５との間に
配置されている。第２温度検出部５０６は、センサＳＡ５０の回路収容部５１に配置され
ており、具体的には、回路チップ８１と共にリードフレーム８２に搭載されている。この
場合、リードフレーム８２が、第２温度検出部５０６の素子が搭載された回路基板に相当
する。
【０３０３】
　ハウジング２１の内部空間２４ａにおいて、第１温度検出部５０５は封止領域ＰＡ（図
８等参照）に配置されており、第２温度検出部５０６は開放領域ＰＢ（図８等参照）に配
置されている。
【０３０４】
　ここで、吸気管１２ａの外部において熱を発生する内燃機関１１等を外部熱源と称する
と、この外部熱源からエアフロメータ１４に熱が付与されることが想定される。エアフロ
メータ１４においては、外部熱源からの熱がまずはみ出し部分５０２に付与され、この熱
がはみ出し部分５０２から入り込み部分５０１に伝わると考えられる。この場合、温度検
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出部５０５，５０６は、吸入空気からの熱に加えて外部熱源からの熱が付与されることに
起因して、温度検出部５０５，５０６の検出結果である検出値と、吸気通路１２を流れる
吸入空気の実際の温度との間には誤差が生じやすい。以下、吸気通路１２を流れる吸入空
気の実際の温度を吸入空気の実温度とも称する。なお、この実温度を定常値と称すること
もできる。
【０３０５】
　上述したように、第１温度検出部５０５は、第２温度検出部５０６に比べてはみ出し部
分５０２から遠い位置に配置されている。また、第２温度検出部５０６が吸入空気に触れ
にくい位置に配置されているのに対して、第１温度検出部５０５は、計測流路３２にて吸
入空気に触れやすい位置に配置されている。これらのことに起因して、第１温度検出部５
０５の検出値は、第２温度検出部５０６の検出値に比べて、外部熱源からの影響を受けに
くく、吸入空気の実温度に近い値になりやすい。換言すれば、吸入空気の実温度に対する
第１温度検出部５０５の誤差は、吸入空気の実温度に対する第２温度検出部５０６の誤差
に比べて小さくなりやすい。
【０３０６】
　本実施形態の回路チップ８１は、第１温度検出部５０５の検出値を補正した温度補正値
を温度計測値として取得する処理を行う。回路チップ８１は、温度補正値を計測値として
取得するなど、エアフロメータ１４の制御を行う計測制御装置に相当する。回路チップ８
１は、ＥＣＵ２０と同様に、プロセッサ、ＲＡＭ、ＲＯＭ及びフラッシュメモリ等の記憶
媒体、並びに入出力部を含むマイクロコンピュータと、電源回路等と、によって構成され
た演算処理回路である。回路チップ８１には、流量検出部２２や吸気温センサ２３、温度
検出部５０５，５０６が電気的に接続されており、これら検出部２２，５０５，５０６や
センサ２３の検出信号が入力される。回路チップ８１は、検出部２２，５０５，５０６や
センサ２３の検出信号を用いて、計測流路３２を流れる吸入空気の流量や温度を計測する
。
【０３０７】
　図４５に示すように、エアフロメータ１４が有する複数のコネクタターミナル２８ａに
は、信号端子５２１、電源端子５２２、グランド端子５２３及び調整端子５２４が含まれ
ている。これら端子５２１～５２４は、いずれも回路チップ８１に電気的に接続されてお
り、回路チップ８１は、温度や流量についての計測値を信号端子５２１からＥＣＵ２０等
に対して出力する。ここで、回路チップ８１は、温度補正値に関する情報を補正タイミン
グ等の時間情報に関連付けて記憶媒体に記憶させる。調整端子５２４には、回路チップ８
１による補正精度を調整することが可能な外部装置としての調整装置を接続可能になって
いる。この調整装置が調整端子５２４に電気的に接続された状態では、記憶媒体に記憶さ
れた温度補正値に関する情報を書き換えることが可能になっている。
【０３０８】
　回路チップ８１は、第１温度検出部５０５の検出値を補正することで温度補正値を取得
する温度補正部５１０を有している。図４６に示すように、温度補正部５１０は、第１補
正部５１１、温度差分部５１２、第２補正部５１３、特性変換部５１４、補正量算出部５
１５及び補正値算出部５１６という複数の機能ブロックを有している。物理量補正部に対
応する温度補正部５１０においては、流量検出部２２や温度検出部５０５，５０６の各検
出結果は、第１補正部５１１や温度差分部５１２、特性変換部５１４に入力される。また
、温度補正部５１０においては、流量検出部２２や温度検出部５０５，５０６の検出信号
に基づいて流量の検出値や温度の検出値が取得される。
【０３０９】
　本実施形態では、第１温度検出部５０５の検出値を含む第１温度信号Ｓａ１と、第２温
度検出部５０６の検出値を含む第２温度信号Ｓａ２と、流量検出部２２の検出値を含む流
量信号Ｓａ３と、を用いて第１温度信号Ｓａ１の補正を行う。温度補正部５１０において
は、第１温度信号Ｓａ１が第１補正部５１１及び温度差分部５１２に入力され、第２温度
信号Ｓａ２が温度差分部５１２に入力され、流量信号Ｓａ３が特性変換部５１４に入力さ
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れる。
【０３１０】
　なお、第１温度検出部５０５は、温度という物理量を検出する物理量検出部に相当し、
第１温度信号Ｓａ１は、物理量検出部の検出結果に相当する。第２温度検出部５０６は、
第１温度検出部５０５と同じ種類の物理量である温度を検出する同種検出部に相当し、第
２温度信号Ｓａ２は、同種検出部の検出結果に相当する。流量検出部２２は、第１温度検
出部５０５とは異なる種類の物理量である流量を検出する異種検出部に相当し、流量信号
Ｓａ３は、異種検出部の検出結果に相当する。また、第２温度信号Ｓａ２及び流量信号Ｓ
ａ３は、第１温度信号Ｓａ１の補正に用いられる補正パラメータに相当する。
【０３１１】
　第１補正部５１１は、第１温度信号Ｓａ１の応答補正を行うことで第１補正信号Ｓｂ１
を算出する。温度差分部５１２は、第１温度信号Ｓａ１と第２温度信号Ｓａ２との差異で
ある差分を温度差分信号Ｓｂ２として算出する。第２補正部５１３は、温度差分信号Ｓｂ
２の応答補正を行うことで差分補正信号Ｓｂ３を算出する。特性変換部５１４は、流量信
号Ｓａ３の特性変換を行うことで流量変換信号Ｓｂ４を算出する。補正量算出部５１５は
、差分補正信号Ｓｂ３及び流量変換信号Ｓｂ４を用いて補正量信号Ｓｂ５を算出する。補
正値算出部５１６は、第１補正信号Ｓｂ１及び補正量信号Ｓｂ５を用いて補正値信号Ｓｃ
を算出する。
【０３１２】
　第１補正部５１１は、第１温度信号Ｓａ１の変化態様に基づいてその第１温度信号Ｓａ
１の補正を行い、その補正値を第１補正信号Ｓｂ１として取得する。この場合、第１補正
部５１１は変化補正部に対応する。ここでは、図４７に示すような第１温度信号Ｓａ１に
ついて１次遅れ補正を行うことで第１補正信号Ｓｂ１を取得する。例えば、第１温度信号
Ｓａ１について、タイミングｔｎでの検出値Ｓａ１（ｔｎ）と、過去の傾きｍと、時定数
Ａとを取得し、傾きｍと時定数Ａとの乗算に検出値Ｓａ１（ｔｎ）を加えることで、タイ
ミングｔｎでの補正値Ｓｂ１（ｔｎ）を算出する。このように、下記（式１）を用いて、
都度の補正値Ｓｂ１（ｔｎ）を算出することで第１補正信号Ｓｂ１を取得する。
【０３１３】
　Ｓｂ１（ｔｎ）＝Ｓａ１（ｔｎ）＋ｍ×Ａ…（式１）
　この（式１）においては、微小時間Δｔでの第１温度信号Ｓａ１の変化量ΔＳａ１を微
小時間Δｔで割ることで、傾きｍを算出する。例えば、タイミングｔｎ，ｔｎ―１につい
て微小時間Δｔを算出し、これらタイミングｔｎ，ｔｎ―１での検出値Ｓａ１（ｔｎ），
Ｓａ１（ｔｎ―１）を用いて変化量ΔＳａ１を算出する。
【０３１４】
　時定数Ａは、吸気通路１２での吸入空気の流量に応じて設定される。例えば、図４８に
示すように、流量信号Ｓａ３が小さいほど時定数Ａが大きい値に設定される。回路チップ
８１の記憶媒体等には、流量信号Ｓａ３と時定数Ａとの関係を示す情報が、マップやデー
タ、数式などの流時情報として記憶されている。第１補正部５１１は、記憶媒体等からこ
の流時情報を読み込み、この流時情報等を用いて流量信号Ｓａ３に応じた時定数Ａを算出
する。この場合、第１補正部５１１は、温度とは異なる種類の物理量である流量を用いて
第１温度信号Ｓａ１を補正することになり、異種補正部に対応する。
【０３１５】
　第１温度信号Ｓａ１は、その変化態様に基づいた補正が行われなくても、吸入空気の実
温度に対応した収束値に収束していき、その収束値で安定することになる。吸気通路１２
での吸入空気の流量が大きいほど、外部熱源からエアフロメータ１４に付与された熱が吸
気通路１２にて放出されやすく、第１温度信号Ｓａ１が収束値に収束しやすく、応答性が
高い。このため、図４９に示すように、吸気通路１２での吸入空気の流量が比較的大きい
と、補正量が比較的小さくても第１補正信号Ｓｂ１が収束値に収束しやすい。これに対し
て、吸気通路１２での吸入空気の流量が比較的小さいと、第１補正信号Ｓｂ１を収束値に
収束させるには補正量を比較的大きくする必要がある。したがって、上述したように、流
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量信号Ｓａ３などの流量が小さいほど時定数Ａを大きい値に設定することが好ましい。な
お、時定数Ａが流量補正量に対応する。
【０３１６】
　第１温度信号Ｓａ１に含まれる時間変化情報としての変化態様を利用して第１温度信号
Ｓａ１の応答補償を行うことで、第１補正信号Ｓｂ１の応答性が高められる。図５０に示
すように、第１温度信号Ｓａ１にとっての収束値である第１収束値Ｅｖ１に第１補正信号
Ｓｂ１が到達するまでに要する時間Ｔｂは、第１温度信号Ｓａ１が第１収束値Ｅｖ１に到
達するまでに要する時間Ｔｂに比べて短くなっている。例えば、吸入空気の実温度の変化
に伴って第１温度信号Ｓａ１及び第１補正信号Ｓｂ１がタイミングｔ０にて変化し始めた
場合、第１温度信号Ｓａ１はタイミングｔ２にて第１収束値Ｅｖ１に到達する。これに対
して、第１補正信号Ｓｂ１は、タイミングｔ２よりも早いタイミングｔ１にて第１収束値
Ｅｖ１に到達する。このように、第１補正信号Ｓｂ１の方が第１温度信号Ｓａ１に比べて
応答性が高くなっている。換言すれば、吸入空気の実温度が変化を開始した過渡時等につ
いては、その第１収束値Ｅｖ１との誤差が第１温度信号Ｓａ１よりも第１補正信号Ｓｂ１
の方が小さくなっており、第１補正信号Ｓｂ１の精度が高いと言える。これは、第１補正
部５１１が、実温度の過渡時について、流量信号Ｓａ３が小さいほど時定数Ａを大きい値
に設定しているためである。
【０３１７】
　ここで、外部熱源からエアフロメータ１４に熱が付与された場合、実温度と第１温度信
号Ｓａ１との誤差が大きくなることに加えて、吸入空気の実温度が変化した場合の第１温
度信号Ｓａ１の応答性も低下しやすい。これは、外部熱源からの熱が、ハウジング２１か
らセンサＳＡ５０のモールド部７６や計測流路３２内の吸入空気を介して、第１温度検出
部５０５に伝わると考えられるためである。これに対して、外部熱源からの熱により第１
温度信号Ｓａ１の応答性が低下したとしても、第１補正部５１１により第１補正信号Ｓｂ
１の応答性が高められることになる。
【０３１８】
　第１補正信号Ｓｂ１の応答性が高められると補正値信号Ｓｃの応答性が高められること
になる。ここで、補正値信号Ｓｃは、吸入空気の温度に関する情報として回路チップ８１
からＥＣＵ２０に出力され、ＥＣＵ２０にて燃焼システム１０の制御に用いられる。この
ため、補正値信号Ｓｃの応答性が高められると、燃費やエミッションの向上を実現するこ
とや、ＯＢＤ（On-board diagnostics）等の故障診断装置の誤診断を抑制することが可能
になる。
【０３１９】
　温度差分部５１２は、第１温度信号Ｓａ１及び第２温度信号Ｓａ２のうち一方を基準と
して温度差分信号Ｓｂ２を算出する。本実施形態の温度差分部５１２は、第１温度信号Ｓ
ａ１を基準としており、図５１に示すように、第２温度信号Ｓａ２から第１温度信号Ｓａ
１を引いた値を温度差分信号Ｓｂ２としている。図５１においては、第２温度信号Ｓａ２
にとっての収束値である第２収束値Ｅｖ２が第１収束値Ｅｖ１より大きくなっている。こ
のように第２収束値Ｅｖ２が第１収束値Ｅｖ１より大きい場合としては、外部熱源から第
１温度検出部５０５に付与される熱の方が、計測流路３２を流れる吸入空気から第１温度
検出部５０５に付与される熱より大きい、という場合が挙げられる。
【０３２０】
　第２温度信号Ｓａ２の応答性が第１温度信号Ｓａ１の応答性より高い場合、図５２に示
すように、温度差分信号Ｓｂ２は徐々に大きくなっていき、第１収束値Ｅｖ１と第２収束
値Ｅｖ２との差異である近傍差ΔＥｖにやがて到達する。ここでは、第１温度信号Ｓａ１
と第１収束値Ｅｖ１との誤差が、第２温度信号Ｓａ２と第２収束値Ｅｖ２との誤差より大
きくなっていることに起因して、第１温度信号Ｓａ１を基準とした温度差分信号Ｓｂ２が
近傍差ΔＥｖに向けて徐々に大きくなっていく。
【０３２１】
　第２補正部５１３は、温度差分信号Ｓｂ２の変化態様に基づいてその温度差分信号Ｓｂ
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２の補正を行い、その補正値を差分補正信号Ｓｂ３として取得する。第２補正部５１３は
温度差分信号Ｓｂ２を対象として、例えば第１補正部５１１と同様に、現在値及び過去値
を用いて１次遅れ補正を行う。これにより、差分補正信号Ｓｂ３の応答性が温度差分信号
Ｓｂ２の応答性に比べて高くなっている。具体的には、図５２に示すように、差分補正信
号Ｓｂ３が近傍差ΔＥｖに到達するまでに要する時間が、温度差分信号Ｓｂ２が近傍差Δ
Ｅｖに到達するまでに要する時間より短くなっている。これは、図５３に示すように、第
２補正部５１３が、実温度の過渡時について、温度差分信号Ｓｂ２が大きいほど補正量信
号Ｓｂ５等の差異補正量を大きい値に設定しているためである。
【０３２２】
　回路チップ８１の記憶媒体等には、温度差分信号Ｓｂ２と差分補正信号Ｓｂ３との関係
を示す情報が、マップやデータ、数式などの温補情報として記憶されている。第２補正部
５１３は、記憶媒体等からこの温補情報を読み込み、この温補情報等を用いて温度差分信
号Ｓｂ２に応じた差分補正信号Ｓｂ３を算出する。この場合、第２補正部５１３が差分補
正部に対応し、差分補正信号Ｓｂ３が差分補正量に相当する。
【０３２３】
　上述したように、温度補正部５１０は、第１温度信号Ｓａ１と第２温度信号Ｓａ２との
差分を算出した後に、その差分の応答補正を行うことで差分補正信号Ｓｂ３を算出してい
る。これに対して、本実施形態とは異なり、第１温度信号Ｓａ１ではなく第１補正信号Ｓ
ｂ１と第２温度信号との差分を差分補正信号Ｓｘとして算出する、という構成が考えられ
る。この構成では、図５４、図５５に示すように、差分補正信号Ｓｘがいったん近傍差Δ
Ｅｖより大きくなった後に徐々に減少することで近傍差ΔＥｖに到達する。すなわち、差
分補正信号Ｓｘにおいては、応答初期にオーバーシュートが発生してしまう。このように
、差分補正信号Ｓｘにオーバーシュートが含まれると、補正値信号にもオーバーシュート
が含まれることになる。この補正値信号がＥＣＵ２０にて燃焼システム１０の制御に用い
られることを想定すると、燃費やエミッションが低下することや、故障診断装置の診断精
度が低下することが懸念される。
【０３２４】
　第２補正部５１３により取得された差分補正信号Ｓｂ３の時間情報は、第１補正部５１
１により取得された第１補正信号Ｓｂ１の時間情報に一致している。例えば、第１補正部
５１１や温度差分部５１２、第２補正部５１３では、第１温度信号Ｓａ１や第２温度信号
Ｓａ２、温度差分信号Ｓｂ２について各種処理を行うことで、多少の応答遅れが生じる。
これに対して、第１補正部５１１にて生じる応答遅れ時間と、温度差分部５１２及び第２
補正部５１３のそれぞれにて生じる応答遅れ時間の合計時間とが同じになっている。この
場合、補正値信号Ｓｃに含まれる第１補正信号Ｓｂ１及び差分補正信号Ｓｂ３が同一の時
間情報を有することになり、例えば、これら第１補正信号Ｓｂ１と差分補正信号Ｓｂ３と
で異なる時間情報を有する構成に比べて、補正値信号Ｓｃの計測精度が向上する。
【０３２５】
　なお、第１補正信号Ｓｂ１と差分補正信号Ｓｂ３とは、それぞれの時間情報が互いに一
致していなくてもよい。この場合でも、これら時間情報のずれが適正範囲に含まれるなど
僅かなずれ量であれば、補正値信号Ｓｃの計測精度が適正範囲に保たれ、この計測精度が
著しく低下するということが抑制される。
【０３２６】
　特性変換部５１４は、第１補正部５１１での応答補正に流量信号Ｓａ３の内容が反映さ
れるように、且つ第２補正部５１３での応答補正に流量信号Ｓａ３の内容が反映されるよ
うに流量信号Ｓａ３の特性変換を行い、流量変換信号Ｓｂ４を算出する。特性変換部５１
４は、第１補正部５１１及び第２補正部５１３のそれぞれに接続されており、これら補正
部５１１，５１３に対して流量変換信号Ｓｂ４を出力する。例えば、流量変換信号Ｓｂ４
には、第１温度信号Ｓａ１や図４８に示すような流時情報に適用しやすい態様に流量信号
Ｓａ３を変換する。
【０３２７】
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　補正量算出部５１５は、差分補正信号Ｓｂ３と流量変換信号Ｓｂ４とを乗算した乗算信
号を補正量信号Ｓｂ５として取得する。この場合、補正量算出部５１５は、計測流路３２
での吸入空気の流量に応じて差分補正信号Ｓｂ３を増減させた値を補正量信号Ｓｂ５とし
て算出することになる。
【０３２８】
　補正値算出部５１６は、第１補正信号Ｓｂ１と補正量信号Ｓｂ５とを加算するなど積算
した積算信号を補正値信号Ｓｃとして取得する。この場合、補正値算出部５１６は、第１
温度検出部５０５と第２温度検出部５０６との温度差と計測流路３２での吸入空気の流量
との両方に応じて第１補正信号Ｓｂ１を増減させた値を、補正値信号Ｓｃとして算出する
ことになる。補正値信号Ｓｃを温度補正値や温度計測値と称することもできる。
【０３２９】
　図５６、図５７に示すように、補正値信号Ｓｃにとっての収束値である補正収束値Ｅｖ
３は、第１温度信号Ｓａ１にとっての第１収束値Ｅｖ１に比べて、吸入空気の実温度Ｓｄ
に近い値になっている。この場合、補正値信号Ｓｃと実温度Ｓｄとの誤差は、補正収束値
Ｅｖ３と実温度Ｓｄとの差異であり、第１収束値Ｅｖ１と実温度Ｓｄとの差異に比べて小
さくなっている。しかも、補正値信号Ｓｃが補正収束値Ｅｖ３に到達するまでに要する時
間は、第１補正信号Ｓｂ１が第１収束値Ｅｖ１に到達するまでに要する時間Ｔｂと同じに
なっている。したがって、補正値信号Ｓｃについては、第１温度信号Ｓａ１に比べて計測
精度及び応答性の両方が高くなっている。
【０３３０】
　なお、回路チップ８１は、温度補正部５１０について各機能ブロックの処理を実行する
機能を有している。この場合、温度補正部５１０の処理を実行する機能が物理量補正部に
相当し、第１補正部５１１の処理を実行する機能が変化補正部及び異種補正部に相当し、
第２補正部５１３の処理を実行する機能が差分補正部に相当する。
【０３３１】
　回路チップ８１は、流量検出部２２の流量信号Ｓａ３を補正することで流量補正値の計
測精度を高める機能として、流量補正部を有している。この流量補正部は、吸気温センサ
２３に電気的に接続されており、この吸気温センサ２３の検出信号を取得する。流量補正
部は、流量信号Ｓａ３の補正に吸気温センサ２３の検出信号を補正パラメータとして用い
る。ここで、吸気温センサ２３は、ハウジング２１の外部に設けられていることに起因し
て、外部熱源からの熱の付与度合いが流量検出部２２に比べて小さくなりやすい。これは
、吸気温センサ２３が吸気通路１２に露出していることで、吸気通路１２を流れる吸入空
気から吸気温センサ２３に熱が付与されやすい一方で、外部熱源からハウジング２１に付
与された熱が吸気温センサ２３に伝わりにくいためである。このため、外部熱源からの熱
の影響が小さい吸気温センサ２３の検出信号を補正パラメータとして流量信号Ｓａ３の補
正が行われることで、その補正精度を高めることができる。
【０３３２】
　構成群Ｈについて本実施形態によれば、高さ方向Ｙにおいてハウジング基端面１９２と
第１温度検出部５０５との間に第２温度検出部５０６が配置されている。この場合、外部
熱源からの熱の付与度合いが第１温度検出部５０５と第２温度検出部５０６とで異なりや
すくなる。この場合、温度検出部５０５，５０６への熱の付与度合いの差異が、温度検出
部５０５，５０６の検出結果である温度信号Ｓａ１，Ｓａ２の差異に反映されやすいとい
うことを利用して、第１温度信号Ｓａ１の補正を第２温度信号Ｓａ２により行うことがで
きる。したがって、温度計測値である補正値信号Ｓｃの計測精度を高めることができる。
【０３３３】
　本実施形態によれば、第１温度検出部５０５及び第２温度検出部５０６は、いずれもエ
アフロメータ１４の入り込み部分５０１に配置されている。このため、これら温度検出部
５０５，５０６に対して外部熱源から付与される熱が、吸気通路１２を流れる吸入空気か
ら付与される熱に比べて大きくなり過ぎないようになっている。すなわち、第１温度信号
Ｓａ１及び第２温度信号Ｓａ２と吸入空気の実温度Ｓｄとの差異が大きくなり過ぎないよ
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うになっている。この場合、第１温度信号Ｓａ１が検出値として適正な値になりやすく、
且つ第２温度信号Ｓａ２が補正値として適正な値になりやすいため、補正値信号Ｓｃの計
測精度を高めることができる。
【０３３４】
　本実施形態によれば、第１温度検出部５０５及び第２温度検出部５０６がいずれもセン
サＳＡ５０に含まれている。この場合、これら温度検出部５０５，５０６を設置するため
の回路基板としてセンサＳＡ５０内の検出基板２２ａやリードフレーム８２等を利用可能
であり、専用基板をハウジング２１に設置する必要が生じない。このため、温度検出部５
０５，５０６の少なくとも一方がセンサＳＡ５０に搭載されない構成に比べて、設計負担
やコスト負担などを低減することができる。
【０３３５】
　本実施形態によれば、エアフロメータ１４が温度検出部５０５，５０６に加えて流量検
出部２２を有している。このため、空気とは異なる物理量である流量という補正パラメー
タを用いて、第１温度信号Ｓａ１を補正することが可能になる。例えば、第１収束値Ｅｖ
１への第１温度信号Ｓａ１の収束しやすさが、吸気通路１２を流れる吸入空気の量を示す
流量信号Ｓａ３に応じて変化しやすいという現象を利用して、第１温度信号Ｓａ１の補正
に流量信号Ｓａ３を用いることができる。補正値信号Ｓｃの計測精度を流量信号Ｓａ３に
より高めることができる。
【０３３６】
　本実施形態によれば、第１温度検出部５０５及び流量検出部２２の両方が計測流路３２
に設けられている。この場合、これら第１温度検出部５０５が搭載されると回路基板と流
量検出部２２が搭載される回路基板とを共通化することが可能であるため、センサＳＡ５
０のコスト負担を低減できる。また、この場合、第１温度信号Ｓａ１及び流量信号Ｓａ３
の両方が、計測流路３２を流れる吸入空気を検出対象としているため、第１温度信号Ｓａ
１の検出対象と流量信号Ｓａ３の検出対象とを共通の吸入空気になりやすい。したがって
、補正対象である第１温度信号Ｓａ１が補正パラメータである流量信号Ｓａ３により補正
される構成において、その補正精度を高めることができる。
【０３３７】
　本実施形態によれば、第２温度信号Ｓａ２を補正パラメータとして第１温度信号Ｓａ１
が補正されるため、補正値信号Ｓｃの補正精度を高めることができる。しかも、補正パラ
メータとして温度差分信号Ｓｂ２が用いられるため、第１温度信号Ｓａ１に対する第２温
度信号Ｓａ２の相対的な変化態様を利用することで、補正値信号Ｓｃの補正精度を高める
ことができる。
【０３３８】
　本実施形態によれば、温度差分信号Ｓｂ２が大きいほど差分補正信号Ｓｂ３が大きくな
るように温度差分信号Ｓｂ２の補正が行われる。このため、吸入空気の実温度Ｓｄに対す
る補正値信号Ｓｃの誤差を、実温度Ｓｄに対する第１温度信号Ｓａ１の誤差に比べて小さ
くすることができる。すなわち、補正値信号Ｓｃの計測精度を高めることができる。
【０３３９】
　本実施形態によれば、流量信号Ｓａ３が、第２温度信号Ｓａ２と共に第１温度信号Ｓａ
１の補正に用いられる。このため、第２温度信号Ｓａ２により補正値信号Ｓｃの計測精度
を高めることができる一方で、流量信号Ｓａ３により補正値信号Ｓｃの応答性を高めるこ
とができる。
【０３４０】
　本実施形態によれば、第１温度検出部５０５及び第２温度検出部５０６という２つの検
出部により同一種類の物理量として温度が検出される。このため、これらの温度信号Ｓａ
１，Ｓａ２により外部熱源からの熱の付与度合いを適正に把握した上で、第１温度信号Ｓ
ａ１を精度良く補正することができる。すなわち、補正値信号Ｓｃの計測精度を高めるこ
とができる。
【０３４１】
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　本実施形態によれば、第１温度信号Ｓａ１の変化態様に基づいてこの第１温度信号Ｓａ
１の補正が行われる。この場合、第１温度信号Ｓａ１の今後の値を予測することが可能に
なるため、第１補正信号Ｓｂ１が第１収束値Ｅｖ１に到達するまでに要する時間を、第１
温度信号Ｓａ１が第１収束値Ｅｖ１に到達するまでに要する時間より短縮できる。したが
って、補正値信号Ｓｃの応答性を高めることができる。しかも、第１温度信号Ｓａ１の変
化態様と第２温度信号Ｓａ２との両方が第１温度信号Ｓａ１に用いられることで、補正値
信号Ｓｃの応答性及び計測精度の両方を高めることができる。
【０３４２】
　本実施形態によれば、流量信号Ｓａ３が、第１温度信号Ｓａ１の変化態様と共に第１温
度信号Ｓａ１の補正に用いられる。このため、第１温度信号Ｓａ１の変化態様により高め
られた補正値信号Ｓｃの応答性を、流量信号Ｓａ３により更に高めることができる。また
、第１温度信号Ｓａ１の変化態様が、第２温度信号Ｓａ２と共に第２温度信号Ｓａ２の補
正に用いられることで、第２温度信号Ｓａ２では向上しにくい補正値信号Ｓｃの応答性を
高めることができる。
【０３４３】
　本実施形態によれば、流量信号Ｓａ３が小さいほど補正量信号Ｓｂ５が大きい値に設定
される。このため、吸気通路１２での吸入空気の流速が小さい場合など吸入空気の流量が
小さいほど第１温度信号Ｓａ１の応答性が低下しやすいという現象を利用して、補正値信
号Ｓｃの応答性を高めることができる。
【０３４４】
　（第２実施形態）
　上記第１実施形態では、縦仕切壁６９の形状が検出絞り部５９の形状に関係なく設定さ
れていたが、第２実施形態では、縦仕切壁６９の形状が検出絞り部５９の形状に応じて設
定されている。本実施形態では、上記第１実施形態との相違点を中心に説明する。
【０３４５】
　図５８、図５９に示すように、縦仕切壁６９が壁本体６９ａと壁膨出部６９ｂとを有し
ている。壁本体６９ａと壁膨出部６９ｂとは幅方向Ｘに並べられており、壁膨出部６９ｂ
は、幅方向ＸにおいてセンサＳＡ５０の表側に配置されている。壁膨出部６９ｂは、高さ
方向Ｙにおいて検出絞り部５９からハウジング先端側に延びており、検出絞り部５９にお
ける壁本体６９ａよりも表側の部分の形状と同じ形状になっている。
【０３４６】
　奥行き方向Ｚにおいて、壁本体６９ａの奥行き寸法Ｄ９は、検出絞り部５９の奥行き寸
法Ｄ１より小さくなっており、壁膨出部６９ｂの奥行き寸法Ｄ１０は、検出絞り部５９の
奥行き寸法Ｄ１と同じ又はそれより大きくなっている。本実施形態でも、縦仕切壁６９及
び検出絞り部５９を一体的な部位であると仮定した場合に、この部位が全体としてハウジ
ング開口部６１に近付いても太くなっていない。このため、ハウジング２１の樹脂成型に
際して、内部空間２４ａに入り込んでいる内周型部９１の入り込み部９３を検出絞り部５
９及び縦仕切壁６９から取り外し、その入り込み部９３をハウジング開口部６１から抜き
取ることができる。
【０３４７】
　（第３実施形態）
　上記第１実施形態では、ハウジング本体２４の幅ハウジング突起７２ａがセンサＳＡ５
０の表面に対向する位置に設けられていたが、第３実施形態では、幅ハウジング突起７２
ａがセンサＳＡ５０の裏面に対向する位置に設けられている。本実施形態では、上記第１
実施形態との相違点を中心に説明する。
【０３４８】
　図６０に示すように、幅ハウジング突起７２ａは、センサＳＡ５０の表ＳＡ突起７１ａ
ではなく裏ＳＡ突起７１ｂに当接している。このため、センサＳＡ５０の表ＳＡ突起７１
ａは、ハウジング本体２４の内周面のうち表側の面に当接している。なお、図６０では、
センサＳＡ５０の左側の面にて流量検出部２２が露出しており、この左側の面を表面と称
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し、右側の面を裏面と称している。これに対して、上記第１実施形態の図１４では、セン
サＳＡ５０の右側の面にて流量検出部２２が露出しており、この右側の面を表面と称し、
左側の面を裏面と称していた。
【０３４９】
　本実施形態では、上述したように、表ＳＡ突起７１ａがハウジング本体２４の内周面の
うち表側の面に当接しているため、この表側の面と流量検出部２２との離間距離が表ＳＡ
突起７１ａの突出寸法により規定される。換言すれば、検出路３２ａの内周面と流量検出
部２２との離間距離が幅ハウジング突起７２ａに関係なく規定される。このため、内部空
間２４ａへのセンサＳＡ５０の挿入に伴って裏ＳＡ突起７１ｂが幅ハウジング突起７２ａ
を変形させる構成でも、幅ハウジング突起７２ａの変形度合いに関係なく、検出路３２ａ
の内周面と流量検出部２２との離間距離が設定される。この場合、検出路３２ａの内周面
と流量検出部２２との離間距離について製造ばらつきが生じにくくなるため、流量検出部
２２による検出精度が製品によってばらつくということを抑制できる。
【０３５０】
　また、本実施形態の奥行きハウジング突起７２ｂは、ハウジング本体２４の上流側外周
部ではなく下流側外周部においてセンサＳＡ５０に対向する位置に設けられている。この
奥行きハウジング突起７２ｂは、奥行き方向Ｚに対して傾いた方向においてハウジング本
体２４の湾曲面４５に向けて延びている。この構成では、奥行きハウジング突起７２ｂが
センサＳＡ５０の中継部５２の端面により押圧されて変形することで、内部空間２４ａに
おいてセンサＳＡ５０が湾曲面４５に向けて押し付けられる。これにより、奥行き方向Ｚ
についても、ハウジング２１に対するセンサＳＡ５０の位置決め精度が高められる。
【０３５１】
　（第４実施形態）
　上記第１実施形態では、ハウジング開口部６１が高さ方向Ｙに開放されていたが、第４
実施形態では、ハウジング開口部６１が幅方向Ｘに開放されている。本実施形態では、物
理量計測装置としてエアフロメータ１４に代えてエアフロメータ２００が燃焼システムに
含まれており、上記第１実施形態との相違点を中心に説明する。
【０３５２】
　図６１、図６２に示すように、エアフロメータ２００が吸気通路１２に設けられている
。エアフロメータ２００は、上記第１実施形態のエアフロメータ１４と同様に物理量計測
装置であり、吸気管１２ａ（図２、図８参照）に取り付けられている。エアフロメータ２
００は、ハウジング２０１、流量検出部２０２及びシール部材２０６を有しており、ハウ
ジング２０１は、ハウジング本体２０４、シール保持部２０５、フランジ部２０７及びコ
ネクタ部２０８を有している。これら部材や部位は、上記第１実施形態の同じ名称の部材
や部位に対応している。
【０３５３】
　ハウジング２０１において、一方の端面をハウジング先端面２１５と称し、他方の端面
をハウジング基端面２１６と称し、さらに、高さ方向Ｙにおいてハウジング先端面２１５
側をハウジング先端側と称し、ハウジング基端面２１６側をハウジング基端側と称する。
本実施形態では、ハウジング先端側からハウジング本体２０４、シール保持部２０５、フ
ランジ部２０７、コネクタ部２０８の順番で並べられており、ハウジング本体２０４がシ
ール保持部２０５からハウジング先端側に向けて延びている。エアフロメータ２００にお
いては、吸気管１２ａの内部に入り込んだ入り込み部分に、ハウジング本体２０４とシー
ル保持部２０５の一部とが含まれており、更にハウジング先端面２１５が含まれている。
また、吸気管１２ａの外部にはみ出したはみ出し部分に、シール保持部２０５の一部とフ
ランジ部２０７とコネクタ部２０８とが含まれており、更にハウジング基端面２１６が含
まれている。この場合、ハウジング２０１においては、ハウジング基端面２１６をはみ出
し部分側の端部と称し、ハウジング先端面２１５を入り込み部分側の端部と称することも
できる。
【０３５４】
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　シール部材２０６は、シール保持部２０５と吸気管１２ａの管フランジ１２ｃとの間に
設けられており、これらシール保持部２０５と管フランジ１２ｃとに密着している。シー
ル部材２０６は、上記第１実施形態のＯリング２６と同様に、吸入気がエアフロ挿入孔１
２ｂから外部に漏れ出ることを規制する部材であり、シール保持部２０５の形状に合わせ
て矩形環状に形成されている。この場合、シール部材２０６の外周端は矩形状になってい
る。本実施形態では、シール保持部２０５が溝部を有していない一方で、シール保持部２
０５からフランジ部２０７が外周側に向けて延びており、シール部材２０６がフランジ部
２０７にも押し付けられた状態になっている。このため、シール保持部２０５自体がシー
ル部材２０６を保持する機能を有していなくても、シール保持部２０５及びフランジ部２
０７によりシール部材２０６を保持可能になっている。この場合のシール部材２０６を押
し付けパッキンと称することもできる。
【０３５５】
　ハウジング本体２０４は、バイパス流路２１０を有している。バイパス流路は、通過流
路２１１、計測流路２１２、流入口２１３ａ、流出口２１３ｂ及び計測出口２１３ｃを有
している。また、流量検出部２０２はセンサＳＡ２２０に含まれている。これら部材や部
位は、上記第１実施形態の同じ名称の部材や部位に対応している。センサＳＡ２２０は、
ＳＡベース部２２１、検出支持部２２３及びリードターミナル２２４（図６３参照）を有
している。検出支持部２２３は流量検出部２０２を支持しており、ＳＡベース部２２１は
検出支持部２２３及びリードターミナル２２４を支持している。ＳＡベース部２２１は、
上記第１実施形態の回路収容部５１や中継部５２に対応し、検出支持部２２３及びリード
ターミナル２２４はセンシング部５３及びリードターミナル５４に対応する部材や部位で
ある。なお、センサＳＡ２２０を、センサモジュールやセンサアッシー、センサユニット
と称することもできる。
【０３５６】
　センサＳＡ２２０においては、流量検出部２０２、ＳＡベース部２２１及び検出支持部
２２３によりＳＡ本体２２５が構成されている。この場合、センサＳＡ２２０は、ＳＡ本
体２２５及びリードターミナル２２４を有している。センサＳＡ２２０においては、ＳＡ
本体２２５が流量検出部２０２を有する部位であり、リードターミナル２２４がＳＡ本体
２２５から延びている。
【０３５７】
　検出支持部２２３はＳＡベース部２２１からハウジング先端側に向けて延びており、リ
ードターミナル２２４はＳＡベース部２２１からハウジング基端側に向けて延びている。
検出支持部２２３は、流量検出部２０２を計測流路２１２に配置できる大きさ及び形状を
有しており、リードターミナル２２４は、コネクタ部２０８に設けられたコネクタターミ
ナル２０８ａ（図６３参照）に電気的に接続されている。コネクタターミナル２０８ａは
、上記第１実施形態のコネクタターミナル２８ａと同様に、プラグ部がコネクタ部２０８
に挿入されることでＥＣＵ２０に電気的に接続される。
【０３５８】
　ハウジング本体２０４は、センサＳＡ２２０を収容した内部空間２０４ａと、内部空間
２０４ａを開放したハウジング開口部２４１とを有している。ハウジング本体２０４は、
内部空間２０４ａを形成する壁部２３１～２３５を有しており、これら壁部２３１～２３
５はいずれも板状になっている。内部空間２０４ａの上流側にある上流壁部２３１と、内
部空間２０４ａの下流側にある下流壁部２３２とは、奥行き方向Ｚに並んでおり、それぞ
れの板面を奥行き方向Ｚに向けた状態で内部空間２０４ａを挟んで互いに対向している。
センサＳＡ２２０の表面に対向する表壁部２３３と、センサＳＡ２２０の裏面に対向する
裏壁部２３４とは、幅方向Ｘに並んでおり、それぞれの板面を幅方向Ｘに向けた状態で内
部空間２０４ａを挟んで互いに対向している。
【０３５９】
　先端壁部２３５は、ハウジング本体２０４の先端面を形成しており、壁部２３１～２３
４を接続している。先端壁部２３５は、幅方向Ｘにおいて表壁部２３３と裏壁部２３４と
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にかけ渡された状態になっているとともに、奥行き方向Ｚにおいて上流壁部２３１と下流
壁部２３２とにかけ渡された状態になっている。
【０３６０】
　ハウジング開口部２４１の開放方向は、上記第１実施形態のハウジング開口部６１の開
放方向とは異なり、幅方向Ｘになっている。ハウジング開口部２４１は、表壁部２３３に
形成されている。ハウジング開口部２４１は、高さ方向Ｙにおいてシール保持部２０５寄
りの位置に設けられており、シール保持部２０５からハウジング先端側に向けて延びてい
る。この場合、上流壁部２３１、下流壁部２３２及び裏壁部２３４が、シール保持部２０
５からハウジング先端側に向けて延びているのに対して、裏壁部２３４は、シール保持部
２０５からハウジング先端側に離間した位置に配置されている。
【０３６１】
　ハウジング本体２０４においては、上流壁部２３１に流入口２１３ａが設けられ、下流
壁部２３２に流出口２１３ｂが設けられ、表壁部２３３及び裏壁部２３４のそれぞれに計
測出口２１３ｃが設けられている。
【０３６２】
　エアフロメータ２００は、ハウジング開口部２４１を閉鎖するポッティング部２４２を
有している。ポッティング部２４２は、ハウジング開口部２４１側からセンサＳＡ２２０
を覆っており、覆い部に相当する。ポッティング部２４２は、上記第１実施形態のポッテ
ィング部６５と同様に、内部空間２０４ａに充填されたポッティング樹脂等の熱硬化性樹
脂が硬化することで形成されている。熱硬化性樹脂は、流体の状態でハウジング開口部２
４１から内部空間２０４ａに注入されることで、内部空間２０４ａを封止している。なお
、上記第１実施形態と同様に、熱硬化性樹脂は、エポキシ樹脂やウレタン樹脂、シリコン
樹脂などにより形成されていればよい。
【０３６３】
　センサＳＡ２２０は、内部空間２０４ａにおいて位置ずれしないように位置保持されて
いる。図６３、図６４に示すように、ハウジング本体２０４は、センサＳＡ２２０の位置
ずれを規制する規制部２５１，２５５を有している。規制部２５１，２５５は、いずれも
板状に形成されており、それぞれの板面を高さ方向Ｙに向けた状態で高さ方向Ｙに所定間
隔で設けられている。規制部２５１，２５５は、高さ方向Ｙにおいてハウジング本体２０
４の中間位置に設けられている。
【０３６４】
　規制部２５１，２５５は互いに対向しており、これら規制部２５１，２５５の間にセン
サＳＡ２２０が入り込んだ状態になっている。センサＳＡ２２０のＳＡベース部２２１が
規制部２５１，２５５の間に嵌合されており、ＳＡベース部２２１が規制部２５１，２５
１に引っ掛かることで、高さ方向ＹへのセンサＳＡ２２０の移動が規制されている。ＳＡ
ベース部２２１のハウジング先端側には第１規制部２５１が設けられており、ＳＡベース
部２２１のハウジング基端側には第２規制部２５５が設けられている。センサＳＡ２２０
は、ＳＡベース部２２１が規制部２５１，２５５の間に挟み込まれた状態になっているこ
とで幅方向Ｘや奥行き方向Ｚにも移動しにくくなっている。
【０３６５】
　内部空間２０４ａは、バイパス流路２１０（図６１参照）を形成する流路領域ＱＡと、
ＳＡベース部２２１を収容する支持領域ＱＢと、コネクタターミナル２０８ａとリードタ
ーミナル２２４との接続部分を収容するコネクタ領域ＱＣとを有している。高さ方向Ｙに
おいて、流路領域ＱＡとコネクタ領域ＱＣとの間に支持領域ＱＢが配置されている。流路
領域ＱＡと支持領域ＱＢとが第１規制部２５１により仕切られ、支持領域ＱＢとコネクタ
領域ＱＣとが第２規制部２５５により仕切られている。シール保持部２０５のハウジング
基端側の端面がコネクタ領域ＱＣを挟んで第２規制部２５５に対向しており、コネクタ領
域ＱＣは、これらシール保持部２０５によっても区画されている。高さ方向Ｙにおいて、
流路領域ＱＡと支持領域ＱＢとの境界部は第１規制部２５１の中央に配置され、支持領域
ＱＢとコネクタ領域ＱＣとの境界部は第２規制部２５５の中央に配置されている。
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【０３６６】
　ポッティング部２４２は、内部空間２０４ａの全ての領域に充填されているわけではな
く、支持領域ＱＢ及びコネクタ領域ＱＣに充填されている一方で、流路領域ＱＡには充填
されていない。支持領域ＱＢ及びコネクタ領域ＱＣは、ハウジング開口部２４１を介して
外部に開放された領域であり、作業者は、ハウジング開口部２４１から支持領域ＱＢ及び
コネクタ領域ＱＣに熱硬化性樹脂を注入することが可能になっている。
【０３６７】
　第１規制部２５１は、幅方向Ｘにおいて表壁部２３３と裏壁部２３４との間に設けられ
、これら壁部２３３，２３４にかけ渡されている。また、第１規制部２５１は、奥行き方
向Ｚにおいて上流壁部２３１と下流壁部２３２との間に設けられ、これら壁部２３１，２
３２にかけ渡されている。第１規制部２５１には、センサＳＡ２２０の検出支持部２２３
が挿通された第１挿通部２５２が設けられている。第１挿通部２５２は、第１規制部２５
１を高さ方向Ｙに貫通する切り欠きであり、奥行き方向Ｚで第１規制部２５１の中間位置
において、第１規制部２５１の表側端部から裏壁部２３４に向けて延びている。なお、第
１挿通部２５２は、第１規制部２５１を貫通する貫通孔でもよい。
【０３６８】
　センサＳＡ２２０と第１規制部２５１とは、エアフロメータ２００の製造時において、
支持領域ＱＢ及びコネクタ領域ＱＣに注入された熱硬化性樹脂がセンサＳＡ２２０と第１
規制部２５１との間から流路領域ＱＡに漏れ出さないように密着している。具体的には、
ＳＡベース部２２１のハウジング先端側の端面と第１規制部２５１の外周面とが重なるよ
うに当接し、第１挿通部２５２の内周面と検出支持部２２３の外周面とが重なるように当
接している。また、ＳＡベース部２２１と表壁部２３３とが当接していることなどにより
、検出支持部２２３と表壁部２３３との隙間から熱硬化性樹脂が漏れ出さないようになっ
ている。
【０３６９】
　第２規制部２５５は、第１規制部２５１と同様に、奥行き方向Ｚにおいて上流壁部２３
１と下流壁部２３２との間に設けられ、これら壁部２３１，２３２にかけ渡されている。
一方、第２規制部２５５は、第１規制部２５１とは異なり、幅方向Ｘにおいて裏壁部２３
４からハウジング開口部２４１に向けて延びており、表壁部２３３には接続されていない
。第２規制部２５５には、センサＳＡ２２０のリードターミナル２２４が挿通された第２
挿通部２５６が設けられている。第２挿通部２５６は、第２規制部２５５を高さ方向Ｙに
貫通する切り欠きであり、奥行き方向Ｚで第２規制部２５５の中間位置において、第２規
制部２５５の表側端部から裏壁部２３４に向けて延びている。
【０３７０】
　第２規制部２５５についても、上述したように、ＳＡベース部２２１が第２規制部２５
５に接触していることで、ハウジング基端側へのセンサＳＡ２２０の移動が規制されてい
る。また、ＳＡベース部２２１は表壁部２３３と裏壁部２３４とで挟み込まれている。こ
の場合、ＳＡベース部２２１の表面が表壁部２３３に接触し、ＳＡベース部２２１の裏面
が裏壁部２３４に接触していることで、幅方向ＸへのセンサＳＡ２２０の移動が規制され
ている。
【０３７１】
　裏壁部２３４には、ＳＡベース部２２１の裏側板面を収容する収容凹部２６４が設けら
れている。収容凹部２６４は、裏壁部２３４の内周面が外周側に向けて凹むことで形成さ
れており、奥行き方向Ｚにおいて上流壁部２３１と下流壁部２３２との中間位置に配置さ
れている。ＳＡベース部２２１は収容凹部２６４に嵌合しており、センサＳＡ２２０が奥
行き方向Ｚに移動することが収容凹部２６４の内周面により規制される。
【０３７２】
　ハウジング２０１は、上記第１実施形態のハウジング２１とは異なり、複数の部品を組
み付けることで形成されている。ハウジング２０１は、ベース部材２６１及びカバー部材
２６２を有している。カバー部材２６２は、ハウジング本体２０４の少なくとも表壁部２
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３３を有しており、ベース部材２６１とは別部材として一体成型されている。ベース部材
２６１は、ハウジング本体２０４のうちカバー部材２６２を除いた部分と、シール保持部
２０５、フランジ部２０７及びコネクタ部２０８を有しており、これら部位が一体成型さ
れている。
【０３７３】
　ベース部材２６１の内部空間は、ベース部材２６１が表壁部２３３を有していないこと
に起因して、上流壁部２３１、下流壁部２３２及び先端壁部２３５を挟んで裏壁部２３４
とは反対側に向けて開放されている。この開放部分をベース開口部２６３と称すると、ベ
ース開口部２６３は、ハウジング２０１が完成した状態ではカバー部材２６２及びポッテ
ィング部２４２により閉鎖されることになる。
【０３７４】
　ハウジング本体２０４の表面においてベース部材２６１とカバー部材２６２との境界部
に段差が生じないように、カバー部材２６２を収容した収容切欠部２６５がベース部材２
６１に設けられている。収容切欠部２６５は、上流壁部２３１、下流壁部２３２、先端壁
部２３５及び第１規制部２５１に跨っており、ベース部材２６１の表側端部を切り欠いて
いる。この収容切欠部２６５にカバー部材２６２が入り込んだ状態になっていることで、
ハウジング本体２０４の表面において、上流壁部２３１及び下流壁部２３２により形成さ
れた部分と、カバー部材２６２により形成された部分とが面一になっている。
【０３７５】
　なお、本実施形態では、流量検出部２０２が物理量検出部に相当し、センサＳＡ２２０
が検出ユニットに相当する。また、図６３、図６４等では、バイパス流路２１０の図示を
省略している。図６３は、ハウジング２０１について、シール保持部２０５よりもハウジ
ング先端側の部分だけの断面を示した部分断面図になっている。また、図６４は、ポッテ
ィング部２４２及びカバー部材２６２を取り外した状態で、ベース部材２６１の開放側か
らハウジング２０１を見た図である。
【０３７６】
　次に、エアフロメータ２００の製造方法について、センサＳＡ２２０をハウジング２０
１に装着する手順を中心に、図６５～図６８を参照しつつ説明する。
【０３７７】
　ハウジング本体２０４について、樹脂成型を行うことでベース部材２６１及びカバー部
材２６２を作成する。ベース部材２６１の作成については、金型等の型装置にコネクタタ
ーミナル２０８ａを着脱可能に仮取り付けし、この状態の型装置に溶融樹脂を注入するこ
とで、コネクタターミナル２０８ａが埋め込まれた状態のベース部材２６１を樹脂成型す
る。ベース部材２６１から型装置を取り外す場合には、この型装置へのコネクタターミナ
ル２０８ａの仮取り付けを解除してベース部材２６１から型装置を取り外す。樹脂成型し
たベース部材２６１においては、図６５に示すように、コネクタターミナル２０８ａの一
端部がシール保持部２０５からハウジング先端側に向けて突出した状態になっている。
【０３７８】
　そして、図６６に示すように、ベース開口部２６３の一部をカバー部材２６２で塞ぐよ
うに、カバー部材２６２をベース部材２６１に取り付ける。これにより、ハウジング２０
１、ハウジング本体２０４、ハウジング開口部２４１を作成する。ここでは、ベース部材
２６１とカバー部材２６２とが接触する部分について、これらベース部材２６１とカバー
部材２６２とを接着や溶着により接合する。
【０３７９】
　続いて、図６７に示すように、センサＳＡ２２０をハウジング開口部２４１から内部空
間２０４ａに挿入することで、ハウジング本体２０４にセンサＳＡ２２０を取り付ける。
ここでは、検出支持部２２３を第１挿通部２５２に挿入しながら、ＳＡベース部２２１を
第１規制部２５１と第２規制部２５５との間に嵌合させ、さらに、ＳＡベース部２２１を
収容凹部２６４にも嵌合させるように、センサＳＡ２２０を押し込む。その後、リードタ
ーミナル２２４とコネクタターミナル２０８ａとを溶接等により電気的に接続する。
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【０３８０】
　図６８に示すように、ベース部材２６１にカバー部材２６２を組み付けることでハウジ
ング本体２０４が完成した後、流体の状態になっている熱硬化性樹脂をハウジング開口部
２４１から支持領域ＱＢ及びコネクタ領域ＱＣに注入する。この場合、コネクタターミナ
ル２０８ａ、リードターミナル２２４、センサＳＡ２２０がハウジング開口部２４１から
露出しないように、支持領域ＱＢ及びコネクタ領域ＱＣを熱硬化性樹脂で充填する。その
後、熱硬化性樹脂を加熱により硬化させることで、ポッティング部２４２を形成する。
【０３８１】
　＜構成群Ｃの説明＞
　ハウジング取付部と位置保持部との位置関係に関する構成群Ｃについて、図６１～図６
４、図６９～図７１等を参照しつつ説明する。なお、図６９においては、ハウジング本体
２０４のベース部材２６１について、上流壁部２３１、下流壁部２３２、表壁部２３３及
び裏壁部２３４の図示を省略している。
【０３８２】
　図６１～図６４において、シール保持部２０５は、ハウジング本体２０４に比べて肉厚
になっている。シール保持部２０５においては、上記第１実施形態のリング保持部２５と
同様に横断面の外周端が円状になっている一方で、シール保持部２０５のハウジング先端
側の端面から延びるハウジング本体２０４は横断面矩形状になっている。また、シール保
持部２０５は、エアフロメータ２００を支持するために必要な強度を確保できるように肉
厚になっている。ハウジング２０１においては、吸気管１２ａに取り付けられるハウジン
グ取付部が、シール保持部２０５及びフランジ部２０７により構成されている。
【０３８３】
　上述したように、ハウジング本体２０４においては、第１規制部２５１及び第２規制部
２５５がセンサＳＡ２２０の移動を規制しており、これら規制部２５１，２５５のそれぞ
れが位置保持部に相当する。ハウジング本体２０４においては、上流壁部２３１、下流壁
部２３２及び裏壁部２３４がシール保持部２０５と規制部２５１，２５５とを接続してお
り、これら壁部２３１，２３２，２３４がハウジング接続部に相当する。また、内部空間
２０４ａがセンサＳＡ２２０を収容した収容空間に相当する。
【０３８４】
　第１規制部２５１においては、ハウジング基端側の板面２５１ａがＳＡベース部２２１
に接触しており、この板面２５１ａによりハウジング先端側へのセンサＳＡ２２０の移動
が規制されている。第２規制部２５５においては、ハウジング先端側の板面２５５ａがＳ
Ａベース部２２１に接触しており、この板面２５５ａによりハウジング基端側へのセンサ
ＳＡ２２０の移動が規制されている。この場合、板面２５１ａ，２５５ａは、センサＳＡ
２２０が高さ方向Ｙに移動しないように位置保持しており、特に、第１規制部２５１の板
面２５１ａは第３保持部に相当する。
【０３８５】
　ＳＡベース部２２１においては、ハウジング先端側の端面２２１ａが第１規制部２５１
の板面２５１ａに接触しており、ハウジング基端側の端面２２１ｂが第２規制部２５５の
板面２５５ａに接触している。この場合、ＳＡベース部２２１の端面２２１ａ，２２１ｂ
が、第３保持部に接触しているユニット接触部に相当する。
【０３８６】
　上述したように、検出支持部２２３の外周面が第１挿通部２５２の内周面に接触してい
ることで、センサＳＡ２２０が幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚに移動することが規制されてい
る。図６９に示すように、第１挿通部２５２の内周面には、表内面２５２ａ、裏内面２５
２ｂ、上流内面２５２ｃ及び下流内面２５２ｄが含まれている。
【０３８７】
　表内面２５２ａと裏内面２５２ｂとは幅方向Ｘに並べられており、表内面２５２ａは、
検出支持部２２３の表面に接触し、裏内面２５２ｂは検出支持部２２３の裏面に接触して
いる。これら表内面２５２ａ及び裏内面２５２ｂは、センサＳＡ２２０を幅方向Ｘに移動
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しないように位置保持しており、第１保持部に相当する。上流内面２５２ｃと下流内面２
５２ｄとは奥行き方向Ｚに並べられており、上流内面２５２ｃがハウジング本体２０４の
上流壁部２３１側に配置され、下流内面２５２ｄが下流壁部２３２側に配置されている。
上流内面２５２ｃ及び下流内面２５２ｄは、いずれも検出支持部２２３の側面に接触して
いることで、センサＳＡ２２０を奥行き方向Ｚに移動しないように位置保持しており、第
２保持部に相当する。
【０３８８】
　なお、本実施形態でも、上記第１実施形態と同様に、幅方向Ｘが第１方向に相当し、奥
行き方向Ｚが第２方向に相当する。また、第１規制部２５１の板面２５１ａや第１挿通部
２５２の内面２５２ａ～２５２ｄを位置出し面と称することもできる。
【０３８９】
　図７０、図７１に示すように、ハウジング本体２０４は、計測流路２１２の流路面積を
小さくすることで計測流路２１２を絞る絞り部２７１，２７２を有している。表絞り部２
７１は、表壁部２３３から裏壁部２３４に向けて延びた凸部であり、裏絞り部２７２は、
裏壁部２３４から表壁部２３３に向けて延びた凸部である。表絞り部２７１と裏絞り部２
７２とは、検出支持部２２３を挟んで対向しており、流量検出部２０２は、これら絞り部
２７１，２７２の間に配置されている。この場合、流量検出部２０２は表絞り部２７１と
対向している。
【０３９０】
　計測流路２１２では、流量検出部２０２周辺の領域が絞り部２７１，２７２により絞ら
れることで、流量検出部２０２に到達する吸入空気が整流される。この場合、流量検出部
２０２の周辺においては、吸入空気の流れに乱れが生じにくくなっており、この乱れによ
り流量検出部２０２の検出精度が低下するということを抑制できる。また、流量検出部２
０２は、上記第１実施形態の流量検出部２２と同様に、発熱部の放熱量を利用した検出部
であり、流量検出部２０２の検出精度を適正に保つには、流量検出部２０２周辺での吸入
空気の流速がある程度大きいことが好ましい。これに対して、本実施形態では、流量検出
部２０２に向けて絞り部２７１，２７２により計測流路２１２が絞られていることで、吸
入空気の流速が増加しやすくなっているため、流量検出部２０２の検出精度を適正化でき
る。
【０３９１】
　表壁部２３３において表絞り部２７１が形成された部分を表形成部２３３ａと称すると
、この表形成部２３３ａは、表壁部２３３での他の部分に比べて肉厚になっている。同様
に、裏壁部２３４において裏絞り部２７２が形成された部分を裏形成部２３４ａと称する
と、この裏形成部２３４ａは、裏壁部２３４での他の部分に比べて肉厚になっている。
【０３９２】
　ここで、裏壁部２３４について、裏形成部２３４ａが肉厚になっていることに起因して
、エアフロメータ２００の製造時において樹脂成型に伴う変形が裏形成部２３４ａに生じ
ることが懸念される。これに対して、裏壁部２３４と第１規制部２５１とが一体成型され
たベース部材２６１において、裏絞り部２７２が高さ方向Ｙにおいて第１規制部２５１か
らハウジング先端側に離間している。この場合、仮に、樹脂成型に伴う変形が裏形成部２
３４ａに生じたとしても、この変形が裏壁部２３４において第１規制部２５１と裏形成部
２３４ａとの間の部分で吸収されると考えられる。このため、裏形成部２３４ａの変形に
伴って第１規制部２５１の位置や形状が変化するということが生じにくくなっており、そ
の結果、流量検出部２０２の位置ずれが抑制される。
【０３９３】
　ハウジング本体２０４においては、表形成部２３３ａが裏形成部２３４ａに比べて肉厚
になっている。この場合、幅方向Ｘにおいて、表壁部２３３からの表絞り部２７１の突出
寸法Ｄ３１は、裏壁部２３４からの裏絞り部２７２の突出寸法Ｄ３２より大きくなってい
る。このため、樹脂成型に伴う変形が生じないように表形成部２３３ａを極力肉薄にした
としても、表形成部２３３ａの肉厚を調整することで、流量検出部２０２の検出精度を適
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正化できるように計測流路２１２の絞り度合いを適度に大きくできる。上述したように、
表形成部２３３ａを有するカバー部材２６２と、第１規制部２５１を有するベース部材２
６１とは別部材である。この場合、仮に樹脂成型に伴う変形が表形成部２３３ａに生じた
としても、この変形により第１規制部２５１の位置や形状が変化するということが生じな
いため、表形成部２３３ａの肉厚化によって流量検出部２０２の位置ずれが生じるという
ことはない。
【０３９４】
　幅方向Ｘにおいて、検出支持部２２３の表面と表絞り部２７１との離間距離Ｄ３３は、
検出支持部２２３の裏面と裏絞り部２７２との離間距離Ｄ３４より小さくなっている。計
測流路２１２においては、検出支持部２２３と表絞り部２７１との間の領域の方が、検出
支持部２２３と裏絞り部２７２との間の領域よりも絞り度合いが大きくなっている。なお
、表絞り部２７１により計測流路２１２が絞られていれば、必ずしも裏絞り部２７２は設
けられていなくてもよい。
【０３９５】
　構成群Ｃについて本実施形態によれば、ハウジング２０１において第１規制部２５１及
び第２規制部２５５がシール保持部２０５からハウジング先端側に離間している。このた
め、シール保持部２０５を強度向上のために肉厚化できる一方で、規制部２５１，２５５
を薄肉化できる。このように、規制部２５１，２５５の肉薄化が図られていることで、規
制部２５１，２５５の形状が製品ごとにばらつくということが生じにくくなるため、規制
部２５１，２５５により位置決めされるセンサＳＡ２２０の位置がばらつくということも
生じにくくなる。したがって、流量検出部２０２の検出精度が製品ごとにばらつくという
ことを抑制できる。
【０３９６】
　本実施形態によれば、第１規制部２５１においては、表内面２５２ａ及び裏内面２５２
ｂが幅方向ＸへのセンサＳＡ２２０の移動を規制し、上流内面２５２ｃ及び下流内面２５
２ｄが奥行き方向ＺへのセンサＳＡ２２０の移動を規制する。この場合、第１規制部２５
１では、これら内面２５２ａ～２５２ｄについても、樹脂成型に伴う変形が生じにくくな
っているため、幅方向Ｘ及び奥行き方向ＺについてセンサＳＡ２２０の位置が製品ごとに
ばらつくということを抑制できる。
【０３９７】
　本実施形態によれば、第１規制部２５１においては、ハウジング基端側の板面２５１ａ
がハウジング先端側へのセンサＳＡ２２０の移動を規制する。この場合、第１規制部２５
１では、この板面２５１ａについても、樹脂成型に伴う変形が生じにくくなっているため
、高さ方向ＹについてセンサＳＡ２２０の位置が製品ごとにばらつくということを抑制で
きる。
【０３９８】
　本実施形態によれば、センサＳＡ２２０においては、リードターミナル２２４と流量検
出部２０２との間において、流量検出部２０２寄りの位置にハウジング先端側の端面２２
１ａが設けられている。この場合、仮に、センサＳＡ２２０が第１規制部２５１との接触
部分を支点として回動するように位置ずれしたとしても、例えばリードターミナル２２４
寄りの位置に端面２２１ａが設けられた構成に比べて、流量検出部２０２の位置ずれ量を
低減できる。このため、流量検出部２０２の検出精度の低下を抑制できる。
【０３９９】
　本実施形態によれば、シール保持部２０５と第１規制部２５１及び第２規制部２５５と
が上流壁部２３１、下流壁部２３２及び裏壁部２３４により接続されているため、シール
保持部２０５が規制部２５１，２５５から離間した構成を実現できる。この場合、仮に、
樹脂成型に伴う変形がシール保持部２０５に生じたとしても、この変形が壁部２３１，２
３２，２３４により吸収されることで、シール保持部２０５の変形に伴って規制部２５１
，２５５の位置や形状が変化するということが生じにくくなっている。このため、規制部
２５１，２５５によるセンサＳＡ２２０の位置決め精度が低下するということを抑制でき
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る。
【０４００】
　本実施形態によれば、エアフロメータ２００の製造時において、センサＳＡ２２０がベ
ース開口部２６３を通じてベース部材２６１の内部に挿入される。このようにベース部材
２６１にセンサＳＡ２２０を取り付ける場合に、樹脂成型に伴う変形がベース部材２６１
の第１規制部２５１にて生じにくくなっていることに起因して、第１規制部２５１による
センサＳＡ２２０の位置決め精度を高めることができる。
【０４０１】
　＜構成群Ｅの説明＞
　コネクタターミナルの位置に関する構成群Ｅについて、図７２等を参照しつつ説明する
。
【０４０２】
　図７２に示すように、コネクタターミナル２０８ａは、コネクタ部２０８と内部空間２
０４ａとにかけ渡されている。コネクタターミナル２０８ａは、コネクタ部２０８に配置
された第１ターミナル部２８２ａと、内部空間２０４ａに配置された第２ターミナル部２
８２ｂと、これらターミナル部２８２ａ，２８２ｂを接続する接続ターミナル部２８２ｃ
とを有している。コネクタターミナル２０８ａにおいては、一方の端部が第１ターミナル
部２８２ａに含まれており、他方の端部が第２ターミナル部２８２ｂに含まれている。第
１ターミナル部２８２ａは、コネクタ部２０８の内部においてハウジング本体２０４から
遠ざかる向きに延びている。第２ターミナル部２８２ｂは、内部空間２４ａにおいてコネ
クタ部２０８から遠ざかる向きに延びている。第２ターミナル部２８２ｂは、ハウジング
開口部２４１と裏壁部２３４との間に配置されている。
【０４０３】
　コネクタターミナル２０８ａにおいては、少なくとも接続ターミナル部２８２ｃがハウ
ジング２０１に埋め込まれている。この埋め込み部分により、コネクタターミナル２０８
ａがハウジング２０１に固定されている。また、コネクタターミナル２０８ａは支持領域
ＱＢにはみだしておらず、第２ターミナル部２８２ｂ全体がコネクタ領域ＱＣに収容され
ている。
【０４０４】
　本実施形態では、第２ターミナル部２８２ｂが突出ターミナル部に相当する。センサＳ
Ａ２２０については、リードターミナル２２４が検出ターミナルに相当し、ＳＡ本体２２
５がユニット本体に相当する。また、幅方向Ｘが検出ユニットとハウジング開口部とが並
んだ方向に相当する。
【０４０５】
　センサＳＡ２２０においては、ＳＡ本体２２５が流路領域ＱＡと支持領域ＱＢとを高さ
方向Ｙに跨ぐ位置に配置され、リードターミナル２２４が支持領域ＱＢとコネクタ領域Ｑ
Ｃとの境界部を高さ方向Ｙに跨ぐ位置に配置されている。この場合、流路領域ＱＡ及び支
持領域ＱＢが本体領域を構成していることになる。
【０４０６】
　リードターミナル２２４とコネクタターミナル２０８ａとはコネクタ領域ＱＣにて接続
されており、この接続部分においては、幅方向Ｘにおいてコネクタターミナル２０８ａが
リードターミナル２２４とハウジング開口部２４１との間に入り込んでいない。例えば、
接続部分では、幅方向Ｘにおいてリードターミナル２２４がコネクタターミナル２０８ａ
とハウジング開口部６１との間に配置されている。また、リードターミナル２２４とコネ
クタターミナル２０８ａとが奥行き方向Ｚに横並びに配置されていてもよい。いずれの場
合でも、内部空間２０４ａにおいて、幅方向ＸにおいてセンサＳＡ２２０とハウジング開
口部２４１との間にコネクタターミナル２０８ａが入り込んでいないことになる。
【０４０７】
　次に、エアフロメータ２００の製造方法について、リードターミナル２２４とコネクタ
ターミナル２０８ａとが直接的に接続されていることを中心に、図７２を参照しつつ説明
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する。
【０４０８】
　樹脂成型したハウジング２０１にカバー部材２６２を取り付けた後、ハウジング開口部
２４１からセンサＳＡ２２０を内部空間２０４ａに挿入する。ここでは、センサＳＡ２２
０をＳＡ本体２２５が裏壁部２３４や第１規制部２５１に引っ掛かるまで押し込む。ここ
で、ＳＡ本体２２５が裏壁部２３４や第１規制部２５１に引っ掛かるよりも先に、リード
ターミナル２２４がコネクタターミナル２０８ａに接触する場合が想定される。これに対
して、リードターミナル２２４及びコネクタターミナル２０８ａの少なくとも一方が変形
することで、センサＳＡ２２０を内部空間２０４ａに更に深く押し込むことが可能になっ
ている。このため、リードターミナル２２４が流路領域ＱＡと支持領域ＱＢとの境界部を
跨ぐ位置に配置されていても、リードターミナル２２４がコネクタターミナル２０８ａに
引っ掛かることでセンサＳＡ２２０の位置ずれが生じるということが抑制される。
【０４０９】
　センサＳＡ２２０を内部空間２０４ａに設置した後、接合具を用いてリードターミナル
２２４とコネクタターミナル２０８ａとを接続する工程を行う。この工程では、上記第１
実施形態と同様に、一対の溶接電極によりリードターミナル２２４と第２ターミナル部２
８２ｂとを挟み込むようにして、これらリードターミナル２２４と第２ターミナル部２８
２ｂとを直接的に接合する。その後、内部空間２０４ａに熱硬化性樹脂を注入してポッテ
ィング部２４２を形成する。
【０４１０】
　構成群Ｅについて本実施形態によれば、ハウジング２０１の内部空間２０４ａにおいて
は、幅方向Ｘにおいてハウジング開口部２４１とセンサＳＡ２２０との間にコネクタター
ミナル２０８ａが入り込んでいない。このため、コネクタターミナル２０８ａをハウジン
グ２０１に取り付けた後に、センサＳＡ２２０をハウジング開口部２４１から内部空間２
０４ａに挿入することができる。この場合、センサＳＡ２２０を内部空間２０４ａに設置
した後に、ハウジング２０１にコネクタターミナル２０８ａを取り付ける作業を行う必要
がない。このため、ハウジング２０１へのコネクタターミナル２０８ａの取り付けに伴う
衝撃などによりセンサＳＡ２２０の位置ずれが生じる、ということを抑制できる。
【０４１１】
　本実施形態によれば、内部空間２０４ａにおいて、コネクタターミナル２０８ａの第２
ターミナル部２８２ｂがコネクタ領域ＱＣにはみださない状態で流路領域ＱＡ及び支持領
域ＱＢに収容されている。このため、幅方向Ｘにおいてハウジング開口部２４１とセンサ
ＳＡ２２０との間に第２ターミナル部２８２ｂが入り込んでいない構成を実現できる。こ
の場合、作業者は、センサＳＡ２２０をハウジング開口部２４１から内部空間２０４ａに
挿入する際に、このＳＡ本体２２５を単にコネクタ領域ＱＣに進入させないことで、ＳＡ
本体２２５が第２ターミナル部２８２ｂに接触することを回避できる。したがって、ハウ
ジング２０１へのセンサＳＡ２２０の取り付けに伴ってＳＡ本体２２５やコネクタターミ
ナル２０８ａが互いの接触に伴って破損したり変形したりするということを抑制できる。
【０４１２】
　本実施形態によれば、内部空間２０４ａにおいて、センサＳＡ２２０のリードターミナ
ル２２４が支持領域ＱＢとコネクタ領域ＱＣとの境界部を跨ぐ位置に配置されている。こ
の場合、リードターミナル２２４をコネクタターミナル２０８ａに直接的に接続すること
が可能になる。このため、リードターミナル２２４とコネクタターミナル２０８ａとを電
気的に接続するために内部空間２０４ａにて行う溶接作業の回数を極力少なくすることが
できる。したがって、内部空間２０４ａでの溶接作業によりセンサＳＡ２２０の位置ずれ
が生じるということを抑制できる。
【０４１３】
　本実施形態によれば、ベース部材２６１の樹脂成型に用いられる型装置にコネクタター
ミナル２０８ａが仮取り付けされることで、コネクタターミナル２０８ａの少なくとも一
部が埋め込まれた状態のベース部材２６１を成型できる。このため、ベース部材２６１に
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対するコネクタターミナル２０８ａの位置ずれが生じるということを抑制できる。
【０４１４】
　本実施形態によれば、ハウジング開口部２４１から内部空間２０４ａに注入された熱硬
化性樹脂によりセンサＳＡ２２０及びコネクタターミナル２０８ａが覆い隠された状態に
なっている。このため、センサＳＡ２２０が位置ずれすることや、リードターミナル２２
４及びコネクタターミナル２０８ａが変形したり破損したりすることを、熱硬化性樹脂に
より形成されたポッティング部２４２により抑制できる。
【０４１５】
　＜構成群Ｆの説明＞
　検出ユニットを覆うことに関する構成群Ｆについて、図７２等を参照しつつ説明する。
【０４１６】
　図６１に示すように、ハウジング開口部２４１は、高さ方向Ｙにおいてシール保持部２
０５と流入口２１３ａとの間に配置されている。ここで、シール保持部２０５及びフラン
ジ部２０７を含んでハウジング取付部が構成されているとすると、ハウジング開口部２４
１は、ハウジング取付部と流入口２１３ａとの間に配置されていることになる。上述した
ように、図７２において、センサＳＡ２２０のリードターミナル２２４とコネクタターミ
ナル２０８ａとは互いに接続されており、この接続部分２９１はコネクタ領域ＱＣに収容
されている。なお、支持領域ＱＢ及びコネクタ領域ＱＣにより封止領域が構成されており
、ポッティング部２４２が充填部に相当する。また、内部空間２０４ａに充填された後に
硬化することでポッティング部２４２を形成する熱硬化性樹脂が充填材に相当する。
【０４１７】
　構成群Ｆについて本実施形態によれば、熱硬化性樹脂が内部空間２０４ａに注入される
ことでポッティング部２４２が形成されるため、内部空間２０４ａを封止する際にその内
部空間２０４ａに圧力が付与されるということが生じにくくなっている。この場合、内部
空間２０４ａに付与される圧力によりセンサＳＡ２２０の位置ずれが意図せずに生じると
いうことが抑制されるため、センサＳＡ２２０の位置が製品ごとにばらつくということが
生じにくくなっている。したがって、流量検出部２０２の検出精度が製品ごとにばらつく
ということを抑制できる。
【０４１８】
　本実施形態によれば、内部空間２０４ａにおいては、センサＳＡ２２０に加えて、リー
ドターミナル２２４とコネクタターミナル２０８ａとの接続部分２９１がポッティング部
２４２により覆われている。このため、ポッティング部２４２の封止性能によりセンサＳ
Ａ２２０だけでなく接続部分２９１も保護することができる。
【０４１９】
　本実施形態によれば、ハウジング開口部２４１が高さ方向Ｙにおいてシール保持部２０
５と流入口２１３ａとの間に配置されている。このため、ハウジング開口部２４１が吸気
管１２ａの外部ではなく内部である吸気通路１２に配置される構成を実現できる。この場
合、内燃機関１１などの熱源からポッティング部２４２に熱が直接的に付与されるという
ことが生じにくくなっているため、熱によるポッティング部２４２の劣化を抑制できる。
これにより、ポッティング部２４２による内部空間２０４ａの封止性能を長期間にわたっ
て発揮させることができる。
【０４２０】
　＜構成群Ｇの説明＞
　情報部に関する構成群Ｇについて、図７３等を参照しつつ説明する。
【０４２１】
　図７３に示すように、ハウジング２０１において、表壁部２３３の外側面をハウジング
表面３０１と称し、裏壁部２３４の外側面をハウジング裏面と称すると、ハウジング開口
部２４１はハウジング２０１に設けられている。ハウジング表面３０１には、裏壁部２３
４側に向けて凹んだ肉盗み部３０２が複数設けられている。肉盗み部３０２は、ハウジン
グ表面３０１を形成するカバー部材２６２に設けられていることになる。なお、ハウジン
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グ表面３０１がハウジングの一面であるハウジング面に相当する。
【０４２２】
　ハウジング開口部２４１は内部空間２０４ａの開放端部であり、上述したように、内部
空間２０４ａはポッティング部２４２によりハウジング開口部２４１側から封止されてい
る。ポッティング部２４２においては、その外側面であるポッティング面３０３が、ハウ
ジング表面３０１と同様に、幅方向ＸにおいてセンサＳＡ５０とは反対側を向いている。
また、内部空間２０４ａに充填されたポッティング材が支持領域ＱＢ及びコネクタ領域Ｑ
Ｃの内周面を這い上がることにより、ポッティング面３０３においては周縁部分が湾曲し
やすくなっている。しかしながら、ポッティング面３０３の全体としては、周縁部分を除
くほとんどの部分が平坦面になっている。この場合、ポッティング部２４２が封止部に相
当し、ポッティング面３０３が封止部の外側面に相当する。
【０４２３】
　ハウジング２０１では、高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部２４１がシール保持部２
０５と流入口２１３ａとの間に配置されている。この場合、エアフロメータ２００が吸気
管１２ａに取り付けられた状態では、流入口２１３ａ及びポッティング部２４２の両方が
吸気管１２ａの内部において吸気通路１２に配置されることになる。
【０４２４】
　ハウジング開口部２４１は、全体として矩形状に形成されている。この場合、ハウジン
グ開口部２４１は、長辺である一対の第１辺部３０５と、短辺である一対の第２辺部３０
６とを有しており、全体として高さ方向Ｙに延びた扁平状になっている。この場合、第１
辺部３０５は高さ方向Ｙに延びており、第２辺部３０６は奥行き方向Ｚに延びている。本
実施形態では、ハウジング開口部２４１の四隅が面取りされておらず、第１辺部３０５と
第２辺部３０６とが直接的に接続されている。なお、第１辺部３０５が対向辺に相当する
。
【０４２５】
　ポッティング面３０３には、上記第１実施形態の情報部１９４と同様の情報部３０４が
設けられている。情報部３０４においては、数列や文字列が第１辺部３０５に沿って並ん
でいる。
【０４２６】
　構成群Ｇについて本実施形態によれば、ポッティング材が内部空間２０４ａに注入され
ることでポッティング部２４２が形成されているため、ポッティング面３０３の大部分を
平坦化することが可能である。しかも、ハウジング開口部２４１及び内部空間２０４ａは
、センサＳＡ２２０をＳＡ本体２２５の板面から挿入することができるほどに大きくなっ
ているため、情報部３０４を表示する上でポッティング面３０３が不足するということが
生じにくくなっている。このように、ポッティング面３０３の平坦化及び大型化が図られ
ているため、ポッティング面３０３に付与された情報部３０４の視認性を高めることがで
きる。
【０４２７】
　本実施形態によれば、ハウジング２０１の内部空間２０４ａにおいては、センサＳＡ２
２０のＳＡ本体２２５とコネクタターミナル２０８ａとが高さ方向Ｙに横並びに配置され
ている。このため、ＳＡ本体２２５とコネクタターミナル２０８ａとを横並びに配置でき
る程度に、高さ方向Ｙについて内部空間２０４ａの幅寸法及びハウジング開口部２４１の
幅寸法が大きくなっている。すなわち、高さ方向Ｙにおいてポッティング面３０３の幅寸
法が大きくなっている。この場合、ポッティング面３０３において、情報部３０４の大型
化を図ることが可能になっていることで、情報部３０４の視認性を高めることができる。
【０４２８】
　本実施形態によれば、ハウジング開口部２４１が、一対の第１辺部３０５が長辺になる
ように全体として扁平しているため、情報部３０４の並び方向を明確化することができる
。この場合、ポッティング面３０３において、情報部３０４の数列や文字列が第１辺部３
０５に沿って並んでいることで、作業者がこれら数列や文字列を読み間違えるということ
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を抑制できる。このように、ポッティング面３０３の形状により情報部３０４の視認性を
高めることができる。
【０４２９】
　本実施形態によれば、ハウジング表面３０１には肉盗み部３０２が設けられている。こ
こで、ハウジング表面３０１において、情報部３０４の視認性が不足しない程度に大きな
平坦面を確保しようとすると、ハウジング表面３０１での肉盗み部３０２が不足すること
が懸念される。ハウジング表面３０１にて肉盗み部３０２が不足すると、カバー部材２６
２が肉厚になることで、カバー部材２６２を樹脂成型する際に溶融樹脂の硬化に伴って意
図しない変形がカバー部材２６２に生じることが懸念される。これに対して、本実施形態
では、ポッティング面３０３に情報部３０４が付与されているため、情報部３０４の表示
に適する程度の平坦面をハウジング表面３０１に確保する必要がない。この場合、ハウジ
ング表面３０１に十分な肉盗み部３０２を配置することで、樹脂成型に伴うカバー部材２
６２の変形を抑制した上で、ポッティング面３０３での情報部３０４の視認性を高めるこ
とができる。
【０４３０】
　本実施形態によれば、ハウジング２０１の内部空間２０４ａにおいては、センサＳＡ２
２０がポッティング部２４２により覆われている。ここで、本実施形態とは異なり、例え
ば、ハウジング２０１とは別部材として樹脂成型されたフタ部材がハウジング開口部２４
１に取り付けられた構成では、ハウジング開口部２４１が大型化するほど、フタ部材も大
型化することになる。フタ部材が大型化した場合、カバー部材２６２と同様にフタ部材に
も肉盗み部３０２を形成する必要が生じ、情報部３０４を付与できる程度の平坦面をフタ
部材にて確保することが困難になってしまう。
【０４３１】
　これに対して、本実施形態によれば、情報部３０４が付与されたポッティング部２４２
については、樹脂成型を行わないことに起因して肉盗み部３０２を形成する必要がない。
しかも、内部空間２０４ａに充填されたポッティング部２４２については、ポッティング
面３０３が必然的に平坦化されるという現象を利用することで、ポッティング面３０３の
ほぼ全体に情報部３０４を配置することが可能になる。したがって、ポッティング面３０
３において情報部３０４の視認性を高めることができる。
【０４３２】
　（第５実施形態）
　上記第１実施形態では、流路境界部３４の一部と流出口３３ｂの一部とが互いに重複し
ていたが、第５実施形態では、流路境界部３４と流出口３３ｂとが奥行き方向Ｚに離間し
ている。本実施形態では、上記第１実施形態との相違点を中心に、図７４～図７９を参照
しつつ説明する。
【０４３３】
　＜構成群Ｄの説明＞
　通過流路の構成に関する構成群Ｄについて説明を行う。図７４、図７５に示すように、
通過流路３１は、奥行き方向Ｚにおいて流路境界部３４よりも下流側に延びた形状になっ
ている。この場合、通過流路３１は、流入通過路３１ａ及び流出通過路３１ｂに加えて、
これら流入通過路３１ａと流出通過路３１ｂとを接続する接続通過路３３１を有している
。接続通過路３３１は、流入通過路３１ａと流出通過路３１ｂとの間に設けられ、流路境
界部３４から通過床面１５２に向けて延びている。この場合、流出通過路３１ｂは、奥行
き方向Ｚにおいて流路境界部３４と流出口３３ｂとの間にある。
【０４３４】
　通過流路３１においては、通過床面１５２の全体が床絞り面１５２ａになっている。こ
の場合、床絞り面１５２ａは、流入口３３ａと流出口３３ｂとにかけ渡された状態になっ
ている。なお、床絞り面１５２ａが床傾斜面に相当する。壁絞り面１５３ａは、奥行き方
向Ｚにおいて流路境界部３４と流出口３３ｂとの間に設けられており、奥行き方向Ｚにお
いて流出通過路３１ｂの全体に配置されている。この場合、壁絞り面１５３ａは、接続通
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過路３３１と流出口３３ｂとにかけ渡された状態になっている。
【０４３５】
　通過天井面１５１は、流路境界部３４よりも流入口３３ａ側に設けられた流入天井部３
３２ａと、流路境界部３４よりも流出口３３ｂ側に設けられた流出天井部３３２ｂとを有
している。流入天井部３３２ａは、流入口３３ａと流路境界部３４とにかけ渡された状態
になっており、流入口３３ａと流出口３３ｂとが並んだ方向である奥行き方向Ｚに延びて
いる。流出天井部３３２ｂは、流路境界部３４と流出口３３ｂとにかけ渡された状態にな
っており、流入口３３ａ側を向いていることで流入天井部３３２ａに対して傾斜している
。
【０４３６】
　流路境界部３４は、上記第１実施形態と同様に流出口３３ｂ側を向いていることで、流
入天井部３３２ａに対して傾斜している。また、床絞り面１５２ａも流入天井部３３２ａ
に対して傾斜している。流入天井部３３２ａに対する床絞り面１５２ａの傾斜角度θ３は
、流入天井部３３２ａに対する流路境界部３４の傾斜角度θ２と同じ又はそれより大きく
なっている。なお、上述したように、流路境界部３４は分岐境界部に相当する。また、上
記第１実施形態と同様に、流路境界部３４は、人が流入口３３ａから奥行き方向Ｚに通過
流路３１を覗き込んでも、流入通過路３１ａの天井面の奥側に隠れて見えない位置にある
。この場合、吸気に交じって砂塵、ダスト、水滴、油滴等の異物が飛来しても、この異物
は通過流路３１を直進して流出口３３ｂから排出されやすくなっている。このため、異物
は流量検出部２２まで到達せず、異物により検出素子２２ｂが破損することや、異物が堆
積して流量検出部２２の検出精度が悪化することを防止できる。
【０４３７】
　次に、型装置９０について、図７６、図７７を参照しつつ説明する。
【０４３８】
　図７６、図７７に示すように、計測成型部９７の導入成型部９７ｂは流出口３３ｂまで
到達しておらず、外周型部１０２，１０３には当接していない。このため、導入成型部９
７ｂは、上記第１実施形態とは異なり、外周型部１０２，１０３に当接する外側計測面１
６１を有していない。計測成型部９７の内側計測面１６２と通過型部１０４の内側通過面
１５９とは、上記第１実施形態と同様に互いに当接しており、さらに、互いに引っ掛かっ
ている。
【０４３９】
　計測成型部９７は、内側計測面１６２が内側通過面１５９側に向けて突出した型凸部３
３４を有し、通過型部１０４は、内側通過面１５９が内側計測面１６２とは反対側に向け
て凹んだ型凹部３３５を有している。幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚの両方について、型凸部
３３４は内側計測面１６２の中間位置に配置され、型凹部３３５は内側通過面１５９の中
間位置に配置されている。この場合、型凸部３３４が型凹部３３５の内部に入り込んで嵌
合していることで、型凸部３３４の四方が型凹部３３５の内周面により囲まれた状態にな
っている。このため、型凸部３３４が型凹部３３５の内周面に引っ掛かることで、計測成
型部９７と通過型部１０４とが幅方向Ｘや奥行き方向Ｚに相対的に移動することが規制さ
れている。
【０４４０】
　計測成型部９７の内側計測面１６２と通過型部１０４の内側通過面１５９とは、流路境
界部３４にて当接している。その一方で、型凸部３３４は、流路境界部３４を越えて通過
流路３１に入り込んだ状態になっており、型凸部３３４と型凹部３３５とは通過流路３１
にて嵌合している。この場合、通過型部１０４は、流路境界部３４を越えて計測流路３２
側に入り込んだ部分を有していない。
【０４４１】
　続いて、エアフロメータ１４の製造方法について、樹脂成型されたハウジング２１から
型装置９０を取り外す手順について説明する。
【０４４２】
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　図７８に示すように、通過型部１０４よりも先に計測成型部９７をハウジング２１の計
測流路３２から抜き取る。これは、型凸部３３４が型凹部３３５の内部に入り込んだ状態
になっていることで、通過型部１０４を計測成型部９７に対して奥行き方向Ｚに移動させ
ることができないためである。図７９に示すように、計測成型部９７をハウジング２１か
ら抜き取った後に、通過型部１０４をハウジング２１の流入口３３ａから抜き取る。
【０４４３】
　通過型部１０４を流入口３３ａから抜き取る場合、通過型部１０４を通過流路３１の床
絞り面１５２ａに沿わせるように流入口３３ａ側に移動させる。例えば、通過型部１０４
を通過流路３１の流入天井部３３２ａに沿わせるように流入口３３ａ側に移動させようと
すると、内側通過面１５９が流入天井部３３２ａの上流端部に引っ掛かってしまい、流入
口３３ａから抜き取ることができない。これは、通過型部１０４の内側通過面１５９の少
なくとも一部が高さ方向Ｙにおいて流入口３３ａよりもハウジング基端側に配置されてい
るためである。
【０４４４】
　また、本実施形態とは異なり、床絞り面１５２ａの傾斜角度θ３が流路境界部３４の傾
斜角度θ２より小さい構成では、通過型部１０４が外側通過面１５８に向けて先太りした
形状になってしまう。このため、通過型部１０４を通過流路３１の床絞り面１５２ａに沿
わせるように流入口３３ａ側に向けて移動させようとしても、通過型部１０４を流入口３
３ａから抜き取ることができない。この場合、通過型部１０４においては、床絞り成型面
１５６と内側通過面１５９との離間距離が外側通過面１５８に向けて徐々に大きくなって
いることになる。
【０４４５】
　さらに、本実施形態とは異なり、通過流路３１の流出天井部３３２ｂが流入口３３ａ側
を向いているのではなく、流出口３３ｂ側を向いていても、通過型部１０４が外側通過面
１５８に向けて先太りした形状になってしまう。このため、通過型部１０４を流入口３３
ａから抜き取ることができない。
【０４４６】
　構成群Ｄについて本実施形態によれば、型装置９０において型凸部３３４が型凹部３３
５に入り込んでいるため、計測成型部９７と通過型部１０４との相対的な位置ずれを規制
できる。しかも、型凸部３３４の四方が型凹部３３５の内周面により囲まれているため、
計測成型部９７と通過型部１０４との相対的な位置ずれを、幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚの
両方について規制できる。このため、計測成型部９７と通過型部１０４とが位置ずれして
これら型部９７，１０４の境界部に段差が形成されることで、通過流路３１や計測流路３
２の内周面に段差が生じる、ということを抑制できる。したがって、通過流路３１や計測
流路３２の内周面に形成された段差により空気の流れが乱れ、流量検出部２２の検出精度
が低下する、ということを抑制できる。
【０４４７】
　本実施形態によれば、奥行き方向Ｚを基準として、床絞り面１５２ａの傾斜角度θ３が
流路境界部３４の傾斜角度θ２と同じ又はそれより大きくなっている。このため、計測流
路３２への異物の進入を抑制するために、流路境界部３４が流出口３３ｂ側を向くように
奥行き方向Ｚに対して傾斜していたとしても、通過型部１０４を流入口３３ａから抜き取
り可能な構成を実現できる。
【０４４８】
　（第６実施形態）
　第６実施形態では、センサＳＡ５０のリードターミナル５４がブリッジターミナル８６
を介さずにコネクタターミナル２８ａに接続されている。本実施形態では、上記第１実施
形態との相違点を中心に、図８０、図８１を参照しつつ説明する。
【０４４９】
　＜構成群Ｅの説明＞
　コネクタターミナルの位置に関する構成群Ｅについて説明を行う。図８０に示すように
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、センサＳＡ５０のリードターミナル５４は、高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１
に向けて真っ直ぐに延びているのではなく、コネクタターミナル２８ａ側に向けて延びる
ように折れ曲がった状態になっている。
【０４５０】
　リードターミナル５４は、ＳＡ本体１７０から延びた第１リード部３４１と、コネクタ
ターミナル２８ａの第２ターミナル部１７２ｂに沿って延びている第２リード部３４２と
、これらリード部３４１，３４２を接続する第３リード部３４３とを有している。第１リ
ード部３４１は、ＳＡ本体１７０からハウジング開口部６１に向けて延びている。第２リ
ード部３４２は、第１リード部３４１よりもコネクタターミナル２８ａに近い位置に配置
されており、第３リード部３４３からハウジング開口部６１に向けて延びている。第１リ
ード部３４１及び第２リード部３４２は、互いに平行な状態で高さ方向Ｙに延びている。
第３リード部３４３は、第１リード部３４１からコネクタターミナル２８ａ側に向けて幅
方向Ｘに延びている。なお、第１リード部３４１が検出リード部に相当する。また、第２
リード部３４２及び第３リード部３４３は、第１リード部３４１に接続された接続リード
部を構成している。
【０４５１】
　リードターミナル５４は、本体領域ＰＣ１とコネクタ領域ＰＣ２との境界部を幅方向Ｘ
に跨いだ状態になっている。リードターミナル５４においては、第１リード部３４１が本
体領域ＰＣ１に配置され、第２リード部３４２がコネクタ領域ＰＣ２に配置されており、
第３リード部３４３が本体領域ＰＣ１とコネクタ領域ＰＣ２との境界部を幅方向Ｘに跨ぐ
位置に配置されている。なお、リードターミナル５４が検出ターミナルに相当する。
【０４５２】
　第２リード部３４２は、高さ方向Ｙにおいて封止段差面６７とハウジング開口部６１と
の間に入り込んでおり、第２リード部３４２及び第３リード部３４３の少なくとも一方が
封止段差面６７に接触している。この場合、封止段差面６７は、第２リード部３４２と第
２ターミナル部１７２ｂとの接続部分を支持していることになる。
【０４５３】
　次に、エアフロメータ１４の製造方法について、リードターミナル５４とコネクタター
ミナル２８ａとが直接的に接続されていることを中心に、図８０、図８１を参照しつつ説
明する。
【０４５４】
　まず、センサＳＡ５０の製造手順について説明する。ここでは、汎用性の高いセンサＳ
Ａを汎用ＳＡと称し、汎用ＳＡは、ＳＡ本体１７０及び第１リード部３４１を有している
一方で、第２リード部３４２及び第３リード部３４３を有していない構成とする。本実施
形態では、汎用ＳＡの第１リード部３４１に第２リード部３４２及び第３リード部３４３
を溶接等により接続することで、センサＳＡ５０を製造する。
【０４５５】
　なお、センサＳＡ５０は、汎用ＳＡにリード部３４２，３４３を取り付けることで製造
されるのではなく、第１リード部３４１、第２リード部３４２及び第３リード部３４３を
有するリードターミナル５４をＳＡ本体１７０に取り付けることで製造されてもよい。ま
た、汎用ＳＡの第１リード部３４１は、上記第１実施形態のセンサＳＡ５０のリードター
ミナル５４に対応する部位であり、上記第１実施形態のセンサＳＡ５０も汎用性の高い汎
用ＳＡと称することができる。
【０４５６】
　ハウジング２１を樹脂成型した後、図８１に示すように、ハウジング２１の内部空間２
４ａにセンサＳＡ５０を挿入する。ここでは、上記第１実施形態と同様に、ハウジング開
口部６１から挿入したセンサＳＡ５０を、回路段差面５５が領域段差面６６に引っ掛かる
まで押し込む。ここで、ＳＡ本体１７０が領域段差面６６に引っ掛かるよりも先に、リー
ドターミナル５４の第２リード部３４２や第３リード部３４３が封止段差面６７に引っ掛
かる場合が想定される。この場合でも、封止段差面６７に引っ掛かった状態のリードター



(78) JP 6760253 B2 2020.9.23

10

20

30

40

50

ミナル５４が全体的に変形することで、センサＳＡ５０を内部空間２４ａに更に深く押し
込むことが可能になっている。このため、リードターミナル５４が本体領域ＰＣ１とコネ
クタ領域ＰＣ２との境界部を跨ぐ位置に配置されていても、リードターミナル５４が封止
段差面６７に引っ掛かることでセンサＳＡ５０の位置ずれが生じるということが抑制され
る。
【０４５７】
　センサＳＡ５０を内部空間２４ａに設置した後、接合具を用いてリードターミナル５４
とコネクタターミナル２８ａとを接続する工程を行う。この工程では、一対の溶接電極を
ハウジング開口部６１から内部空間２４ａに差し入れ、これら溶接電極により第２ブリッ
ジ部１７３ｂと第２ターミナル部１７２ｂとを挟み込み、これら第２ブリッジ部１７３ｂ
と第２ターミナル部１７２ｂとの溶接を行う。このように本実施形態では、リードターミ
ナル５４とコネクタターミナル２８ａとを直接的に接合することで、センサＳＡ５０を内
部空間２４ａに設置した後に接合作業を必要とする接合部分の数を極力少なくしている。
【０４５８】
　例えば、上記第１実施形態のようにリードターミナル５４とコネクタターミナル２８ａ
とを間接的に接続する構成では、リードターミナル５４に対する溶接作業と、コネクタタ
ーミナル２８ａに対する溶接作業とを別々に行うことになる。この構成に比べると、本実
施形態では、リードターミナル５４とコネクタターミナル２８ａとが直接的に接合される
ことで、センサＳＡ５０を内部空間２４ａに設置した後に接合作業を必要とする接合部分
の数が半分にまで少なくなっている。
【０４５９】
　構成群Ｅについて本実施形態によれば、リードターミナル５４は、ハウジング開口部６
１に向けて真っ直ぐには延びていなくても、全体としてハウジング開口部６１に向けて延
びていることで、第２リード部３４２がコネクタ領域ＰＣ２に配置されている。すなわち
、第２リード部３４２がＳＡ本体１７０よりもハウジング開口部６１に近い位置に配置さ
れている。この場合、第２リード部３４２と第２ターミナル部１７２ｂとを接合するため
の接合具を、内部空間２４ａの奥深くまで差し入れる必要がないため、接合を行う際の作
業負担を低減できる。
【０４６０】
　本実施形態によれば、ハウジング２１の内部空間２４ａにおいて、センサＳＡ５０のリ
ードターミナル５４が本体領域ＰＣ１とコネクタ領域ＰＣ２との境界部を跨ぐ位置に配置
されている。この場合、リードターミナル５４をコネクタターミナル２８ａに直接的に接
続することが可能になるため、リードターミナル５４とコネクタターミナル２８ａとを電
気的に接続するために内部空間２４ａにて行う溶接作業の回数を極力少なくすることがで
きる。このため、内部空間２４ａでの溶接作業によりセンサＳＡ５０の位置ずれが生じて
しまうということを抑制できる。
【０４６１】
　本実施形態によれば、コネクタターミナル２８ａの第２ターミナル部１７２ｂが封止段
差面６７により支持されているため、第２ターミナル部１７２ｂと第２リード部３４２と
を接合する際に、意図しない第２ターミナル部１７２ｂの変位を抑制できる。このため、
接合作業時に第２ターミナル部１７２ｂが第２リード部３４２に対して相対的に変位して
しまい、これら第２ターミナル部１７２ｂと第２リード部３４２とを適正に接合すること
が困難になる、ということを抑制できる。
【０４６２】
　本実施形態によれば、リードターミナル５４において、封止段差面６７とハウジング開
口部６１との間に入り込んだ第２リード部３４２が封止段差面６７によりハウジング開口
部６１とは反対側から支持されている。ここで、センサＳＡ５０においては、第１リード
部３４１が第２リード部３４２及び第３リード部３４３を片持ち支持した状態になってい
ることに起因して、第２リード部３４２が変位しやすくなっている。この場合、第２リー
ド部３４２を第２ターミナル部１７２ｂに接合する際に、第２ターミナル部１７２ｂに対
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して第２リード部３４２が相対的に変位することで、接合作業の困難性が増加することや
、適正に接合が行われないことが懸念される。これに対して、本実施形態によれば、第２
リード部３４２が封止段差面６７により支持されていることで、第１リード部３４１が第
２リード部３４２及び第３リード部３４３を片持ち支持した状態が解消される。このため
、第２リード部３４２と第２ターミナル部１７２ｂとの接合作業を容易化できる。
【０４６３】
　本実施形態によれば、センサＳＡ５０の第２リード部３４２を支持する封止段差面６７
が領域段差面６６よりもハウジング開口部６１に近い位置に配置されている。この場合、
第２リード部３４２と第２ターミナル部１７２ｂとを接合する際に接合具を内部空間２４
ａにおいて封止段差面６７よりも深い位置まで接合具を差し入れる必要がないため、接合
具が意図せずにＳＡ本体１７０に接触するということなどを抑制できる。
【０４６４】
　本実施形態によれば、第２ターミナル部１７２ｂ及び第２リード部３４２が封止段差面
６７からハウジング開口部６１に向けて延びている。この場合、第２ターミナル部１７２
ｂと第２リード部３４２とを溶接電極などの接合具により挟み込む際に、ハウジング開口
部６１から見て第２ターミナル部１７２ｂや第２リード部３４２の奥側に接合具を入り込
ませる必要がない。このため、接合具を用いて第２ターミナル部１７２ｂと第２リード部
３４２とを接合する際に、この接合作業を容易化できる。
【０４６５】
　本実施形態によれば、センサＳＡ５０においては、ＳＡ本体１７０から延びた第１リー
ド部３４１に第２リード部３４２及び第３リード部３４３を接続することでリードターミ
ナル５４が作成されている。この場合、第２リード部３４２及び第３リード部３４３を有
していない汎用ＳＡを用いてセンサＳＡ５０を製造することができる。このため、ハウジ
ング２１にコネクタターミナル２８ａを固定した後に、このハウジング２１の内部空間２
４ａにセンサＳＡ５０を設置できる構成を実現した上で、センサＳＡ５０を製造するため
のコスト負担を低減できる。
【０４６６】
　（他の実施形態）
　以上、本開示による複数の実施形態について説明したが、本開示は、上記実施形態に限
定して解釈されるものではなく、本開示の要旨を逸脱しない範囲内において種々の実施形
態及び組み合わせに適用することができる。
【０４６７】
　＜構成群Ａの変形例＞
　変形例１として、ハウジング２１が通過流路３１を有していなくてもよい。換言すれば
、バイパス流路３０が計測流路３２だけを有していてもよい。例えば、縦仕切壁６９がハ
ウジング底部６２まで延びた構成とする。この構成では、流入口３３ａから流入した吸入
空気の全てが計測流路３２の導入路３２ｂに案内されて計測出口３３ｃから排出される。
また、この構成では、ハウジング２１の樹脂成型に際して流出口３３ｂを成型しないよう
にするために、型装置９０において通過型部１０４の先端部が外周型部１０２，１０３に
当接しないようになっている。
【０４６８】
　変形例２として、計測流路３２においては、流量検出部２２が導入路３２ｂや排出路３
２ｃに設けられていてもよい。この場合、検出路３２ａは導入路３２ｂと排出路３２ｃと
を接続する接続路としての役割を果たすことになる。例えば、流量検出部２２が導入路３
２ｂに設けられた構成としては、センサＳＡ５０においてセンシング支持部５７が導入路
３２ｂに到達する程度にハウジング先端側に向けて延びた構成が挙げられる。この構成で
は、センシング支持部５７の先端部寄りの位置に流量検出部２２が設けられていることで
、この流量検出部２２を導入路３２ｂ内に配置することが可能になる。
【０４６９】
　変形例３として、計測流路３２においては、導入路３２ｂと排出路３２ｃとが奥行き方
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向Ｚではなく幅方向Ｘに並べられていてもよい。この構成では、検出路３２ａが幅方向Ｘ
に向けて延びることになるが、検出路３２ａでの吸入空気の流れる向きが奥行き方向Ｚで
はないというだけで、流量検出部２２による流量検出を適正に行うことはできる。
【０４７０】
　変形例４として、封止領域ＰＡと開放領域ＰＢとの境界部が、センサＳＡ５０の回路段
差面５５ではなくセンシング段差面５６に一致していてもよい。例えば、ハウジング２１
の領域段差面６６がセンサＳＡ５０のセンシング段差面５６に当接する位置に配置され、
封止領域ＰＡ及び収容領域ＰＢ１がポッティング部６５により封止された構成とする。こ
の構成では、センサＳＡ５０の中継部５２の外周面とハウジング本体２４の収容領域ＰＢ
１の内周面との間には隙間が形成されていない。
【０４７１】
　変形例５として、検出絞り部５９は、幅方向Ｘにおいてセンシング支持部５７の両側に
設けられていてもよい。この場合、ハウジング２１は、幅方向Ｘに並ぶ一対の検出絞り部
５９を有しており、これら検出絞り部５９の間にセンシング支持部５７及び流量検出部２
２が配置されることになる。この構成でも、一対の検出絞り部５９及び縦仕切壁６９は、
全体としてハウジング開口部６１に近付いても太くなっていないことが好ましい。これに
より、ハウジング２１の内周面を一体成型することができる。
【０４７２】
　変形例６として、型装置９０においては、第１外周型部１０２と第２外周型部１０３と
が幅方向Ｘではなく奥行き方向Ｚに並べられてもよい。また、ハウジング２１の外周面を
成型する型部は、外周型部１０２，１０３のように２個ではなく、３個以上とされていて
もよい。また、ハウジング２１の外周面からの取り外しが可能であれば、ハウジング２１
の外周面を成型する型部は１個でもよい。
【０４７３】
　変形例７として、ハウジング２１の樹脂成型に際して、ハウジング開口部６１から抜き
取られる型部は、内周型部９１のように１個だけではなく、複数であってもよい。例えば
、導入成型部９７ｂを有する第１内周型部と、排出成型部９７ｃを有する第２内周型部と
が互いに独立して形成されており、型装置９０においては、これら内周型部が互いに組み
合わされた状態で外周型部１０２，１０３の内部に入り込んだ構成とする。この構成でも
、第１内周型部及び第２内周型部をまとめて又は順番にハウジング開口部６１から抜き取
ることが可能になっていることが好ましい。
【０４７４】
　変形例８として、計測出口３３ｃを成型するための出口用延出部１１３は、外周型部１
０２，１０３に含まれているのではなく、外周型部１０２，１０３から独立した専用型部
に含まれていてもよい。例えば、出口用延出部１１３を含む専用型部が、通過型部１０４
と同様に型装置９０において第１外周型部１０２と第２外周型部１０３との間に設けられ
た構成をする。このように専用型部を用いることで、計測出口３３ｃの開放方向を幅方向
Ｘではなく奥行き方向Ｚに変更することが容易化できる。
【０４７５】
　変形例９として、計測出口３３ｃが排出路３２ｃではなく検出路３２ａに設けられてい
てもよい。例えば、検出路３２ａにおいて流量検出部２２よりも下流側に計測出口３３ｃ
が設けられた構成とする。この構成では、流量検出部２２を通過した吸入空気が排出路３
２ｃを通らなくても計測出口３３ｃから外部に排出される。この場合、排出路３２ｃは設
けられていなくてもよい。排出路３２ｃが設けられていない構成でも、導入路３２ｂが高
さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１に近付いても絞られていなければ、ハウジング２
１の樹脂成型に際して内周型部９１の入り込み部９３をハウジング開口部６１から抜き取
ることができる。この構成では、入り込み部９３が排出成型部９７ｃを有していないこと
になる。
【０４７６】
　変形例１０として、燃焼システムの制御装置としての機能を発揮する構成は、ＥＣＵ２
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０ではなく、車両に搭載された種々の演算装置であってもよく、複数の演算装置が協働で
制御装置としての機能を発揮してもよい。また、各演算装置に設けられたフラッシュメモ
リやハードディスク等の非遷移的実体的記憶媒体に各種プログラムが記憶されていてもよ
い。
【０４７７】
　＜構成群Ｂの変形例＞
　変形例Ｂ１として、上記第１実施形態において、ハウジング２１の表面及び裏面のそれ
ぞれに計測出口３３ｃが設けられているのではなく、表面及び裏面のうち一方に計測出口
３３ｃが設けられていてもよい。例えば、図８２、図８３に示すように、ハウジング２１
の表面に計測出口３３ｃが設けられた構成とする。この構成では、ハウジング２１がその
表側と裏側とで非対称な形状になっており、流出口３３ｂも、外周下流端１３２ｂではな
く計測出口３３ｃと同様にハウジング２１の表面に設けられている。また、流出口３３ｂ
及び計測出口３３ｃは、矩形状ではなく円状に形成されている。
【０４７８】
　ハウジング２１の表面は、平坦面４４及び湾曲面４５に加えて、外周下流端１３２ｂか
ら上流側に向けて奥行き方向Ｚに対して傾斜した状態で真っ直ぐに延びた下流テーパ面４
０１を有している。ハウジング２１の表面においては、平坦面４４と湾曲面４５とが奥行
き方向Ｚに横並びに配置されていることで、縦境界部１３１ａがフランジ部２７からハウ
ジング２１の先端まで高さ方向Ｙに直線的に延びており、縦境界部１３１ａは形成されて
いない。また、平坦面４４と下流テーパ面４０１とも奥行き方向Ｚに横並びに配置されて
おり、これら平坦面４４と下流テーパ面４０１との境界部であるテーパ境界部４０２は、
縦境界部１３１ａと並行に延びている。なお、ハウジング２１の裏面は、下流テーパ面４
０１を有しておらず、平坦面４４が外周下流端１３２ｂから湾曲面４５に向けて奥行き方
向Ｚに延びている。
【０４７９】
　ハウジング２１の表面において、上記第１実施形態と同様に、計測出口３３ｃは縦境界
部１３１ａを奥行き方向Ｚに跨ぐ位置に配置されている。流出口３３ｂは、外周下流端１
３２ｂではなく、縦境界部１３１ａとテーパ境界部４０２との間において平坦面４４に設
けられている。なお、流出口３３ｂは、湾曲面４５や下流テーパ面４０１に設けられてい
てもよく、計測出口３３ｃと同様に、縦境界部１３１ａを奥行き方向Ｚに跨ぐ位置に設け
られていてもよい。
【０４８０】
　変形例Ｂ２として、上記第１実施形態において、ハウジング２１の湾曲面４５は、奥行
き方向Ｚに対して傾斜した外周傾斜面であればよい。例えば、図８５に示すように、外周
傾斜面は、平坦面４４から外周上流端１３２ａに向けて真っ直ぐに延びたテーパ面であっ
てもよい。また、外周傾斜面は、ハウジング２１の内周側に向けて凹むように湾曲した面
であってもよい。いずれの場合でも、計測出口３３ｃが外周境界部としての縦境界部１３
１ａを跨ぐ位置に配置されていることで、計測出口３３ｃが下流側に向けて開放されない
構成を実現できる。
【０４８１】
　変形例Ｂ３として、計測出口は、外周平坦面及び外周傾斜面のうち外周傾斜面だけに設
けられていてもよい。例えば、上記第１実施形態において、図８４に示すように、計測出
口３３ｃが平坦面４４にはみ出さないように湾曲面４５に設けられた構成とする。この構
成では、計測出口３３ｃが、縦境界部１３１ａを奥行き方向Ｚに跨ぐのではなく、縦境界
部１３１ａから奥行き方向Ｚにおいて外周上流端１３２ａに向けて延びており、計測出口
３３ｃの出口下流端１３４ｂが縦境界部１３１ａに含まれている。
【０４８２】
　また、図８５に示すように、計測出口３３ｃが平坦面４４にはみ出さないように外周傾
斜面としての上流テーパ面４０４に設けられた構成とする。この構成では、湾曲面４５に
代えて上流テーパ面４０４がハウジング２１の外周面に含まれており、上流テーパ面４０
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４と平坦面４４との境界部が縦境界部１３１ａになっている。上流テーパ面４０４は、縦
境界部１３１ａから外周上流端１３２ａに向けて真っ直ぐに延びており、奥行き方向Ｚに
対して傾斜している。この構成でも、計測出口３３ｃの出口下流端１３４ｂが縦境界部１
３１ａに含まれている。
【０４８３】
　図８４、図８５のいずれの構成でも、計測出口３３ｃが外周傾斜面に配置されているこ
とで下流側に開放されていない。このため、吸気通路１２において外周下流端１３２ｂ周
辺にて気流の乱れが生じたとしても、この乱れが計測出口３３ｃに到達することを平坦面
４４により抑制できる。また、空気ＡＦ１等の順流空気は、上記第１実施形態と同様に、
計測出口３３ｃに到達するまでに外周傾斜面に沿って流れることで、進行方向が計測出口
３３ｃの開放方向にほぼ直交する向きに変わるため、計測出口３３ｃに流れ込みにくくな
る。
【０４８４】
　さらに、計測出口３３ｃが湾曲面４５に設けられた構成としては、計測出口３３ｃが奥
行き方向Ｚにおいて外周傾斜面の中間位置に配置された構成が挙げられる。例えば、図８
６に示すように、計測出口３３ｃが外周上流端１３２ａと縦境界部１３１ａとの間に配置
された構成とする。この構成では、上流テーパ面４０４の上流端部が外周上流端１３２ａ
に含まれ、上流テーパ面４０４の下流端部が縦境界部１３１ａに含まれており、計測出口
３３ｃは、奥行き方向Ｚにおいて縦境界部１３１ａ寄りの位置に配置されている。この構
成でも、上記変形例Ｂ１１と同様に、順流空気は、計測出口３３ｃに到達するまでに外周
傾斜面としての上流テーパ面４０４に沿って流れることで、計測出口３３ｃに流れ込みに
くくなる。
【０４８５】
　順流空気が計測出口３３ｃに流れ込みにくくなるようにするという観点では、計測出口
３３ｃが上流テーパ面４０４の上流端部や外周上流端１３２ａからできるだけ遠いことが
好ましい。このため、奥行き方向Ｚにおいて、縦境界部１３１ａと計測出口３３ｃとの離
間距離Ｌ１８が計測出口３３ｃの長さ寸法Ｌ１３より小さくなっていることが好ましい。
【０４８６】
　なお、計測出口３３ｃは、奥行き方向Ｚにおいて外周上流端１３２ａ寄りの位置に配置
されていてもよい。この場合でも、計測出口３３ｃと外周上流端１３２ａとが奥行き方向
Ｚに離間していれば、順流空気が計測出口３３ｃに流れ込みにくくすることができる。
【０４８７】
　変形例Ｂ４として、計測出口は、外周平坦面及び外周傾斜面のうち外周平坦面だけに設
けられていてもよい。例えば、上記第１実施形態において、計測出口３３ｃが湾曲面４５
にはみ出さないように平坦面４４に設けられた構成とする。この構成では、計測出口３３
ｃが、縦境界部１３１ａを奥行き方向Ｚに跨ぐのではなく、縦境界部１３１ａから奥行き
方向Ｚにおいて外周下流端１３２ｂに向けて延びており、計測出口３３ｃの出口上流端１
３４ａが縦境界部１３１ａに含まれている。この構成でも、計測出口３３ｃの出口下流端
１３４ｂと平坦面４４の下流端部とが奥行き方向Ｚに離間していれば、平坦面４４の下流
端部周辺や外周下流端１３２ｂ周辺にて気流の乱れが発生しても、その乱れが計測出口３
３ｃに到達することを抑制できる。
【０４８８】
　また、図１２０に示すように、計測出口３３ｃが外周傾斜面としての上流テーパ面４０
４にはみ出さないように平坦面４４に設けられた構成とする。この構成では、図８５と同
様に、湾曲面４５に代えて上流テーパ面４０４がハウジング２１の外周面に含まれており
、上流テーパ面４０４と平坦面４４との境界部が縦境界部１３１ａになっている。この構
成でも、計測出口３３ｃの出口上流端１３４ａが縦境界部１３１ａに含まれている。
【０４８９】
　さらに、計測出口３３ｃが平坦面４４に設けられた構成としては、計測出口３３ｃが奥
行き方向Ｚにおいて平坦面４４の中間位置に配置された構成が挙げられる。例えば、図８
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７に示すように、計測出口３３ｃが縦境界部１３１ａと外周下流端１３２ｂとの間に配置
された構成とする。この構成では、平坦面４４の上流端部が縦境界部１３１ａに含まれ、
平坦面４４の下流端部が外周下流端１３２ｂに含まれており、計測出口３３ｃは、奥行き
方向Ｚにおいて縦境界部１３１ａ寄りの位置に配置されている。この構成でも、上記変形
例Ｂ１３と同様に、平坦面４４の下流端部周辺や外周下流端１３２ｂ周辺にて気流の乱れ
が発生しても、その乱れが計測出口３３ｃに到達することを抑制できる。
【０４９０】
　計測出口３３ｃよりも下流側において発生した気流の乱れが計測出口３３ｃに到達する
ことを抑制するという観点では、計測出口３３ｃが平坦面４４の下流端部や外周下流端１
３２ｂからできるだけ遠いことが好ましい。このため、奥行き方向Ｚにおいて、縦境界部
１３１ａと計測出口３３ｃとの離間距離Ｌ１９が計測出口３３ｃの長さ寸法Ｌ１３より小
さくなっていることが好ましい。
【０４９１】
　変形例Ｂ５として、上記第１実施形態において、計測流路３２の排出路３２ｃが高さ方
向Ｙにおいてハウジング基端側に向けて絞られていてもよい。例えば、図８８に示すよう
に、排出路３２ｃの一部が奥行き方向Ｚに膨出した膨出領域４０６が計測流路３２に含ま
れた構成とする。膨出領域４０６は、排出路３２ｃと導入路３２ｂとが縦仕切壁６９によ
り仕切られた状態を保つように導入路３２ｂ側に向けて膨らんでおり、排出路３２ｃのハ
ウジング先端側の端部に配置されている。計測出口３３ｃは、膨出領域４０６の全体を幅
方向Ｘに向けて開放する部分４０７ａと、導入路３２ｂとは反対側に向けて縦仕切壁６９
から突出した部分４０７ｂとを有している。この場合、本変形例とは異なり、計測流路３
２が膨出領域４０６を有していない構成に比べて、計測出口３３ｃの開放面積が大きくな
るため、計測出口３３ｃからの吸入空気の排出量を増加させることができる。これにより
、計測流路３２での空気の流速が大きくなることで流量検出部２２の計測精度を高めるこ
とができる。
【０４９２】
　変形例Ｂ６として、上記第１実施形態等の上記各実施形態において、平坦面４４及び湾
曲面４５は、ハウジング２１の外周面においてハウジング先端側の端面やハウジング基端
側の端面に含まれていてもよい。この場合、計測出口３３ｃがハウジング２１においてハ
ウジング先端側の端面やハウジング基端側の端面に設けられていることになる。
【０４９３】
　変形例Ｂ７として、上記各実施形態において、計測出口３３ｃは平坦面４４と湾曲面４
５とを跨いだ位置であれば、これら平坦面４４及び湾曲面４５との位置関係は上記各実施
形態に限られない。例えば、上記第１実施形態において、平坦面４４は、下流平坦部１３
７ａ、先端側平坦部１３７ｂ及び基端側平坦部１３７ｃの少なくとも１つを有していれば
よい。また、湾曲面４５は、上流湾曲部１３８ａ、先端側湾曲部１３８ｂ及び基端側湾曲
部１３８ｃの少なくとも１つを有していればよい。要は、縦境界部１３１ａが高さ方向Ｙ
に延びるように平坦面４４及び湾曲面４５が配置されていればよい。なお、縦境界部１３
１ａは、高さ方向Ｙに対して傾斜していてもよい。
【０４９４】
　変形例Ｂ８として、上記第１実施形態等の上記各実施形態において、ハウジング２１の
外周面において計測出口３３ｃが外周上流端１３２ａを幅方向Ｘに跨ぐ位置に配置されて
いてもよい。この場合でも、計測出口３３ｃの開放面積が流入口３３ａの開放面積より小
さいことなどにより、順流空気が計測出口３３ｃに流れ込みにくい構成を実現することが
できる。
【０４９５】
　変形例Ｂ９として、上記第１実施形態において、図６、図７等に図示されているように
、平坦面４４に肉盗み部４１が設けられていてもよい。この場合でも、計測出口３３ｃと
肉盗み部４１とが奥行き方向Ｚに離間していれば、仮に肉盗み部４１周辺にて気流の乱れ
が発生したとしても、この乱れが計測出口３３ｃに到達することを抑制できる。
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【０４９６】
　変形例Ｂ１０として、上記第１実施形態において、下流形成面１３５ｂは、テーパ面で
はなく湾曲面になっていてもよい。要するに、下流形成面１３５ｂは、平坦面４４に対し
て傾斜した傾斜面であればよい。また、下流形成面１３５ｂが湾曲面である構成では、こ
の湾曲面は、ハウジング２１の外周側に向けて突出するように湾曲していてもよく、ハウ
ジング２１の内周側に向けて凹むように湾曲していてもよい。
【０４９７】
　＜構成群Ｃの変形例＞
　変形例Ｃ１として、上記第１実施形態において、収容壁部１２１が位置保持部になって
いなくてもよい。例えば、図８９に示すように、ハウジング本体２４が位置出し部４１１
を有し、この位置出し部４１１が収容壁部１２１から内周側に向けて突出した構成とする
。この構成では、ハウジング本体２４が張り出し部６６ａを有しておらず、収容壁部１２
１が封止壁部１２２からハウジング先端側に向けて延びている。このため、高さ方向Ｙに
おいて、収容壁部１２１と封止壁部１２２との境界部が封止領域ＰＡと収容領域ＰＢ１と
の境界部に一致している。
【０４９８】
　位置出し部４１１は、収容壁部１２１の内周面に沿って延びており、収容壁部１２１の
ハウジング基端側の端部に配置されている。位置出し部４１１は板状に形成されており、
位置出し部４１１においてハウジング基端側の板面４１１ａは、上記第１実施形態の領域
段差面６６と同様に、センサＳＡ５０の回路段差面５５に接触している。この板面４１１
ａは、ハウジング先端側へのセンサＳＡ５０の移動を規制しており、第３保持部に相当す
る。位置出し部４１１の先端面４１１ｂは、上記第１実施形態のハウジング突起７２ａ，
７２ｂの先端面と同様に、センサＳＡ５０の中継部５２の外周面に接触していることで、
幅方向Ｘ及び奥行き方向ＺへのセンサＳＡ５０の移動を規制している。この先端面４１１
ｂのうち、幅方向Ｘを向いた部分が第１保持部に相当し、奥行き方向Ｚを向いた部分が第
２保持部に相当する。
【０４９９】
　位置出し部４１１は、リング保持部２５からハウジング先端側に離間した位置に設けら
れている。この場合、仮に樹脂成型に伴う変形がリング保持部２５や封止壁部１２２に生
じたとしても、この変形がハウジング本体２４においてリング保持部２５と位置出し部４
１１との間の部分で吸収されると考え有れる。このため、リング保持部２５や封止壁部１
２２の変形に伴って位置出し部４１１の位置や形状が変化するということが生じにくくな
っており、その結果、流量検出部２２の位置ずれが抑制される。
【０５００】
　変形例Ｃ２として、上記変形例Ｃ１において、位置出し部４１１は、ハウジング本体２
４とは別部材により形成されていてもよい。例えば、図９０、図９１に示すように、位置
出し部４１１を形成する位置出し部材４１２がハウジング本体２４に取り付けられた構成
とする。位置出し部材４１２は、ハウジング本体２４とは異なり、導電性を有する金属材
料等により形成されている。このように位置出し部材４１２が導電性を有していることで
、絶縁性を有するハウジング本体２４に帯電する静電気が位置出し部材４１２により放電
されやすくなる。このため、流量検出部２２の検出精度が静電気により低下するというこ
とを抑制できる。
【０５０１】
　位置出し部材４１２は、奥行き方向Ｚに延びる奥行き部４１２ａと、幅方向Ｘに延びる
一対の幅部４１２ｂとを有しており、各幅部４１２ｂは、奥行き部４１２ａの両端から同
じ向きに延びている。位置出し部材４１２においては、センサＳＡ５０の回路段差面５５
に接触する板面４１１ａが、奥行き部４１２ａ及び幅部４１２ｂの各板面により形成され
ている。また、センサＳＡ５０の中継部５２の外周面に接触する先端面４１１ｂが、位置
出し部材４１２の内周面により形成されている。
【０５０２】
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　ハウジング本体２４の内周面には、位置出し部材４１２を支持する支持凹部４１３が形
成されている。支持凹部４１３は、外周側に向けて凹んだ凹部であり、収容壁部１２１の
ハウジング基端側の端部に沿って溝状に延びている。位置出し部材４１２は、その外周端
が支持凹部４１３に入り込んだ状態で支持凹部４１３に嵌合しており、位置出し部材４１
２とハウジング本体２４とが接着材等により接合されている。位置出し部材４１２の奥行
き部４１２ａは、センサＳＡ５０の表面側に配置されており、裏面側には配置されていな
い。
【０５０３】
　ハウジング２１は、上記第１実施形態のように一体成型されているのではなく、上記第
４実施形態のように複数の部材を組み付けて形成されている。例えば、複数の部材をそれ
ぞれ樹脂成型し、位置出し部材４１２を金属成型した後、位置出し部材４１２が内部空間
２４ａに収容されるように複数の部材を互いに組み付ける。
【０５０４】
　本変形例によれば、位置出し部材４１２がハウジング本体２４とは別部材であるため、
位置出し部４１１を形成する材料の選択自由度を高めることができる。また、センサＳＡ
５０の仕様変更に伴って形状や大きさを設計変更した場合でも、位置出し部材４１２の形
状や大きさを変更すれば、既存のハウジング２１を流用することができる。
【０５０５】
　変形例Ｃ３として、検出ユニットとしてのセンサＳＡ５０，２２０が複数の物理量検出
部を有していてもよい。例えば、上記第４実施形態において、センサＳＡ２２０が互いに
異なる物理量を検出する２つの物理量検出部を有する構成とする。図９２に示すように、
この構成のセンサＳＡ２２０は、空気の流量を検出する第１検出部４２１と、空気の温度
を検出する第２検出部４２２とを、物理量検出部として有している。第１検出部４２１は
、上記第４実施形態の流量検出部２０２と同様に、計測流路３２に設けられていることで
計測流路３２での吸入空気の流量を検出する。第２検出部４２２は、上記第１実施形態の
吸気温センサ２３と同様に、ハウジング２０１の外部に設けられていることで吸気通路１
２での吸入空気の温度を検出する。
【０５０６】
　センサＳＡ２２０は、第１検出部４２１を支持する第１支持部４２３と、第２検出部４
２２を支持する第２支持部４２４とを有している。第１支持部４２３は、上記第４実施形
態の検出支持部２２３と同様にＳＡベース部２２１からハウジング先端側に向けて延びて
いる。第２支持部４２４は、ＳＡベース部２２１から奥行き方向Ｚにおいて上流壁部２３
１に向けて延びており、ＳＡベース部２２１のハウジング先端側の端部寄りの位置に配置
されている。ハウジング本体２０４の外周部には、第２支持部４２４が挿通された外周挿
通部４２６が設けられており、第２検出部４２２は、第２支持部４２４において外周挿通
部４２６を通じてハウジング外側に露出した部分に配置されている。
【０５０７】
　ハウジング本体２０４には、その外周面が下流側に向けて凹むことで形成されたハウジ
ング凹部４２７が設けられている。ハウジング凹部４２７は、高さ方向Ｙにおいてハウジ
ング本体２０４の中間位置に配置されている。上流壁部２３１においては、上記第４実施
形態において第１規制部２５１と第２規制部２５５とを接続していた部分が設けられてい
ない。この部分に代えて、第１規制部２５１と第２規制部２５５とを接続する規制接続部
４２８が、上流壁部２３１よりも下流壁部２３２寄りの位置に設けられており、規制接続
部４２８の外周面によりハウジング凹部４２７の底面が形成されている。規制接続部４２
８は、第１規制部２５１や第２規制部２５５と同様に、ベース部材２６１に含まれており
、これら規制部２５１，２５５等と一体成型されている。
【０５０８】
　外周挿通部４２６は規制接続部４２８に設けられている。外周挿通部４２６は、規制接
続部４２８を奥行き方向Ｚに貫通する貫通孔であり、外周挿通部４２６の内周面４２６ａ
が第２支持部４２４の外周面に接触している。この場合、第２支持部４２４が幅方向Ｘや
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高さ方向Ｙに移動することが外周挿通部４２６の内周面４２６ａにより規制されており、
この内周面４２６ａを位置出し面と称することができる。また、規制接続部４２８の下流
側板面はＳＡベース部２２１の外周面に接触している。この場合、センサＳＡ２２０が上
流側に向けて移動することが規制接続部４２８の下流側板面により規制されており、この
下流側板面を位置出し面と称することができる。
【０５０９】
　また、図９２に示すように、ハウジング２０１がシール部材２０６を有していなくても
よい。この場合でも、ハウジング取付部がフランジ部２０７により構成されており、ハウ
ジング取付部の肉厚化が図られていることに変わりはない。なお、ハウジング取付部は、
必ずしも収容壁部１２１より肉厚になっていなくてもよい。
【０５１０】
　変形例Ｃ４として、上記第４実施形態において、第１規制部２５１や第２規制部２５５
が、ハウジング本体２０４とは別部材により形成されていてもよい。例えば、第１規制部
２５１を形成する第１規制部材がハウジング本体２０４に取り付けられた構成とする。こ
の構成では、第１規制部材が板状に形成されている。ハウジング本体２０４の内周面には
、第１規制部材を支持する支持凹部が形成されており、この支持凹部に第１規制部材の外
周端が嵌合されている。第１規制部材は、導電性を有する金属材料等により形成されてい
る。このように第１規制部材が導電性を有していることで、絶縁性を有するハウジング本
体２０４に帯電する静電気が第１規制部材により放電されやすくなる。このため、流量検
出部２０２の検出精度が静電気により低下するということを抑制できる。
【０５１１】
　変形例Ｃ５として、上記第１実施形態において、ハウジング本体２４の奥行きハウジン
グ突起７２ｂは、第１保持部及び第２保持部のうち一方だけの機能を有していてもよい。
例えば、ＳＡ側面１２６において奥行き方向Ｚに直交した部分に奥行きハウジング突起７
２ｂが接触した構成とする。この構成の奥行きハウジング突起７２ｂは、センサＳＡ５０
を奥行き方向Ｚについて位置保持することになり、第１保持部の機能を有する一方で、第
２保持部の機能を有していないことになる。
【０５１２】
　また、幅ハウジング突起７２ａが第１保持部及び第２保持部の両方の機能を有していて
もよい。例えば、センサＳＡ５０の外周面において幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚの両方に傾
斜した部分に幅ハウジング突起７２ａが接触した構成とする。この構成の幅ハウジング突
起７２ａは、センサＳＡ５０を幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚの両方について位置保持するこ
とになり、第１保持部及び第２保持部の両方の機能を有することになる。
【０５１３】
　変形例Ｃ６として、第３保持部が第１保持部及び第２保持部の少なくとも一方の機能を
有していてもよい。例えば、上記第１実施形態において、ハウジング本体２４の領域段差
面６６が高さ方向Ｙに直交せずに、高さ方向Ｙに対して傾斜した構成をする。この構成で
は、領域段差面６６が内周側を向くように幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚに対して傾斜してお
り、センサＳＡ５０の回路段差面５５が外周側を向くように幅方向Ｘ及び奥行き方向Ｚに
対して傾斜している。この場合、回路段差面５５が領域段差面６６の内側に入り込んだ状
態になっており、回路段差面５５が領域段差面６６に接触していることで、高さ方向Ｙだ
けでなく、幅方向Ｘ及び奥行き方向ＺについてもセンサＳＡ５０の移動が規制されている
。このため、領域段差面６６が第３保持部としての機能に加えて、第１保持部及び第２保
持部の機能を有していることになる。なお、回路段差面５５や領域段差面６６は、テーパ
面で傾斜していてもよく、湾曲面で傾斜していてもよい。
【０５１４】
　変形例Ｃ７として、センサＳＡ５０，２２０である検出ユニットにおいてハウジングの
位置保持部に接触する部分が、検出ユニットにおいて流量検出部２２，２０２等の物理量
検出部寄りの位置になくてもよい。例えば、上記第１実施形態では、流量検出部２２と回
路段差面５５との離間距離Ｌ３が、センサＳＡ５０の基端部と回路段差面５５との離間距



(87) JP 6760253 B2 2020.9.23

10

20

30

40

50

離Ｌ４より大きくなっていてもよい。
【０５１５】
　変形例Ｃ８として、物理量計測装置はＯリング２６やシール部材２０６等のシール部材
を介さずに吸気管１２ａに対して固定されていてもよい。例えば、ハウジングが、エアフ
ロ挿入孔１２ｂに嵌合するハウジング嵌合部を有しており、このハウジング嵌合部の外周
面とエアフロ挿入孔１２ｂの内周面とが密着した構成とする。この構成では、ハウジング
嵌合部がハウジング取付部に含まれており、収容壁部１２１や第１規制部２５１等の位置
保持部はハウジング嵌合部よりもハウジング先端側に設けられている。
【０５１６】
　変形例Ｃ９として、ハウジングにおいて吸気通路１２内に入り込んでいない部分の全体
がハウジング取付部になっていてもよい。例えば、上記第４実施形態において、シール保
持部２０５及びフランジ部２０７に加えて、ハウジング２０１において吸気通路１２に入
り込んでいない部分もハウジング取付部に含まれる構成とする。この構成では、ハウジン
グ本体２０４のうち、エアフロ挿入孔１２ｂの内周面や管フランジ１２ｃの内周面に対向
している部分がハウジング取付部に含まれる。この構成でも、位置保持部としての第１規
制部２５１がハウジング取付部よりもハウジング先端側にあれば、樹脂成型に伴う変形が
ハウジング取付部に生じたとしても、その変形により第１規制部２５１の位置や形状が意
図せずに変化するということを抑制できる。
【０５１７】
　変形例Ｃ１０として、ハウジング開口部は奥行き方向Ｚに向けて開放されていてもよい
。例えば、上記第４実施形態において、ハウジング開口部２４１がハウジング本体２０４
の上流壁部２３１又は下流壁部２３２に設けられた構成とする。この構成でも、センサＳ
Ａ２２０をハウジング開口部２４１から内部空間２０４ａに挿入することや、熱硬化性樹
脂をハウジング開口部２４１から内部空間２０４ａに注入することが可能である。
【０５１８】
　変形例Ｃ１１として、ハウジングを形成する際に互いに組み付けられる部材は３個以上
であってもよい。例えば、上記第４実施形態において、ベース部材２６１に表カバー部材
及び裏カバー部材という２つのカバー部材が組み付けられる構成とする。この構成では、
表カバー部材がカバー部材２６２であり、裏カバー部材が、ハウジング本体２０４の裏壁
部２３４の少なくとも一部を有する部材である。
【０５１９】
　変形例Ｃ１２として、センサＳＡ５０，２２０である検出ユニットの全てがハウジング
の内部空間に収容されていなくてもよい。すなわち、検出ユニットの少なくとも一部が内
部空間に収容されていればよい。例えば、上記第１実施形態において、センサＳＡ５０の
リードターミナル５４の先端部がハウジング開口部６１を通じて外部に突出した構成とす
る。この構成でも、リードターミナル５４を覆う部材をハウジング２１に取り付けること
で、リードターミナル５４やコネクタターミナル２８ａを保護することができる。
【０５２０】
　変形例Ｃ１３として、収容壁部１２１や第１規制部２５１等の位置保持部は、ハウジン
グにおいてハウジング取付部から離間した位置であれば、ハウジング取付部よりもハウジ
ング基端側に設けられていてもよい。この構成でも、位置保持部とハウジング取付部とが
離間しているため、樹脂成型に伴う変形がハウジング取付部に生じたとしても、この変形
によって位置保持部の位置や形状が変化するということを抑制できる。
【０５２１】
　変形例Ｃ１４として、吸入空気の流量とは異なる物理量を検出する物理量検出部が計測
流路に設けられていてもよい。計測流路に設けられる物理量検出部としては、流量検出部
２２，２０２の他に、温度を検出する検出部や、湿度を検出する検出部、圧力を検出する
検出部などが挙げられる。これら検出部は、検出ユニットとしてのセンサＳＡ５０，２２
０に搭載されていてもよく、搭載されていなくてもよい。検出ユニットに搭載されていな
い物理量検出部は、計測流路の内周面に取り付けられていてもよく、計測流路の内周面か
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ら突出した凸部等に取り付けられていてもよい。また、物理量検出部は、計測流路でなく
てもバイパス流路３０，２１０に設けられていればよい。すなわち、物理量検出部が通過
流路に設けられていてもよい。
【０５２２】
　＜構成群Ｄの変形例＞
　変形例Ｄ１として、型装置は、通過流路を成型する通過型部を複数有していてもよい。
例えば、上記第１実施形態において、図９３、図９４に示すように、ハウジング２１の通
過流路３１が通過型部４３１ａ，４３１ｂにより成型される構成とする。
【０５２３】
　この構成の通過流路３１は、流入通過路３１ａと流出通過路３１ｂとの間に設けられた
絞り通過部４３３を有している。絞り通過部４３３が流出口３３ｂに向けて通過流路３１
を絞っている一方で、流出通過路３１ｂは、流出口３３ｂに向けて通過流路３１を絞って
いない。例えば、絞り通過部４３３の内周面には壁絞り面１５３ａが含まれている一方で
、流出通過路３１ｂの内周面には壁絞り面１５３ａが含まれていない。絞り通過部４３３
と流出通過路３１ｂとの境界部を絞り境界部４３４と称すると、通過流路３１は、絞り境
界部４３４から流入口３３ａ及び流出口３３ｂのいずれに向けても絞られていない。
【０５２４】
　型装置９０は、上記第１実施形態の通過型部１０４に代えて、流入通過型部４３１ａ及
び流出通過型部４３１ｂを有している。型装置９０においては、これら通過型部４３１ａ
，４３１ｂは、互いに当接しているとともに、それぞれ計測成型部９７にも当接している
。流入通過型部４３１ａと流出通過型部４３１ｂとは、それぞれの先端面同士で当接して
おり、計測成型部９７の先端面には通過型部４３１ａ，４３１ｂのそれぞれのハウジング
基端側の面が当接している。
【０５２５】
　流入通過型部４３１ａ及び流出通過型部４３１ｂは、それぞれの先端面に向けて太くは
なっていない。このため、樹脂成型されたハウジング２１から型装置９０を取り外す場合
に、流入通過型部４３１ａを流入口３３ａから抜き取ることが可能になっており、流出通
過型部４３１ｂを流出口３３ｂから抜き取ることが可能になっている。なお、流入通過型
部４３１ａが流入型部に相当し、流出通過型部４３１ｂが流出型部に相当する。
【０５２６】
　本変形例によれば、通過流路３１において、絞り境界部４３４より流入口３３ａ側の部
分が流入通過型部４３１ａにより成型され、絞り境界部４３４より流出口３３ｂ側の部分
が流出通過型部４３１ｂにより成型される。このため、流入通過型部４３１ａを流出口３
３ｂから抜き取る必要がなく、流出通過型部４３１ｂを流入口３３ａから抜き取る必要が
ないため、通過流路３１の形状や大きさに関する設計や製造の自由度を高めることができ
る。しかも、流入通過型部４３１ａを流入口３３ａから抜き取り可能であり、流出通過型
部４３１ｂを流出口３３ｂから抜き取り可能であるため、通過流路３１の内周面を一体成
型することができる。
【０５２７】
　変形例Ｄ２として、型凸部が型凹部に嵌合することで通過型部と計測型部との位置ずれ
が規制される構成では、通過型部及び計測型部のいずれが型凸部を有していてもよい。例
えば、上記第５実施形態では、計測成型部９７が型凸部３３４を有し、通過型部１０４が
型凹部３３５を有していたが、計測成型部９７が型凹部３３５を有し、通過型部１０４が
型凸部３３４を有していてもよい。
【０５２８】
　例えば、上記第１実施形態において、図９５に示すように、通過型部１０４の先端面が
外周型部１０２，１０３ではなく計測成型部９７に当接した構成とする。この構成では、
樹脂成型されたハウジング２１から型装置９０が取り外される前の状態で、通過流路３１
にて計測成型部９７が通過型部１０４と外周型部１０２，１０３との間に入り込んでおり
、通過型部１０４の先端面と計測成型部９７の側面とが当接している。この当接部分にお
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いて、通過型部１０４の先端面には型凸部３３４が設けられ、計測成型部９７の側面には
型凹部３３５が設けられている。この場合、上記第１実施形態とは異なり、通過型部１０
４を流入口３３ａから抜き取った後に、計測成型部９７をハウジング２１から取り外すこ
とになる。
【０５２９】
　なお、型凸部が型凹部に嵌合する構成は、上記変形例Ｄ１に適用されてもよい。例えば
、流入通過型部４３１ａ及び流出通過型部４３１ｂのそれぞれに型凹部３３５が設けられ
、計測成型部９７には、通過型部４３１ａ，４３１ｂの各型凹部３３５に嵌合する型凸部
３３４が設けられた構成とする。また、型凸部及び型凹部のうち一方が流入通過型部４３
１ａに設けられ、他方が流出通過型部４３１ｂに設けられていてもよい。この場合は、流
入通過型部４３１ａと流出通過型部４３１ｂとが幅方向Ｘや高さ方向Ｙに位置ずれするこ
とを規制できる。
【０５３０】
　変形例Ｄ３として、上記第５実施形態において、型凹部３３５は型凸部３３４の四方を
囲んでいなくてもよい。例えば、通過型部１０４において型凹部３３５が幅方向Ｘに開放
された構成とする。この構成では、型凹部３３５は、内側通過面１５９において幅方向Ｘ
に延びた溝部になっており、型凸部３３４は、その溝部に沿って延びた形状になっている
。この構成でも、型凸部３３４が型凹部３３５の内部に入り込むことで、奥行き方向Ｚに
ついて通過型部１０４と計測成型部９７との相対的な移動が規制される。
【０５３１】
　変形例Ｄ４として、流入口が奥行き方向Ｚに対して傾斜した向きに開放されていてもよ
い。例えば、流入口がハウジング基端側とは反対側に向けて斜めに開放されていてもよい
。例えば、上記第５実施形態において、図９６に示すように、奥行き方向Ｚにおいて、通
過床面１５２の上流端部が通過天井面１５１の上流端部より流出口３３ｂに近い位置に配
置された構成とする。
【０５３２】
　この構成では、上記第５実施形態に比べて、奥行き方向Ｚにおいて通過床面１５２の長
さ寸法が小さくなっており、小さくなった分だけ通過床面１５２は高さ方向Ｙにも短くな
っている。このため、上記第５実施形態に比べて、高さ方向Ｙでの流入口３３ａの高さ寸
法が小さくなっており、小さくなった分だけ異物が流入口３３ａから進入しにくくなって
いる。
【０５３３】
　通過床面１５２に床絞り面１５２ａが含まれた構成では、床絞り面１５２ａに当たって
進む向きが変わることでかえって計測流路３２に進入しやすくなる異物が存在すると考え
られる。これに対して、本変形例では、通過床面１５２が奥行き方向Ｚに長いほど、異物
の進む向きを計測流路３２に進入しやすい向きに変える可能性が高いと想定し、床絞り面
１５２ａにおいて通過天井面１５１の上流端部に高さ方向Ｙに並ぶ部分が設置されていな
い。すなわち、床絞り面１５２ａにおいて、異物の進む向きを計測流路３２に進入しやす
い向きに変える可能性の高い部分が削除されている。このため、床絞り面１５２ａに当た
った異物が計測流路３２に進入するということを抑制できる。
【０５３４】
　変形例Ｄ５として、流路境界部３４は流出口３３ｂ側を向いていなくてもよい。例えば
、上記第１実施形態において、流路境界部３４が通過天井面１５１と同様に奥行き方向Ｚ
に延びた構成とする。この構成では、型装置９０において、計測成型部９７と通過型部１
０４との境界部が流路境界部３４に一致することになる。
【０５３５】
　変形例Ｄ６として、通過型部は流入口ではなく流出口から抜き取られてもよい。例えば
、上記第１実施形態において、通過型部１０４が流出口３３ｂから抜き取られる構成とす
る。この構成では、通過型部１０４がその先端部に向けて太くなっていないことは上記第
１実施形態と同様であるが、通過型部１０４が外周型部１０２，１０３に組み付けられる
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向きが上記第１実施形態とは反対になる。また、通過流路３１においては、上記第１実施
形態とは反対に、流入口３３ａから流出口３３ｂに向けて絞られない構成になっている。
【０５３６】
　変形例Ｃ７として、上記第５実施形態において、通過床面１５２において傾斜角度θ３
が場所によって均一でなくてもよい。このでも、通過床面１５２の上流端部と下流端部と
を真っ直ぐに結んだ仮想線を想定し、流入天井部３３２ａに対する仮想線の傾斜角度が流
路境界部３４の傾斜角度θ２より大きいことで、通過型部１０４を流入口３３ａから抜き
取り可能な構成を実現できる。
【０５３７】
　＜構成群Ｅの変形例＞
　変形例Ｅ１として、上記第４実施形態において、エアフロメータ２００が、コネクタ領
域ＱＣにおいてコネクタターミナル２０８ａを支持するターミナル支持部を有していても
よい。例えば、図９７～図９９に示すように、コネクタ領域ＱＣにおいて、ターミナル支
持部としての裏支持部４４１が第２ターミナル部２８２ｂと裏壁部２３４との間に設けら
れた構成とする。裏支持部４４１は、合成樹脂材料により板状に形成されており、裏壁部
２３４の内周面に重ねられた状態で、この裏壁部２３４に接着剤等により接合されている
。第２ターミナル部２８２ｂは、裏支持部４４１においてハウジング開口部２４１側の板
面に当接している。この場合、裏支持部４４１は、第２ターミナル部２８２ｂをハウジン
グ開口部２４１とは反対側から支持していることになる。
【０５３８】
　裏支持部４４１は、高さ方向Ｙにおいて第２ターミナル部２８２ｂとリードターミナル
２２４とにかけ渡された状態になっている。すなわち、裏支持部４４１は、第２ターミナ
ル部２８２ｂとリードターミナル２２４との境界部を高さ方向Ｙに跨いだ位置に設けられ
ている。リードターミナル２２４は、第２ターミナル部２８２ｂと同様に、裏支持部４４
１においてハウジング開口部２４１側の板面に当接している。この場合、裏支持部４４１
は、第２ターミナル部２８２ｂに加えて、リードターミナル２２４をハウジング開口部２
４１とは反対側から支持していることになる。
【０５３９】
　ハウジング２０１においては、センサＳＡ２２０のＳＡ本体２２５が裏壁部２３４に引
っ掛かった状態になっており、裏壁部２３４におけるハウジング開口部２４１側の壁面２
８３がセンサＳＡ２２０の位置を保持している。裏支持部４４１においては、センサＳＡ
２２０のリードターミナル２２４が裏支持部４４１に引っ掛かった状態になっており、裏
支持部４４１におけるハウジング開口部２４１側の板面４４１ａがリードターミナル２２
４の位置を保持している。この場合、壁面２８３がユニット保持面に相当し、板面４４１
ａがターミナル保持面に相当する。
【０５４０】
　なお、裏支持部４４１は、金属材料により形成されていてもよい。また、ハウジング２
０１の一部により裏支持部４４１が形成されていてもよい。例えば、ハウジング２０１の
裏壁部２３４がハウジング開口部２４１側に向けて突出した凸部により裏支持部４４１が
形成された構成とする。この構成では、凸部の先端面が裏支持部４４１の板面４１１ａで
あり、ターミナル保持面に相当する。
【０５４１】
　本変形例によれば、コネクタ領域ＱＣにおいて、第２ターミナル部１７２ｂが裏支持部
４４１によりハウジング開口部２４１とは反対側から支持されている。このため、第２タ
ーミナル部１７２ｂが意図せずに変形したり変位したりすることが生じにくくなっている
。この場合、リードターミナル２２４に対して第２ターミナル部２８２ｂが位置ずれする
ことで、これら第２ターミナル部２８２ｂとリードターミナル２２４とを適正に接合する
ことができない、ということを抑制できる。
【０５４２】
　本変形例によれば、ハウジング開口部２４１と裏支持部４４１との間に入り込んだリー
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ドターミナル２２４が、裏支持部４４１によりハウジング開口部２４１とは反対側から支
持されている。このため、リードターミナル２２４が意図せずに変形したり変位したりす
ることが生じにくくなっている。この場合、第２ターミナル部２８２ｂに対してリードタ
ーミナル２２４が位置ずれすることで、これら第２ターミナル部２８２ｂとリードターミ
ナル２２４とを適正に接合することができない、ということを抑制できる。
【０５４３】
　本変形例によれば、センサＳＡ２２０のリードターミナル２２４を支持する裏支持部４
４１の板面４４１ａが、ＳＡ本体２２５を支持する裏壁部２３４の壁面２８３よりもハウ
ジング開口部２４１に近い位置に配置されている。この場合、第２リード部３４２とリー
ドターミナル２２４とを接合する際に、接合具を板面４４１ａよりも深い位置に差し入れ
る必要がないため、接合具が意図せずにハウジング２０１に接触することなどを抑制でき
る。
【０５４４】
　変形例Ｅ２として、上記第４実施形態において、コネクタターミナル２０８ａとリード
ターミナル２２４との接続部分では、これらコネクタターミナル２０８ａとリードターミ
ナル２２４とが、幅方向Ｘや奥行き方向Ｚではなく、高さ方向Ｙに並んでいてもよい。例
えば、図９７、図９８に示すように、第２ターミナル部２８２ｂ及びリードターミナル２
２４のそれぞれがハウジング開口部２４１に向けて延びた構成とする。
【０５４５】
　この構成の第２ターミナル部２８２ｂは、シール保持部２０５から延びたターミナル延
出部４４３ａと、ターミナル延出部４４３ａからハウジング開口部２４１に向けて起立し
たターミナル起立部４４３ｂとを有している。リードターミナル２２４は、ＳＡ本体２２
５から延びたリード延出部４４４ａと、リード延出部４４４ａからハウジング開口部２４
１に向けて起立したリード起立部４４４ｂとを有している。リード起立部４４４ｂは、タ
ーミナル起立部４４３ｂに沿って幅方向Ｘに延びており、ターミナル起立部４４３ｂに溶
接等により接合されている。ターミナル起立部４４３ｂが縦ターミナル部に相当する。
【０５４６】
　本変形例によれば、ターミナル起立部４４３ｂが裏支持部４４１からハウジング開口部
２４１に向けて延びている。この場合、リード起立部４４４ｂとターミナル起立部４４３
ｂとを溶接電極等の接合具により挟み込む際に、ハウジング開口部２４１からリード起立
部４４４ｂやターミナル起立部４４３ｂの奥側に接合具を入り込ませる必要がない。この
ため、接合具を用いてリード起立部４４４ｂとターミナル起立部４４３ｂとを接合する際
に、その接合作業を容易化できる。
【０５４７】
　変形例Ｅ３として、上記第４実施形態において、リードターミナル２２４やコネクタタ
ーミナル２０８ａが曲がり部としてのベント４４５を有していてもよい。例えば、図９８
に示すように、リードターミナル２２４のリード延出部４４４ａとコネクタターミナル２
０８ａのターミナル延出部４４３ａとのそれぞれがベント４４５を有する構成とする。ま
た、図９９に示すように、リードターミナル２２４及び第２ターミナル部２８２ｂのそれ
ぞれがベント４４５を有する構成とする。いずれの構成でも、リードターミナル２２４や
コネクタターミナル２０８ａに加えられた応力をベント４４５により緩和することができ
る。
【０５４８】
　変形例Ｅ４として、上記変形例Ｃ３と同様に、検出ユニットとしてのセンサＳＡ５０，
２２０が複数の物理量検出部を有していてもよい。上記変形例Ｃ３では、上記第４実施形
態において、第１検出部４２１がハウジング２０１の内部に設けられ、第２検出部４２２
がハウジング２０１の外部に設けられた構成が例示されている。これに対して、本変形例
では、第１検出部４２１及び第２検出部４２２が両方ともハウジング２０１の内部に設け
られた構成を例示する。例えば、上記第４実施形態において、図１００、図１０１に示す
ように、センサＳＡ２２０においてハウジング開口部２４１側の板面に第１検出部４２１
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が配置され、ハウジング開口部２４１とは反対側の板面に第２検出部４２２が配置された
構成とする。この構成では、第１検出部４２１が表壁部２３３に対向し、第２検出部４２
２が裏壁部２３４に対向することになる。
【０５４９】
　変形例Ｅ５として、上記第４実施形態において、センサＳＡ２２０とカバー部材２６２
とが互いに組み付けられた状態で、これらセンサＳＡ２２０とカバー部材２６２とがまと
めてベース部材２６１に取り付けられてもよい。例えば、図１０２に示すように、センサ
ＳＡ２２０とカバー部材２６２とを互いに組み付けることでカバーユニット４４７を作成
し、このカバーユニット４４７をベース部材２６１に取り付ける構成とする。この構成に
よれば、部品点数を削減することや、エアフロメータ２００の構造を簡素化することが可
能になる。
【０５５０】
　変形例Ｅ６として、ハウジングの内部空間がカバー部材により封止されてもよい。例え
ば、上記第１実施形態において、図１０３に示すように、ハウジング２１の内部空間２４
ａがカバー部材４４８により封止された構成とする。この構成では、内部空間２４ａに熱
硬化性樹脂が充填されていないことでポッティング部６５が形成されていない。カバー部
材４４８は、ハウジング２１とは独立して樹脂成型された別部材であり、ハウジング開口
部６１に嵌合されている。なお、ポッティング部６５及びカバー部材４４８の両方により
内部空間２４ａが封止されていてもよい。例えば、内部空間２４ａに熱硬化性樹脂が充填
されることでポッティング部６５が形成された後に、ハウジング開口部６１に対してカバ
ー部材４４８が取り付けられた構成とする。
【０５５１】
　また、上記第４実施形態において、図１０４、図１０５に示すように、ハウジング２０
１の内部空間２０４ａがカバー部材４４９により封止された構成とする。この構成では、
上記第４実施形態のようにベース部材２６１の開放部分においてカバー部材２６２により
閉鎖されていない部分がハウジング開口部２４１になっているのではなく、ベース部材２
６１の開放部分の全体がハウジング開口部２４１になっている。カバー部材４４９は、ハ
ウジング開口部２４１に嵌合されていることで、ハウジング開口部２４１の全体を閉鎖し
ている。なお、ポッティング部２４２及びカバー部材４４９の両方により内部空間２０４
ａが封止されていてもよい。例えば、内部空間２０４ａに熱硬化性樹脂が充填されること
でポッティング部２４２が形成された後、ハウジング開口部２４１に対してカバー部材２
６２が取り付けられた構成とする。
【０５５２】
　変形例Ｅ７として、コネクタターミナルは本体領域にはみ出していてもよい。この場合
でも、検出ユニットとハウジング開口部とが並ぶ方向において、コネクタターミナルが検
出ユニットとハウジング開口部との間に入り込んでいない構成であれば、検出ユニットを
ハウジングの内部空間に挿入する際にコネクタターミナルが支障にならない。例えば、上
記第１実施形態において、コネクタターミナル２８ａが本体領域ＰＣ１にはみ出している
ことで、第２ターミナル部１７２ｂが本体領域ＰＣ１に配置された構成とする。この構成
でも、第２ターミナル部１７２ｂが高さ方向Ｙにおいてハウジング開口部６１とセンサＳ
Ａ５０との間に入り込んでいなければよい。
【０５５３】
　変形例Ｅ８として、上記第１実施形態において、コネクタターミナル２８ａの接続ター
ミナル部１７２ｃがコネクタ領域ＰＣ２側に露出していてもよい。例えば、接続ターミナ
ル部１７２ｃが封止段差面６７からハウジング開口部６１側に離間した構成とする。この
構成でも、接続ターミナル部１７２ｃや第２ターミナル部１７２ｂが本体領域ＰＣ１には
み出していなければ、これらターミナル部１７２ｂ，１７２ｃが内部空間２４ａへのセン
サＳＡ５０の挿入の支障になることを抑制できる。
【０５５４】
　変形例Ｅ９として、上記第１実施形態において、第２ターミナル部１７２ｂは、高さ方
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向Ｙではなく、幅方向Ｘや奥行き方向Ｚに延びていてもよい。
【０５５５】
　変形例Ｅ１０として、ハウジングの内部空間において、ハウジング開口部と検出ユニッ
トとの並び方向において、コネクタ領域がハウジング開口部とユニット本体との間に配置
されていなくてもよい。例えば、上記第１実施形態において、高さ方向Ｙにおいて封止段
差面６７がリードターミナル５４よりもハウジング開口部６１から遠い位置に配置された
構成とする。この構成では、幅方向Ｘにおいてコネクタ領域ＰＣ２がセンサＳＡ５０に横
並びに配置されていることになる。
【０５５６】
　変形例Ｅ１１として、コネクタターミナルがハウジングに固定された構成であれば、必
ずしもコネクタターミナルの一部がハウジングに埋め込まれていなくてもよい。例えば、
型装置を用いてハウジングを樹脂成型した後に、このハウジングにコネクタターミナルが
取り付けられる構成とする。この構成でも、ハウジングの内部空間への検出ユニットの挿
入にコネクタターミナルが支障にならない物理量計測装置であれば、ハウジングへのコネ
クタターミナルの取り付けた後に、ハウジングの内部空間に検出ユニットを設置すること
ができる。
【０５５７】
　＜構成群Ｆの変形例＞
　変形例Ｆ１として、上記変形例Ｅ６と同様に、ハウジングの内部空間に設置された検出
ユニットがカバー部材によりハウジング開口側から覆い隠されていてもよい。例えば、上
記第１実施形態において、図１０６に示すように、内部空間２４ａに設置されたセンサＳ
Ａ５０がハウジング開口部６１側からカバー部材４４８により覆い隠された構成とする。
この構成のカバー部材４４８は、センサＳＡ５０に加えて接続部分１８３も覆っている。
カバー部材４４８は、内部空間２４ａに入り込んだ部分と、リップ８９の端面に重ねられ
た部分とを有しており、内部空間２４ａに入り込んだ部分は、封止領域ＰＡの内周面１８
０に嵌合されている。
【０５５８】
　この構成では、内部空間２４ａに対してポッティング部６５及びカバー部材４４８の両
方が設けられており、カバー部材４４８は、ポッティング部６５を挟んでセンサＳＡ５０
とは反対側に配置されている。この場合、ポッティング部６５及びカバー部材４４８の少
なくとも一方が内部空間２４ａを封止していればよい。
【０５５９】
　エアフロメータ１４の製造時においては、カバー部材４４８をハウジング２１とは別部
材として型装置等を用いて樹脂成型する。そして、ハウジング２１の内部空間２４ａにセ
ンサＳＡ５０を設置し、熱硬化性樹脂を内部空間２４ａに注入することなどによりポッテ
ィング部６５を形成した後に、ハウジング２１に対してカバー部材４４８を取り付ける。
この場合、接着剤や溶融樹脂等を用いて、封止領域ＰＡの内周面１８０やリップ８９の端
面に対してカバー部材４４８を固定する。
【０５６０】
　また、カバー部材４４８がセンサＳＡ５０をハウジング開口部６１側から覆い隠す構成
としては、図１０７に示すように、ポッティング部６５が設けられていない構成が挙げら
れる。この構成では、内部空間２４ａがポッティング部６５により封止されていないため
、カバー部材２６２が内部空間２４ａを封止していることが好ましい。
【０５６１】
　さらに、上記第４実施形態において、変形例Ｅ６と同様に、図１０５に示すように、内
部空間２０４ａに設置されたセンサＳＡ２２０がハウジング開口部２４１側からカバー部
材４４９により覆い隠された構成とする。
【０５６２】
　本変形例によれば、ハウジング２１とは別部材として作成されたカバー部材４４８がハ
ウジング２１に取り付けられることで、内部空間２４ａに設置されたセンサＳＡ５０がカ
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バー部材４４８により覆い隠される。この場合、カバー部材４４８をハウジング２１に取
り付ける際に内部空間２４ａに圧力が付与されにくいため、センサＳＡ５０の位置ずれが
生じにくくなっている。したがって、流量検出部２２の検出精度が製品ごとにばらつくと
いうことを抑制できる。
【０５６３】
　変形例Ｆ２として、ハウジングは、ハウジング開口部から熱硬化性樹脂が溢れた場合に
この熱硬化性樹脂を貯留する貯留溝を有していてもよい。例えば、上記第１実施形態にお
いて、図１０８に示すように、ハウジング２１が、ハウジング開口部６１から溢れたポッ
ティング材１８５を貯留する貯留溝４６１を有する構成とする。貯留溝４６１は、ハウジ
ング開口部６１の周縁部に沿って環状に延びており、リップ８９を挟んで封止領域ＰＡと
は反対側において、リップ８９から外周側に離間した位置に配置されている。貯留溝４６
１は、ハウジング２１の基端面であるハウジング基端面１９２に設けられており、高さ方
向Ｙに向けて開放されている。
【０５６４】
　ハウジング基端面１９２は、ハウジング本体２４の外周面やフランジ部２７の外周面等
により形成されており、貯留溝４６１は、ハウジング基端面１９２においてハウジング本
体２４の外周面により形成された部分に設けられている。なお、貯留溝４６１は、ハウジ
ング基端面１９２においてフランジ部２７の外周面により形成された部分に設けられてい
てもよい。
【０５６５】
　本変形例では、ポッティング材１８５を内部空間２４ａに注入している際に、このポッ
ティング材１８５がハウジング開口部６１から溢れ出してしまったとしても、溢れたポッ
ティング材１８５が貯留溝４６１に貯留される。このため、ポッティング材１８５が貯留
溝４６１よりも広範囲に広がってしまい、エアフロメータ１４や作業台など意図しない部
分にポッティング材１８５が付着することを抑制できる。
【０５６６】
　変形例Ｆ３として、ハウジングは開口リブ部を有していなくてもよい。例えば、上記第
１実施形態において、図１０９に示すように、開口リブ部としてのリップ８９がハウジン
グ本体２４から延びておらず、上記変形例Ｆ２と同様に、ハウジング開口部６１の外周側
に貯留溝４６１が設けられた構成とする。この構成では、ハウジング開口部６１がリップ
８９ではなくハウジング本体２４により形成されており、貯留溝４６１はハウジング基端
面１９２に配置されている。この構成によれば、上記変形例Ｆ２と同様に、ハウジング開
口部６１から溢れたポッティング材１８５が貯留溝４６１に貯留される。
【０５６７】
　また、図１１０に示すように、ハウジング２１がリップ８９及び貯留溝４６１の両方を
有していなくてもよい。この構成でも、ポッティング材１８５の液面や流体面がハウジン
グ開口部６１に到達しないように、内部空間２４ａへのポッティング材１８５の注入量を
調整することで、ポッティング材１８５がハウジング開口部６１から溢れることを抑制で
きる。
【０５６８】
　変形例Ｆ４として、開口リブ部の内周面とハウジング本体の内周面とが面一になってお
らず、開口リブ部の内周面とハウジング本体の内周面との間に段差が形成されていてもよ
い。例えば、上記第１実施形態において、図１１１に示すように、封止領域ＰＡの内周面
１８０において、リップ８９の内周面がハウジング本体２４の内周面より外周側に配置さ
れた構成とする。この構成では、リップ８９の内周面とハウジング本体２４の内周面との
間に、ハウジング開口部６１側を向いた開口段差面４６３が形成されている。開口段差面
４６３は、リップ８９と同様にハウジング開口部６１の周縁部に沿って環状に延びている
。
【０５６９】
　この構成によれば、作業者がポッティング材１８５を内部空間２４ａに注入する際に、
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このポッティング材１８５が開口段差面４６３に達しないようにポッティング材１８５の
注入量を調整することが好ましい。この場合、仮にポッティング材１８５が開口段差面４
６３に達したとしても、まだポッティング材１８５はハウジング開口部６１に達しておら
ず、リップ８９を越えてポッティング材１８５がハウジング開口部６１から溢れ出すとい
うことを抑制できる。
【０５７０】
　変形例Ｆ５として、ハウジングの内周面を凹ませた内周凹部が内部空間の開放端部に設
けられていてもよい。例えば、上記第１実施形態において、図１１２に示すように、封止
領域ＰＡの内周面１８０を凹ませた内周凹部４６４が、内周面１８０とハウジング基端面
１９２とにかけ渡された位置に設けられた構成とする。内周凹部４６４は、ハウジング開
口部６１に向けても開放されており、ハウジング開口部６１の周縁部に沿って環状に延び
ている。内周凹部４６４の内周面は内周面１８０を形成している。
【０５７１】
　この構成によれば、作業者がポッティング材１８５を内部空間２４ａに注入する際に、
このポッティング材１８５が内周凹部４６４に達しないようにポッティング材１８５の注
入量を調整することが好ましい。この場合、仮にポッティング材１８５が内周凹部４６４
に達したとしても、まだポッティング材１８５は、ハウジング開口部６１に達しておらず
、内周凹部４６４を越えてポッティング材１８５がハウジング開口部６１から溢れ出すと
いうことを抑制できる。
【０５７２】
　また、図１１３に示すように、内周凹部４６４の内部に入り込んできたポッティング材
１８５を貯留する凹内溝４６５が内周凹部４６４に設けられた構成とする。凹内溝４６５
は、内周凹部４６４の内周面のうちハウジング開口部６１側を向いた面に形成されており
、ハウジング開口部６１側に向けて開放されている。凹内溝４６５は、内周凹部４６４に
沿って環状に延びている。
【０５７３】
　この構成によれば、内周凹部４６４の容積が凹内溝４６５の容積の分だけ大きくなって
いる。このため、内部空間２４ａに注入されているポッティング材１８５が内周凹部４６
４に達したとしても、そのポッティング材１８５がハウジング開口部６１に達するまでに
必要なポッティング材１８５の注入量が多くなっている。したがって、内周凹部４６４を
越えてポッティング材１８５がハウジング開口部６１から溢れ出すということが、凹内溝
４６５の容積の分だけ生じにくくなっている。
【０５７４】
　変形例Ｆ６として、ハウジング基端面の内周端を面取りした面取り部が内部空間の開放
端部に設けられていてもよい。例えば、上記第１実施形態において、図１２１に示すよう
に、ハウジング２１の出隅部分を面取りした面取り部４６６が、ハウジング基端面１９２
と内周面１８０とにかけ渡されるように設けられた構成とする。面取り部４６６は、ハウ
ジング基端面１９２と封止領域ＰＡの内周面１８０とが交差する出隅部分を面取りした面
取り面であり、高さ方向Ｙにおいてハウジング基端面１９２に向けて封止領域ＰＡを徐々
に拡張する向きに真っ直ぐに延びている。面取り部４６６は、ハウジング開口部６１の周
縁部に沿って環状に延びている。
【０５７５】
　この構成によれば、ポッティング材１８５が内部空間２４ａから溢れ出さない範囲で、
面取り部４６６に達するまで内部空間２４ａに注入されることが好ましい。この場合、ポ
ッティング材１８５が面取り部４６６を這い上がりやすくなっており、ポッティング材１
８５が面取り部４６６を這い上がった分だけポッティング面１９３が拡張されるため、ポ
ッティング面１９３に付与する情報部１９４を大型化できる。これにより、情報部１９４
の視認性を高めることができる。
【０５７６】
　なお、面取り部４６６は湾曲面であってもよい。この湾曲面としては、高さ方向Ｙにお
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いて面取り部４６６がハウジング基端面１９２側に膨らんだ湾曲面や、面取り部４６６が
ハウジング先端面１９１側に凹んだ湾曲面が挙げられる。
【０５７７】
　変形例Ｆ７として、ハウジングの内周面が有する内周曲がり面は、外周側に膨らむよう
に曲がっていれば、必ずしも湾曲していなくてもよい。例えば、内周曲がり面は外周側に
膨らむように複数個所で折れ曲がっていてもよい。この場合でも、互いに交差する２つの
内周平坦面が内周曲がり面で接続されていることにより、ハウジングの内部空間に熱硬化
性樹脂が注入された際に、熱硬化性樹脂がハウジングの内周面を這い上がるということを
抑制できる。
【０５７８】
　変形例Ｆ８として、ポッティング材１８５等の充填材によりポッティング部６５等の充
填部を形成する場合、熱を付与することで充填材を強制的に硬化させるのではなく、常温
で充填材をゆっくりと硬化させてもよい。
【０５７９】
　変形例Ｆ９として、ハウジングの内部空間に充填される充填材として、ポッティング材
１８５等の熱硬化性樹脂が用いられるのではなく、光の照射により硬化する光硬化性樹脂
や紫外線の照射により硬化する紫外線硬化性樹脂が用いられてもよい。また、充填材とし
て、空気に触れたり水が付与されたりすることで硬化する接着剤が用いられてもよい。要
は、熱や光、空気や水等の付与により硬化する硬化性樹脂が充填材として内部空間に充填
されてもよい。この場合でも、内部空間に充填された充填材が硬化することで充填部を形
成することができる。なお、充填材は、自身の形状を保持することができる程度に硬化す
ることで充填部を形成したことになる。
【０５８０】
　＜構成群Ｇの変形例＞
　変形例Ｇ１として、上記変形例Ｆ１と同様に、ハウジングの内部空間がカバー部材によ
り封止されていてもよい。例えば、上記第１実施形態において、ハウジング２１とは別部
材としてカバー部材が樹脂成型され、そのカバー部材がハウジング開口部６１側から内部
空間２４ａを閉鎖するようにハウジング２１に取り付けられた構成とする。この構成では
、カバー部材が封止部に相当し、カバー部材の外側面に情報部１９４が設けられている。
この構成でも、ハウジング開口部６１や内部空間２４ａの大型化が図られていることで、
カバー部材の外側面が大型化されるため、情報部１９４の視認性を高めることができる。
【０５８１】
　変形例Ｇ２として、上記第１実施形態において、センサＳＡ５０のＳＡ本体１７０とコ
ネクタターミナル２８ａとは奥行き方向Ｚに並んでいてもよい。この場合でも、センサＳ
Ａ５０をハウジング開口部６１から内部空間２４ａに挿入する際に、コネクタターミナル
２８ａが支障になるということを抑制できる。
【０５８２】
　変形例Ｇ３として、上記第１実施形態において、ハウジング開口部６１は、高さ方向Ｙ
を向いているのではなく、幅方向Ｘや奥行き方向Ｚを向いていてもよい。この場合でも、
高さ方向Ｙにおいて、ハウジング開口部６１がセンサＳＡ５０やリング保持部２５を挟ん
で流入口３３ａとは反対側の位置に配置されていることが好ましい。すなわち、エアフロ
メータ１４が吸気管１２ａに取り付けられた状態で、ポッティング面１９３が吸気管１２
ａの外側に配置されていることが好ましい。これにより、作業者は、エアフロメータ１４
を吸気管１２ａから取り外さなくても、ポッティング面１９３の情報部１９４を視認する
ことができる。
【０５８３】
　＜構成群Ｈの変形例＞
　変形例Ｈ１として、上記第１実施形態において、第２温度検出部５０６は、ハウジング
基端面１９２と第１温度検出部５０５との間に配置されていれば、リードフレーム８２に
搭載されていなくてもよい。例えば、図１１４に示すように、第２温度検出部５０６が回
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路チップ８１に搭載された構成とする。この構成では、回路チップ８１の基板が、第２温
度検出部５０６の素子が搭載された回路基板に相当することになる。また、第２温度検出
部５０６は、中継基板８３やリードターミナル５４などに搭載されていてもよい。
【０５８４】
　変形例Ｈ２として、上記第１実施形態において、第２温度信号Ｓａ２の応答補正を行う
ことで第２補正信号が取得された後に、この第２補正信号と第１補正信号Ｓｂ１との差分
が算出されてもよい。例えば、図１１５に示すように、第２補正部５１３が、温度差分信
号Ｓｂ２の応答補正を行うのではなく、第２温度信号Ｓａ２の応答補正を行う、という構
成にする。
【０５８５】
　第２補正部５１３は、第２温度信号Ｓａ２の応答補正を行うことで第２補正信号Ｓｂ１
１を算出し、この第２補正信号Ｓｂ１１を温度差分部５１２に対して出力する。第２補正
部５１３は、第１補正部５１１が第１温度信号Ｓａ１の変化態様を用いて第１温度信号Ｓ
ａ１の補正を行うのと同様に、第２温度信号Ｓａ２の変化態様を用いて第２温度信号Ｓａ
２の補正を行う。また、第２補正部５１３は、第１補正部５１１が第１温度信号Ｓａ１の
補正に流量信号Ｓａ３や流量変換信号Ｓｂ４を用いるのと同様に、第２温度信号Ｓａ２の
補正に流量信号Ｓａ３や流量変換信号Ｓｂ４を用いる。
【０５８６】
　温度差分部５１２は、差分補正信号Ｓｂ３を算出するのではなく、第１補正信号Ｓｂ１
と第２補正信号Ｓｂ１１との差分である補正後差分信号Ｓｂ１２を算出する。そして、補
正量算出部５１５は、この補正後差分信号Ｓｂ１２と流量変換信号Ｓｂ４とを用いて補正
量信号Ｓｂ５を算出する。
【０５８７】
　この構成でも、第１温度信号Ｓａ１の補正に第２温度信号Ｓａ２が補正パラメータとし
て用いられていることに変わりがない。このため、差分補正信号Ｓｂ３ではなく補正後差
分信号Ｓｂ１２を用いて補正量信号Ｓｂ５が算出されたとしても、実温度Ｓｄに対する補
正値信号Ｓｃの誤差を低減することができる。したがって、第１温度信号Ｓａ１の補正に
第２補正信号Ｓｂ１１が用いられない構成に比べて、補正値信号Ｓｃの計測精度を高める
ことができる。
【０５８８】
　変形例Ｈ３として、上記第１実施形態において、温度差分信号Ｓｂ２の応答補正が行わ
れなくてもよい。例えば、図１１６に示すように、温度補正部５１０が第２補正部５１３
を有していない構成とする。この構成では、温度差分部５１２にて算出された温度差分信
号Ｓｂ２が補正量算出部５１５に直接的に入力される。この構成でも、上記変形例Ｈ２と
同様に、第１温度信号Ｓａ１の補正に第２温度信号Ｓａ２が補正パラメータとして用いら
れていることに変わりがない。このため、差分補正信号Ｓｂ３ではなく温度差分信号Ｓｂ
２を用いて補正量信号Ｓｂ５が算出されたとしても、実温度Ｓｄに対する補正値信号Ｓｃ
の誤差を低減することができる。したがって、上記変形例Ｈ２と同様に、補正値信号Ｓｃ
の計測精度を高めることができる。
【０５８９】
　変形例Ｈ４として、上記第１実施形態において、第１温度信号Ｓａ１の補正に第２温度
信号Ｓａ２が用いられなくてもよい。例えば、図１１７に示すように、温度補正部５１０
が温度差分部５１２、第２補正部５１３、補正量算出部５１５及び補正値算出部５１６を
有していない構成とする。この構成では、第１補正部５１１から出力される第１補正信号
Ｓｂ１が補正値信号Ｓｃとして取得される。この構成でも、第１温度信号Ｓａ１の補正に
、第１温度信号Ｓａ１の変化態様及び流量信号Ｓａ３がそれぞれ補正パラメータとして用
いられることに変わりがない。このため、第１温度信号Ｓａ１の補正に第２温度信号Ｓａ
２が用いられないとしても、実温度Ｓｄに対する補正値信号Ｓｃの応答性を高めることが
できる。なお、本変形例では、エアフロメータ１４が第２温度検出部５０６を有していな
くてもよい。
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【０５９０】
　変形例Ｈ５として、上記第１実施形態において、第１温度信号Ｓａ１の補正に流量信号
Ｓａ３が用いられなくてもよい。例えば、図１１８に示すように、温度補正部５１０が第
２補正部５１３、特性変換部５１４及び補正量算出部５１５を有していない構成とする。
この構成では、補正値算出部５１６が補正量信号Ｓｂ５ではなく第２温度信号Ｓａ２を用
いて補正値信号Ｓｃを算出する。この構成でも、上記変形例Ｈ２と同様に、第１温度信号
Ｓａ１の補正に第２温度信号Ｓａ２が用いられることに変わりがない。このため、第１温
度信号Ｓａ１の補正に流量信号Ｓａ３が用いられないとしても、実温度Ｓｄに対する補正
値信号Ｓｃの誤差を低減することができる。なお、本変形例では、エアフロメータ１４が
流量検出部２２を有していなくてもよい。
【０５９１】
　変形例Ｈ６として、上記第１実施形態において、第１温度信号Ｓａ１の応答補正が行わ
れなくてもよい。例えば、図１１９に示すように、温度補正部５１０が第１補正部５１１
、補正量算出部５１５及び補正量算出部５１５を有していない構成とする。この構成では
、補正値算出部５１６が第１補正信号Ｓｂ１ではなく第１温度信号Ｓａ１を用いて補正値
信号Ｓｃを算出する。この構成でも、上記変形例Ｈ２と同様に、第１温度信号Ｓａ１の補
正に第２温度信号Ｓａ２が用いられることに変わりがない。このため、第１温度信号Ｓａ
１の補正にこの第１温度信号Ｓａ１の変化態様が用いられないとしても、実温度Ｓｄに対
する補正値信号Ｓｃの誤差を低減することができる。
【０５９２】
　変形例Ｈ７として、上記第１実施形態において、補正値算出部５１６は、第１温度信号
Ｓａ１に基づいた信号と、第２温度信号Ｓａ２や流量信号Ｓａ３に基づいた信号とを、積
算するのではなく乗算することなどにより補正値信号Ｓｃを算出してもよい。例えば、図
１１８に示すように、補正値算出部５１６が第１補正信号Ｓｂ１と温度差分信号Ｓｂ２と
を乗算することで補正値信号Ｓｃを算出する構成とする。また、図１１９に示すように、
補正値算出部５１６が第１温度信号Ｓａ１と差分補正信号Ｓｂ３とを乗算することで補正
値信号Ｓｃを算出する構成とする。
【０５９３】
　変形例Ｈ８として、上記第１実施形態において、第１温度検出部５０５は、高さ方向Ｙ
において第２温度検出部５０６を挟んでハウジング開口部６１とは反対側に配置されてい
れば、流量検出部２２の検出基板２２ａに搭載されていなくてもよい。例えば、第１温度
検出部５０５が、中継基板８３やリードフレーム８２に搭載された構成とする。
【０５９４】
　変形例Ｈ９として、上記第１実施形態において、第１温度検出部５０５及び第２温度検
出部５０６の少なくとも一方が、センサＳＡ５０に搭載されていなくてもよい。例えば、
第１温度検出部５０５がハウジング２１の縦仕切壁６９に埋め込まれた構成や、第２温度
検出部５０６がコネクタターミナル２８ａに搭載された構成とする。
【０５９５】
　変形例Ｈ１０として、上記第１実施形態において、流量検出部２２及び第１温度検出部
５０５は、それぞれが計測流路３２に設けられていれば、互いに独立した基板に搭載され
ていてもよい。また、これら流量検出部２２と第１温度検出部５０５とは、互いに高さ方
向Ｙに離間した位置に配置されていてもよい。この場合でも、これら流量検出部２２及び
第１温度検出部５０５の検出対象が計測流路３２を流れる吸入空気になるため、流量信号
Ｓａ３を用いた第１温度信号Ｓａ１の応答性を高めることができる。
【０５９６】
　変形例Ｈ１１として、上記第１実施形態において、自身の変化態様に基づいて補正され
る物理量が温度とされていたが、この補正対象は、吸入空気の流量や湿度、圧力など温度
とは異なる物理量とされていてもよい。例えば、物理量検出部として圧力を検出する第１
圧力検出部が計測流路３２に設けられ、この第１圧力検出部と同じ種類の物理量を検出す
る同種検出部として第２圧力検出部が、第１圧力検出部よりもハウジング基端面１９２に
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近い位置に配置された構成とする。この構成では、計測制御装置にといて、第１圧力検出
部の検出結果である第１圧力信号が、第２圧力検出部の検出結果である第２圧力信号を用
いて補正される。
【０５９７】
　また、物理量計測装置は、圧力とは異なる種類の物理量を検出する異種検出部として、
温度を検出する温度検出部を有しており、計測制御装置においては、温度検出部の検出結
果である温度信号を用いて第１圧力信号の補正が行われる。さらに、計測制御装置におい
ては、第１圧力信号の変化態様を用いてこの第１圧力信号の補正が行われる。これらの構
成によれば、物理量としての圧力の計測について、圧力の計測精度や圧力計測の応答性を
高めることができる。
【０５９８】
　変形例Ｈ１２として、上記第１実施形態において、第１温度信号Ｓａ１の補正処理を行
う計測制御装置は、回路チップ８１ではなく、エアフロメータ１４に含まれる別の制御装
置により構成されていてもよい。また、計測制御装置は、エアフロメータ１４とは別にＥ
ＣＵ２０等の外部装置に設けられていてもよい。例えば、第１温度信号Ｓａ１や第２温度
信号Ｓａ２、流量信号Ｓａ３が、第１温度検出部５０５や第２温度検出部５０６、流量検
出部２０２から回路チップ８１を介してＥＣＵ２０に入力される構成とする。また、計測
制御装置は、車両に搭載された種々の演算装置であってもよく、複数の演算装置が協働で
制御装置としての機能を発揮してもよい。また、各演算装置に設けられたフラッシュメモ
リやハードディスク等の非遷移的実体的記憶媒体に各種プログラムが記憶されていてもよ
い。
【符号の説明】
【０５９９】
　＜構成群Ａの符号＞
　１２ａ…取付対象としての吸気管、１４…物理量計測装置としてのエアフロメータ、２
０…外部装置としてのＥＣＵ、２１…ハウジング、２２…物理量検出部としての流量検出
部、２４ａ…内部空間、２７…フランジ部、２８…コネクタ部、２８ａ…コネクタターミ
ナル、３１…通過流路、３２…計測流路、３２ａ…検出路、３２ｂ…導入路、３２ｃ…排
出路、３３…通過流路、３３ａ…流入口、３３ｂ…流出口、３３ｃ…計測出口、５０…検
出ユニットとしてのセンサＳＡ、５７…センシング支持部、５９…検出絞り部、６１…ハ
ウジング開口部、６５…ポッティング部、６６…引っ掛かり部としての領域段差面、６８
…通過仕切部としての横仕切壁、６９…計測仕切部としての縦仕切壁、９０…型装置、９
１…内周型部、９７ａ…柱接続部としての検出成型部、９７ｂ…導入路を形成する部分及
び導入柱部としての導入成型部、９７ｃ…排出路を形成する部分及び排出柱部としての排
出成型部、１０２…第１型部としての第１外周型部、１０３…第２型部としての第２外周
型部、１０４…通過型部、１１３…出口用延出部、ＰＡ…封止領域、Ｙ…並び方向として
の高さ方向、Ｘ…直交する方向及び並び方向としての幅方向。
【０６００】
　＜構成群Ｂの符号＞
　１４…物理量計測装置としてのエアフロメータ、２１…ハウジング、２２…物理量検出
部としての流量検出部、２４ａ…内部空間、２７…フランジ部、２８…コネクタ部、２８
ａ…コネクタターミナル、３１…通過流路、３２…計測流路、３３ａ…流入口、３３ｃ…
計測出口、４４…外周平坦面としての平坦面、４５…外周傾斜面としての湾曲面、５０…
検出ユニットとしてのセンサＳＡ、５７…センシング支持部、５９…検出絞り部、６１…
ハウジング開口部、６５…ポッティング部、１３１ａ…外周境界部としての縦境界部、１
３２ａ…上流端部としての外周上流端、１３２ｂ…下流端部としての外周下流端、１３４
ａ…上流端部としての出口上流端、１３４ｂ…下流端部としての出口下流端、１３５ｂ…
下流形成面、１３７ａ…下流平坦部、１３７ｂ…延出平坦部としての先端側平坦部、１３
７ｃ…延出平坦部としての基端側平坦部、１３８ａ…上流傾斜部としての上流湾曲部、１
３８ｂ…延出傾斜部としての先端側湾曲部、１３８ｃ…延出傾斜部としての基端側湾曲部
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、Ｌ１６，Ｌ１７…離間距離、Ｘ…直交する方向としての幅方向、Ｙ…直交する方向とし
ての高さ方向、Ｚ…方向としての奥行き方向。
【０６０１】
　＜構成群Ｃの符号＞
　１２ａ…取付対象としての吸気管、１４…物理量計測装置としてのエアフロメータ、２
１…ハウジング、２２…物理量検出部としての流量検出部、２４ａ…収容空間としての内
部空間、２５…ハウジング取付部を構成し且つシール保持部としてのリング保持部、２６
…シール部材としてのＯリング、２７…ハウジング取付部を構成するフランジ部、３２…
計測流路、５０…検出ユニットとしてのセンサＳＡ、５５…ユニット接触部としての回路
段差面、６１…ハウジング開口部、６６…第３保持部としての領域段差面、６６ａ…ハウ
ジング接続部としての張り出し部、６６ｂ…直交延出部としての横延出部、７２ａ…第１
保持部としての幅ハウジング突起、７２ｂ…第１保持部及び第２保持部としての奥行きハ
ウジング突起、１２１…位置保持部及びハウジング壁部としての収容壁部、１２２…ハウ
ジング取付部を構成する封止壁部、１２５…板面としてのＳＡ板面、２００…物理量計測
装置としてのエアフロメータ、２０１…ハウジング、２０２…物理量検出部としての流量
検出部、２０４ａ…収容空間としての内部空間、２０５…ハウジング取付部を構成するシ
ール保持部、２０６…シール部材、２０７…ハウジング取付部を構成するフランジ部、２
１２…計測流路、２２０…検出ユニットとしてのセンサＳＡ、２２１ａ，２２１ｂ…ユニ
ット接触部としての端面、２３１…ハウジング接続部としての上流壁部、２３２…ハウジ
ング接続部としての下流壁部、２３４…ハウジング接続部としての裏壁部、２４１…ハウ
ジング開口部、２５１…位置保持部としての第１規制部、２５１ａ…第３保持部としての
板面、２５２ａ…第１保持部としての表内面、２５２ｂ…第１保持部としての裏内面、２
５２ｃ…第２保持部としての上流内面、２５２ｄ…第２保持部としての下流内面、２５５
…位置保持部としての第２規制部、５０１…入り込み部分、５０２…はみ出し部分、Ｄ２
２，Ｄ２３…厚み寸法、Ｌ３，Ｌ５…離間距離、Ｘ…第１方向としての幅方向、Ｙ…方向
としての高さ方向、Ｚ…第２方向としての奥行き方向。
【０６０２】
　＜構成群Ｄの符号＞
　１４…物理量計測装置としてのエアフロメータ、２１…ハウジング、２２…物理量検出
部としての流量検出部、３１…通過流路、３２…分岐流路としての計測流路、３３ａ…流
入口、３３ｂ…流出口、３４…分岐境界部としての流路境界部、９０…型装置、９１…分
岐型部としての内周型部、１０２…第１外周型部、１０３…第２外周型部、１０４…通過
型部、１５１…通過天井面、１５２…通過床面、１５２ａ…通過絞り面及び床傾斜面とし
ての床絞り面、１５３ａ…通過絞り面としての壁絞り面、１５６…型絞り部としての床絞
り成型面、１５７…型絞り部としての壁絞り成型面、１５８…先端部としての外側通過面
、１６５…型境界部、３３４…型凸部、３３５…型凹部、４３１ａ…流入型部としての流
入通過型部、４３１ｂ…流出型部としての流出通過型部、４３４…絞り境界部、Ｙ…高さ
方向、Ｚ…奥行き方向、θ２，θ３…傾斜角度。
【０６０３】
　＜構成群Ｅの符号＞
　１４…物理量計測装置としてのエアフロメータ、２１…ハウジング、２２…物理量検出
部としての流量検出部、２４ａ…内部空間、２８ａ…コネクタターミナル、３２…計測流
路、５０…検出ユニットとしてのセンサＳＡ、５４…検出ターミナルとしてのリードター
ミナル、６１…ハウジング開口部、６６…ユニット保持面としての領域段差面、６７…タ
ーミナル支持部及びターミナル保持面としての封止段差面、８６…接続ターミナルとして
のブリッジターミナル、９０…型装置、１７０…ユニット本体としてのＳＡ本体、１７２
ｂ…突出ターミナル部及び縦ターミナル部としての第２ターミナル部、２００…物理量計
測装置としてのエアフロメータ、２０１…ハウジング、２０２…物理量検出部としての流
量検出部、２０４ａ…内部空間、２０８ａ…コネクタターミナル、２１２…計測流路、２
２０…検出ユニットとしてのセンサＳＡ、２２４…検出ターミナルとしてのリードターミ



(101) JP 6760253 B2 2020.9.23

10

20

30

40

ナル、２２５…ユニット本体としてのＳＡ本体、２３４ａ…ユニット保持面としての壁面
、２４１…ハウジング開口部、２８２ｂ…突出ターミナル部としての第２ターミナル部、
３４１…検出リード部としての第１リード部、３４２…接続リード部を構成する第２リー
ド部、３４３…接続リード部を構成する第３リード部、４４１…ターミナル支持部として
の裏支持部、４４１ａ…ターミナル保持面としての板面、４４３ｂ…縦ターミナル部とし
てのリード起立部、ＰＣ１…本体領域、ＰＣ２…コネクタ領域、ＱＡ…本体領域を構成す
る流路領域、ＱＢ…本体領域を構成する支持領域、ＱＣ…コネクタ領域、Ｘ，Ｙ…方向。
【０６０４】
　＜構成群Ｆの符号＞
　１４…物理量計測装置としてのエアフロメータ、２１…ハウジング、２２…物理量検出
部としての流量検出部、２４…ハウジング本体、２４ａ…内部空間、２８ａ…コネクタタ
ーミナル、３２…計測流路、３３ａ…流入口、５０…検出ユニットとしてのセンサＳＡ、
５４…検出ターミナルとしてのリードターミナル、６１…ハウジング開口部、６５…充填
部としてのポッティング部、８９…開口リブ部としてのリップ、１８１…内周平坦面、１
８２…内周曲がり面としての内周湾曲面、１８３…接続部分、１８５…充填材としてのポ
ッティング材、２００…物理量計測装置としてのエアフロメータ、２０１…ハウジング、
２０２…物理量検出部としての流量検出部、２０４ａ…内部空間、２０８ａ…コネクタタ
ーミナル、２１２…計測流路、２１３ａ…流入口、２２０…検出ユニットとしてのセンサ
ＳＡ、２２４…検出ターミナルとしてのリードターミナル、２４１…ハウジング開口部、
２４２…充填部としてのポッティング部、２９１…接続部分、４４８，４４９…カバー部
材。
【０６０５】
　＜構成群Ｇの符号＞
　１４…物理量計測装置としてのエアフロメータ、２１…ハウジング、２２…物理量検出
部としての流量検出部、２８ａ…コネクタターミナル、３２…計測流路、３３ａ…流入口
、４１…肉盗み部、５０…検出ユニットとしてのセンサＳＡ、５４…検出ターミナルとし
てのリードターミナル、６１…ハウジング開口部、６５…封止部及び充填部としてのポッ
ティング部、１７０…ユニット本体としてのＳＡ本体、１８３…接続部分、１９２…ハウ
ジング面としてのハウジング基端面、１９３…外側面としてのポッティング面、１９４…
情報部、１９５…対向辺としての第１辺部、２００…物理量計測装置としてのエアフロメ
ータ、２０１…ハウジング、２０２…物理量検出部としての流量検出部、２０８ａ…コネ
クタターミナル、２１２…計測流路、２１３ａ…流入口、２２０…検出ユニットとしての
センサＳＡ、２２４…検出ターミナルとしてのリードターミナル、２２５…ユニット本体
としてのＳＡ本体、２４１…ハウジング開口部、２４２…封止部及び充填部としてのポッ
ティング部、２９１…接続部分、３０１…ハウジング面としてのハウジング表面、３０２
…肉盗み部、３０３…外側面としてのポッティング面、３０４…情報部、３０５…対向辺
としての第１辺部、Ｘ，Ｙ，Ｚ…方向。
【０６０６】
　＜構成群Ｈの符号＞
　１２ａ…取付対象としての吸気管、１４…物理量計測装置としてのエアフロメータ、２
１…ハウジング、２２…異種検出部としての流量検出部、３２…計測流路、５０…検出ユ
ニットとしてのセンサＳＡ、８１…計測制御装置としての回路チップ、５０１…入り込み
部分、５０２…はみ出し部分、５０５…物理量検出部としての第１温度検出部、５０６…
同種検出部としての第２温度検出部、５１０…物理量補正部としての温度補正部、５１１
…変化補正部及び異種補正部としての第１補正部、５１３…差分補正部としての第２補正
部、Ａ…流量補正量としての時定数、Ｓａ１…検出結果及び温度信号としての第１温度信
号、Ｓａ２…補正パラメータ及び検出結果としての第２温度信号、Ｓａ３…補正パラメー
タ、検出結果及び流量信号としての流量信号、Ｓｂ２…差分としての温度差分信号、Ｓｂ
３…差分補正量としての差分補正信号、Ｙ…方向。
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